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はじめに

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を研究評価委員

会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案

を策定の上、研究評価委員会において確定している。

本書は、「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発

（STEP2）」の事後評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基

づき、研究評価委員会において設置された「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元

活用製鉄プロセス技術開発（STEP2）」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を

策定し、第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日）に諮り、確定されたものであ

る。

平成２９年１２月

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

研究評価委員会
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審議経過

● 分科会（平成２９年９月１３日）

公開セッション

１．開会、資料の確認

２．分科会の設置について

３．分科会の公開について

４．評価の実施方法について

５．プロジェクトの概要説明

非公開セッション

６．プロジェクトの詳細説明

７．全体を通しての質疑

公開セッション

８．まとめ・講評

９．今後の予定、その他、閉会

● 現地調査会（平成２９年８月３０日）

新日鉄住金株式会社 技術開発本部 RE センター（千葉県富津市） A21 会議室 

● 第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日）
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「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／

水素還元活用製鉄プロセス技術開発（STEP2）」 

事後評価分科会委員名簿

（平成２９年９月現在） 

氏名 所属、役職 

分科 

会長 

ひの みつたか 

日野 光兀 東北大学 名誉教授 

分科 

会長 

代理 

いとう きみひさ 

伊藤 公久 早稲田大学 基幹理工学部 応用数理学科 教授 

委員 

おのざき まさき 

小野崎 正樹 
一般財団法人エネルギー総合工学研究所 

プロジェクト試験研究部 部長 

こばやし のりゆき 

小林 敬幸 
名古屋大学 大学院工学研究科 化学システム工学専攻 

准教授 

まえ かずひろ 

前 一廣 京都大学 大学院工学研究科 化学工学専攻 教授 

もりとみ ひろし 

守富 寛 
岐阜大学 大学院工学研究科 環境エネルギーシステム専

攻 教授 

敬称略、五十音順 
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評価概要

１．総合評価

 環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムとして是

非官民一体となって推進すべき研究開発である。製鉄業において、現業レベルから大幅な

CO2 削減を実現しつつ国際競争力を有する革新的技術を開発するための要素技術も的確に

抽出されており目標設定も妥当である。マネジメント体制もオールジャパン体制を敷いて有

機的に連携して推進しており、各項目とも世界でもトップレベルの成果で、最終目標を大幅

にクリアしている点は大いに評価できる。また、一部開発プロセスは実機稼働、CO2 削減

に寄与している。

フェーズⅠで設定した目標は十分に達成したが、未利用排熱活用技術の実機化への技術的

見通しが、まだ十分に明確ではない。また、知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできてい

るが、一部、開発項目では特許出願が少ない。今後、基本特許だけでなく周辺特許も積極的

に出願することが望まれる。

今後、実機化を目指して、さらなる研究開発を進めていただきたい。また、本事業成果は

大いに世界に誇ることができるものであるので、今後積極的に国民並びに世界に向けてその

成果を発信して欲しい。また、世界市場の大きな変化に対しては求められる技術も変化する

ことから、全体プロセスの設計変更も必要であることを認める体制で進めることが望まれる。 
費用対効果の算出は、今後本事業成果が実用化できるかの判断基準となるものなので、も

っと厳格に行うべきである。

２．各論

２．１ 事業の位置付け・必要性について

本事業は、国が重点項目として推進している環境安心イノベーションプログラム及びエネ

ルギーイノベーションプログラムに適うものである。CO2 削減の側面だけでなく、国際競

争力の面からも重要である。また、本事業はその事業規模から民間活動のみで行うことは困

難であり、NEDO の関与は妥当である。 

２．２ 研究開発マネジメントについて

CO2 排出抑制目標に関する国際動向が不明確な中で、将来における必要性と、市場動向

を鑑みて設定した目標は妥当と判断できる。また、研究開発スケジュールは妥当であり、PL、
副 PL、PL 補佐、副 PL 補佐によるマネジメントのもと、実施者間の連携も有効に機能して

いたと考えられる。

一方、一部の項目（COG 改質、マイクロ熱交換器では、連続運転に関する目標を変更も

しくは追加しても良かった。また、STEP1 が終了した時点で、製鉄所全体のエネルギー収

支を慎重に検討し、プロセス成立性を明確に示すことが必要であった。現時点においても、

この点は未だに大いに不足しているように思われる。
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今後、次のフェーズに進む際、的確に開発項目の選択と集中を行い、実用化を早期に実現

できる体制へのシフトを考えることが望まれる。また、製鉄業の革新技術開発成果として今

後積極的に一層世界に向けて発信し、これからの世界標準製鉄法として提言して欲しい。

２．３ 研究開発成果について

 本事業成果は最終目標を十分達成していると評価できる。世界最高水準の技術として、競

合技術に対する優位性は極めて大きい。特に、CO2 化学回収プロセスと、水素活用技術に

おける試験高炉を用いた実証実験の成果は、高く評価できる。また、高炉数学モデルの高い

予測精度も証明された。

一方、目標設定ならびに得られた成果にやや課題のある個別技術があり、技術の困難性を

考慮した体制の増強、予算の見直しあるいは方法そのものの見直しなど、PM がより踏み込

むべき点があったと思われる。また、知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできているが、

一部、開発項目では特許出願が少なく、基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願するこ

とが望まれる。

今後は、実機操業で想定されるトラブルなどを現状高炉操業からの情報も含めて精査し、

それに対応する方策、開発課題を整理しておくことも重要である。また、本事業成果は大い

に世界に誇ることができるものであるため、今後積極的により一層、国内一般大衆及び世界

に向けて成果を発信して欲しい。

２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて

 実用化戦略は妥当であり、具体的な取組も明確化されている。製鉄プロセスにおける高炉

法の優位性を考えれば、顕著な波及効果が期待できる。開発項目の一部プロセスは、すでに

横展開で実機稼働しており、国プロとしては稀有の成果であると大いに評価できる。

一方、プロセスの実用化に向けた開発において、20％CO2 の回収に必要な熱エネルギー

の確保が最も重要である。熱回収プロセスの実用化に積極的に取り組む必要がある。また、

プロセス全体の実用化への判断には、プロセスに関わる全体のエネルギー及び物質のフロー

シートが必要であり、それらの整備が求められる。

実用化に向けては、CO2 貯留に関する政策的な制度設計が必須であり、国がこの点を積

極的かつ早急に構築していくことが必要である。また、製品の品質に関する情報についても

実用化を判断する上で重要であるため、今後これをわかり易い情報に整理して公表すること

が求められる。さらに、鉄鋼分野以外に応用できる技術、例えば、CO2 回収技術、COG 改

質、高効率熱交換器などの普及も積極的に行っていただきたい。
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研究評価委員会委員名簿

（平成２９年１２月現在）

氏 名 所属、役職

委員長 小林
こばやし

 直人
な お と 早稲田大学 研究戦略センター 副所長・教授、

研究院 副研究院長

委員

浅野
あ さ の

 浩志
ひ ろ し 一般財団法人電力中央研究所 エネルギーイノベーション 

創発センター 研究参事

安宅
あ た か

 龍
たつ

明
あき

先端素材高速開発技術研究組合（ADMAT）専務理事 

稲葉
い な ば

 陽二
よ う じ

日本大学 法学部／大学院 法学研究科 教授

亀山
かめやま

 秀
ひで

雄
お

東京農工大学 名誉教授／シニア教授

五
ご

内川
ないかわ

拡史
ひ ろ し

株式会社ユニファイ・リサーチ 代表取締役社長

佐久間
さ く ま

一郎
いちろう 東京大学大学院 工学系研究科 附属医療福祉工学開発評

価研究センター センター長／教授

佐藤
さ と う

了
りょう

平
へい

大阪大学 産学共創本部 名誉教授／特任教授

宝田
たからだ

 恭之
たかゆき

群馬大学 特任教授

平尾
ひ ら お
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まさひこ 東京大学大学院 工学系研究科 化学システム工学専攻 

教授

丸山
まるやま

 正明
まさあき

技術ジャーナリスト／横浜市立大学大学院非常勤講師

吉川
よしかわ

 典彦
のりひこ

名古屋大学 名誉教授

敬称略、五十音順
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研究評価委員会コメント 

 
第５４回研究評価委員会（平成２９年１２月１３日開催）に諮り、以下のコメントを評価

報告書へ附記することで確定した。 

 
● 特許・ノウハウの取扱い等、知財戦略をより明確にして頂きたい。また、フェーズ

2 の開発を前倒しで進めるなど、世の中の情勢変化や技術・市場動向等に対応した

柔軟なマネジメントが求められる。 

 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．総合評価 

環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラム

として是非官民一体となって推進すべき研究開発である。製鉄業において、現業レ

ベルから大幅な CO2 削減を実現しつつ国際競争力を有する革新的技術を開発する

ための要素技術も的確に抽出されており目標設定も妥当である。マネジメント体制

もオールジャパン体制を敷いて有機的に連携して推進しており、各項目とも世界で

もトップレベルの成果で、最終目標を大幅にクリアしている点は大いに評価でき

る。また、一部開発プロセスは実機稼働、CO2 削減に寄与している。 
フェーズⅠで設定した目標は十分に達成したが、未利用排熱活用技術の実機化へ

の技術的見通しが、まだ十分に明確ではない。また、知的財産とノウハウの棲み分

け戦略はできているが、一部、開発項目では特許出願が少ない。今後、基本特許だ

けでなく周辺特許も積極的に出願することが望まれる。 
今後、実機化を目指して、さらなる研究開発を進めていただきたい。また、本事

業成果は大いに世界に誇ることができるものであるので、今後積極的に国民並びに

世界に向けてその成果を発信して欲しい。また、世界市場の大きな変化に対しては

求められる技術も変化することから、全体プロセスの設計変更も必要であることを

認める体制で進めることが望まれる。 
費用対効果の算出は、今後本事業成果が実用化できるかの判断基準となるものな

ので、もっと厳格に行うべきである。 

 
＜肯定的意見＞ 

・ 環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムとして是

非官民一体となって推進すべき研究開発である。製鉄業において、現業レベルから大幅

な CO2 削減を実現しつつ国際競争力を有する革新的技術を開発するための要素技術も

的確に抽出されており目標設定も妥当である。マネジメント体制もオールジャパン体制

を敷いて有機的に連携して推進しており、各項目とも世界でもトップレベルの成果で、

最終目標を大幅にクリアしている点は大いに評価できる。また、一部開発プロセスは実

機稼働、CO2 削減に寄与しており、税金投入の費用対効果も十分出ていると判断できる。 
・ CO2 削減に大いに資する重要なプロジェクトであり、世界最高水準の技術開発がなされ

たと考えられる。特に試験高炉の操業によって、本プロジェクトの提案する技術が、実

証され、貴重な操業データが得られたことは大変意義深い。実用化に向けたさらなる技

術開発が大いに望まれる。 
・ 全体のシステムとしての構想および各構成技術とも、適格な工程のもと、所定の成果を

挙げている。特に、試験高炉では、３回の実験操業を実施し、水素還元率上昇、直接還

元低下を確認し、高炉における CO2 排出量削減への目途が立った。 
・ 水素還元粗鋼生産プロセスはベンチプラント生産を達成し、またCO2分離技術に関して

も2種類の手法によってベンチプラントを用いて世界最高水準の性能を証明するなど高

い成果を得るなど、全体として適切なマネジメントの下で開発が進められた。 
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・ 世界に向けて宣言した Cool Earth エネルギー革新技術計画中、製鉄分野での貢献実現

を目指して行った本事業は、他国では全く見通しが立っていない中、唯一、実機で目標

を実現できそうであるという段階まで試験を推進し、世界に誇るべき成果を上げている。 
・ エンジニアリングデータは着実に蓄積されており、多大な成果を得ているが、関係各所

に説明するときに、費用対効果と多数の分科会を立ち上げている意味を「わかりやすく、

定量的に」説明することが望まれる。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 熱の有効利用として、熱輸送システムの検討、高効率低温熱交換器開発、製鋼スラグ顕

熱回収技術開発が行われており、個々には成果を挙げているものの、製鉄所に適用した

場合の熱収支が明確になっていない。 
・ PhaseⅠで設定した目標は十分に達成したが、未利用排熱活用技術の実機化への技術的

見通しが、まだ十分に明確ではない。 
・ 費用対効果の算出は、今後本事業成果が実用化できるかの判断基準となるものなので、

もっと厳格に行って欲しい。 
・ 高い性能が求められる要素技術が多くあり、一部に進捗の遅れがあるのは止むを得ない

が、重要な要素技術については、柔軟に体制の強化や技術そのものの見直しを図る必要

性もあった案件が認められる。 
・ 知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできているが、一部、開発項目では特許出願が少

ない。今後、基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願することが望まれる。また、

実用化の早期実現のため、再度、現状のマイルストーンを論拠、実用化のみに向けた開

発体制、内容（大学の基礎研究は不要）を具体的に明示することで国プロとしての継続

の必要性を、説得力を持った提案へとブラッシュアップすることが望まれる。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 本事業成果は大いに世界に誇ることができるものであるので、今後積極的に国民並びに

世界に向けてその成果を発信して欲しい。 
・ 実機化を目指して、さらなる研究開発を進めていただきたい。特に未利用排熱活用技術

については、具体的課題を検討して、研究開発を行う必要がある。 
・ 20 年という長期スパンを考えると、最も重要なことは知識のスムースな伝承であり、継

承人材の確保である。この観点から、各社、研究開発に携わる研究者、技術者の新陳代

謝、人材安定確保のマネジメントスキームも積極的に考えていく必要がある。 
・ 世界市場の大きな変化に対しては求められる技術も変化することから、全体プロセスの

設計変更も必要であることを認める体制で進めることが望まれる。 
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２．各論 
２．１．事業の位置付け・必要性について 

本事業は、国が重点項目として推進している環境安心イノベーションプログラム及びエネ

ルギーイノベーションプログラムに適うものである。CO2 削減の側面だけでなく、国際競

争力の面からも重要である。また、本事業はその事業規模から民間活動のみで行うことは困

難であり、NEDO の関与は妥当である。 

 
＜肯定的意見＞ 

・ 世界に向けて発信した、Cool Earth エネルギー革新技術計画中、製鉄分野での貢献実現

を目指して行った本事業において、同目的に位置付けられた国外での研究開発は全て中

断している中で、唯一、実機で目標を実現できそうであるという段階まで試験を推進し

た本事業は世界に誇るべき成果を上げている。 
・ 産業分野の大幅な CO2 削減は難しいものの、強く求められている。Cool-Earth 革新技

術計画では、特に製鉄業における CO2 削減技術が求められてきた。2030 年に実用化が

必要であり、本事業の工程は妥当である。 
・ 当初の国際的状況を背景に、事業開始までの技術開発に必要な期間を考慮し適切な課題

設定がなされたと評価できる。 
・ 高炉法は、大量に品質の高い粗鋼を生産する技術として、今後も継続して使用される。

我が国にとって、高炉法を維持していくことが国際競争力の面からも重要であり、高炉

法を前提とした CO2 削減は妥当である。 
・ 国を支える基幹産業である鉄鋼業の今後の発展を考えると、官民一体となって推進すべ

き開発項目であると考えられる。その内容は、国が重点項目として推進している環境安

心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムに適うものであ

り、CO2 削減という側面だけでなく、鉄鋼業を国際競争力ある革新的な技術へと展開で

きる可能性を有しており、NEDO 事業として妥当と判断できる。 
・ 本事業は、その事業規模から民間活動のみでは改善することは困難であり、NEDO 事業

として取り上げ、官民挙げて推進し、高炉メーカー全社が協力して、最後の事業目標ま

で実現したことは称賛に値する。 
・ Carbothermic reaction を基本原理とした製鉄プロセスにおいては、CO2 の発生は原理

的に不可避である。従って、生産性・品質・競争力の点から高炉プロセスを維持すると

いう前提に立てば、本事業の CO2 削減に及ぼす効果は絶大であり、我が国として必要な

事業である。また、事業規模や公共性の高さを考慮すれば、NEDO の関与は妥当である

と考えられる。 
・ 高炉法で CO2 を大幅に削減するチャレンジングな試みであり、鉄鋼各社が主体となっ

て進める上で、NEDO の支援が必要である。 
・ 鉄鋼業界総意で CO2 削減に取り組むことに異論はないが、NEDO 事業として適切か否

かは判断材料がない。 
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・ 開発リスクが多く含まれ、NEDO の関与があることによって挑戦可能な事業であったと

判断できる。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 費用対効果の算出はもっと厳格に行って欲しい。例えば、新規設備の設置費用やその運

転費用、所内エネルギー源転用費用の収支などを正確に組み込んで欲しい。 
・ 目標は CO2 削減であり全体の 14％のうちの 30％として、全体の 4.2％を削減するのに

予算 360 億円が適切であるとの説明がない。 
・ 費用対効果のみならず、国際競争力の状況や政策動向も含めた、事業の妥当性評価が加

えられるのが望ましい。 
・ 20年の長期スパンの実用化開発計画であるが、各技術が揃ってCO2削減が達成される。

今後、実機導入に対して、各技術の実用化時期を勘案しながら、フェーズを分けて早期

実機稼働の開発計画を明示することが望まれる。 
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２．２．研究開発マネジメントについて 

CO2 排出抑制目標に関する国際動向が不明確な中で、将来における必要性と、市場動向

を鑑みて設定した目標は妥当と判断できる。また、研究開発スケジュールは妥当であり、PL、
副 PL、PL 補佐、副 PL 補佐によるマネジメントのもと、実施者間の連携も有効に機能して

いたと考えられる。 
一方、一部の項目（COG 改質、マイクロ熱交換器では、連続運転に関する目標を変更も

しくは追加しても良かった。また、STEP1 が終了した時点で、製鉄所全体のエネルギー収

支を慎重に検討し、プロセス成立性を明確に示すことが必要であった。現時点においても、

この点は未だに大いに不足しているように思われる。 
今後、次のフェーズに進む際、的確に開発項目の選択と集中を行い、実用化を早期に実現

できる体制へのシフトを考えることが望まれる。また、製鉄業の革新技術開発成果として今

後積極的に一層世界に向けて発信し、これからの世界標準製鉄法として提言して欲しい。 

 

（１）研究開発目標の妥当性 

＜肯定的意見＞ 

・ 本事業達成のために必要なエネルギー源を所内から転用供給または未利用の余剰エネル

ギー源を利用するように設定し、実現の目途を立てることができるまで成果を上げたこ

とは大いに評価できる。 
・ CO2 排出抑制目標に関する国際動向が不明確な中で、将来における必要性と、市場動向

を鑑みて設定した目標は妥当であったと判断できる。また、要素技術の設定も一部を除

きおおむね適切であった。 
・ 研究開発としては OK。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 一部の項目（COG 改質、マイクロ熱交）では、連続運転に関する目標を変更もしくは追

加しても良かったと考えられる。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 地球温暖化防止を目標とした本事業成果は大いに世界に誇ることができるものであるの

で、製鉄業の革新技術開発成果として今後積極的に一層世界に向けて発信し、これから

の世界標準製鉄法として提言して欲しい。 
・ より実用化を見据えた目標設定をしていただきたい。 
 

（２）研究開発計画の妥当性 

＜肯定的意見＞ 

・ 基礎研究を主にした Step 1 から、実機への適用を目標とした試験高炉での開発研究であ

る Step 2 への研究成果の橋渡しがスケジュール通りに大変スムースに進行し、目標成果

に到達できたことは、開発費用配分の妥当性も含めて大いに評価できる。 
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・ 特に、Step 2 における試験高炉での開発成果は、実機化に向けての可能性を確信できる

程度まで挙げることができ、大いに評価できる。 
・ 順調と判断。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 今後、次のフェーズに進む際、的確に開発項目を選択と集中を行い、実用化を早期に実

現できる体制へのシフトを考えることが望まれる。 
 

（３）研究開発の実施体制の妥当性 

＜肯定的意見＞ 

・ 鉄鋼各社が協力して事業を進めており、効率的に機能した。指揮命令系統は明確であり、

十分に機能している。 
・ マネジメント体制もオールジャパン体制を敷いて有機的に連携して推進しており、順調

に成果を挙げていると評価できる。数多くの開発アイテムを PL、副 PL、PL 補佐の連

携による強力なマネジメントのもと、定量的な数値目標で管理し、総合的に大きな成果

が出ている。 
・ 開発スケジュールは妥当であり、実施者間の連携も有効に機能していたと考えられる。

また、大学の支援体制も良好であったと評価できる。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 大学・公的研究機関の貢献度が不明。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 今後、実用化を図る上でも、是非とも、各社が協力して、我が国の CO2 削減とともに、

競争力強化を進めていただきたい。 
・ 得られた成果を新製鉄プロセスとして世界をリードしていくために、国が中心となった

製鉄各社によるマネジメントで実用化フェーズへ進めることが求められる。 
 
（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

＜改善すべき点＞ 

・ 1st ステージ前半が終了した時点で、製鉄所全体のエネルギー収支を慎重に検討し、プロ

セス成立性を明確に示すことが必要であった。現時点においても、この点は欠落してい

るように思われ、個別技術の成立性は認められるものの、事業全体としての判断に難し

さがある。また、一部の要素技術において、目標値の設定、進捗ともにやや適性に劣る

案件があったと認められる。要素技術の必要性はあるが、適切な時期に技術内容の変更

あるいは開発そのものを中止する判断があっても良かったと思われる。 
・ 中間評価課題にどう対応したのか不明。 
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＜今後に対する提言＞ 

・ 全体事業の成立性の判断基準が粗鋼生産プロセスとCO2分離の両方に関係しており、両

者を考慮した成立性とその要件を継続的に把握する必要がある。さらに、その情報を常

に公開し事業を進めることが求められる。 
 

（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

＜肯定的意見＞ 

・ 知的財産に関する戦略および取り扱いは適切であったと思われる。 
・ NEDO が判断すべき 
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２．３．研究開発成果について 

本事業成果は最終目標を十分達成していると評価できる。世界最高水準の技術として、競

合技術に対する優位性は極めて大きい。特に、CO2 化学回収プロセスと、水素活用技術に

おける試験高炉を用いた実証実験の成果は、高く評価できる。また、高炉数学モデルの高い

予測精度も証明された。 
一方、目標設定ならびに得られた成果にやや課題のある個別技術があり、技術の困難性を

考慮した体制の増強、予算の見直しあるいは方法そのものの見直しなど、PM がより踏み込

むべき点があったと思われる。また、知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできているが、

一部、開発項目では特許出願が少なく、基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願するこ

とが望まれる。 
今後は、実機操業で想定されるトラブルなどを現状高炉操業からの情報も含めて精査し、

それに対応する方策、開発課題を整理しておくことも重要である。また、本事業成果は大い

に世界に誇ることができるものであるため、今後積極的により一層、国内一般大衆及び世界

に向けて成果を発信して欲しい。 

 

（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

＜肯定的意見＞ 

・ 本事業成果は最終目標に十分達していると評価できる。 
・ 同目的に位置付けられた国外での研究開発は全て中断している中で、唯一、実機で目標

を実現できそうであるという段階まで試験を推進した本事業は世界に誇るべき成果を上

げている。 
・ 全ての開発項目で最終目標を達成しており、世界トップクラスの成果が並んでおり、プ

ロジェクト全体として十二分に成果を出していると大いに評価できる。このレベルでの

成果は世界に類を見ない。成果の普及に関しても論文発表は十分である。 
・ 概ね目標を達成したと判断できる。コアとなる水素還元粗鋼生産プロセス、CO2分離技

術の各個別技術については世界最高水準の成果を得た。また、全体として成果を積極的

に公表し成果の普及や技術交流にも努めたと評価できる。 
・ 世界最高水準の技術として、競合技術に対する優位性は極めて大きい。特に、CO2 化学

回収プロセスと、水素活用技術における試験高炉を用いた実証実験の成果は、高く評価

できる。また、高炉数学モデルの高い予測性も証明された。 
・ 達成しているだろうことはわかるが、箇条書きの項目を評価するだけの説明はなく、世

界に冠たる技術ではないが「よくやった」と評価。15/18 資料の説明不足。 
・ 総じて、設計・設備・運転は順調に進んでいると判断できる。出銑も品質も実機と変わ

らないとのことでスケールアップに必要なデータも蓄積されつつあると判断できる。 
・ Step 2 で設置した試験高炉での操業解析結果はこれまで世界で未だ得られていない素晴

らしいもので、実機高炉への技術移転の可能性を十分に示した。 
・ 験高炉により３回の実験操業を実施し、水素還元率上昇、直接還元低下を確認し、高炉

における CO2 排出量削減への目途が立った。 
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・ 高炉ガスからの CO2 回収は、化学吸収にあっては世界トップレベルの吸収液を開発、実

証し、さらに、実用機を設計、建設した。また、物理吸着にあっては、PSA システムを

実証し、両技術とも回収コストが 2000 円／t-CO2 以下となる目途を得ており、十分に

目標を達成した。 
・ 製鋼スラグの顕熱回収、高効率低温熱交換器など十分な成果を挙げている。 
・ 日本吸着学会技術賞、日本エネルギー学会論文賞を受賞したことは大いに評価できる。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 目標設定ならびに得られた成果にやや課題のある個別技術があり、技術の困難性を考慮

した体制の増強、予算の見直しあるいは方法そのものの見直しなど、PMがより踏み込む

べき点があったと思われる。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 全ての要素技術が目標どおりに進捗することは難しく、プロジェクトに参画していない

個別企業の新技術の採用可能性も常に考慮し、マネジメントすることが望まれる。 
・ 実機操業で想定されるトラブルなどを現状高炉操業からの情報も含めて精査し、それに

対応する方策、開発課題を整理しておくことも重要かと考える。 
・ 前倒し事後評価とはいえ、進捗状況の説明で“目処がつきそう”との定性的な表現が目

立ち、設定目標に対して、3 月までにどこまで達成できるのかの達成度などで定量的な

説明が欲しかった。非常に評価しづらい。また、各 S1 から S7 までの分科会のそれぞれ

の目標設定と分科会間の目標設定に向けた役割分担が不明確との印象を受ける。プレゼ

ンの問題かもしれないが、得心のいく説明をお願いしたい。 
 
（２）成果の普及 

＜肯定的意見＞ 

・ 発表件数は多いが大学と企業比率はどの程度か。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 成果を一般に向けて、様々なメディアを用いて発信するのが望ましいと思われる。 
・ 高効率低温熱交換にあっては、今後の普及を図る上で、総括伝熱係数のような一般化さ

れた技術の性能表示が必要。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 本事業成果は大いに世界に誇ることができるものであるので今後積極的により一層、一

般並びに世界に向けて発信して欲しい。 
・ CO2 削減プロジェクトの大いなる成果として、広報に努めてほしい。 
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（３）知的財産権等の確保に向けた取組 

＜肯定的意見＞ 

・ 適切と判断。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ 知的財産とノウハウの棲み分け戦略はできているが、一部、開発項目では特許出願が少

ない。今後、基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願することが望まれる。 
 
＜今後に対する提言＞ 

・ 高い成果を達成しているので、今後、知財戦略に基づき、成果の発表、普及を図ってい

ただきたい。 
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２．４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

実用化戦略は妥当であり、具体的な取組も明確化されている。製鉄プロセスにおける高炉

法の優位性を考えれば、顕著な波及効果が期待できる。開発項目の一部プロセスは、すでに

横展開で実機稼働しており、国プロとしては稀有の成果であると大いに評価できる。 
一方、プロセスの実用化に向けた開発において、20％CO2 の回収に必要な熱エネルギー

の確保が最も重要である。熱回収プロセスの実用化に積極的に取り組む必要がある。また、

プロセス全体の実用化への判断には、プロセスに関わる全体のエネルギー及び物質のフロー

シートが必要であり、それらの整備が求められる。 
実用化に向けては、CO2 貯留に関する政策的な制度設計が必須であり、国がこの点を積

極的かつ早急に構築していくことが必要である。また、製品の品質に関する情報についても

実用化を判断する上で重要であるため、今後これをわかり易い情報に整理して公表すること

が求められる。さらに、鉄鋼分野以外に応用できる技術、例えば、CO2 回収技術、COG 改

質、高効率熱交換器などの普及も積極的に行っていただきたい。 

 
＜肯定的意見＞ 

・ 実用化戦略は妥当であり、具体的な取組も明確化されている。製鉄プロセスにおける高

炉法の優位性を考えれば、顕著な波及効果が期待できると思われる。 
・ 全体のシステムは、本技術を開発している鉄鋼業界が、自ら実用化を図るものであり、

そのためのスケジュールが明確になっている。 
・ CO2分離回収装置は既に商品化され第 1 号機は市販されるところまで成果を上げている。

今後も地球温暖化防止のために、本装置が国内だけでなく諸外国にも社会的効果の面で

波及できるのではないかと考えられ、本事業成果の経済効果が大いに期待できる。 
・ 開発項目の一部プロセスは、すでに横展開で実機稼働しており、国プロとしては稀有の

成果であると大いに評価できる。また、実用化に向けての課題を確実にクリアしており、

技術的には実用化できるレベルに来ていると判断できる。 
・ いくつかの個別要素技術においては高い成果が得られ、横展開可能な水準にある。 
・ 10 年後の実用化に向けての具体的な取り組みと戦略は極めて妥当であると評価できる。 
・ 実機高炉のスケールダウンの考え方は適切と判断。スケールアップに向けたモデルと基

礎データ蓄積を期待したい。 
 
＜改善すべき点＞ 

・ プロセス全体の実用化の判断には、プロセスに関わる全体のエネルギーおよび物質のフ

ローシートが必要であり、整備が求められる。 
・ プロセスの実用化に向けた開発において、20％CO2 の回収に必要な熱エネルギーの確保

が最も重要である。熱回収プロセスの実用化に積極的に取り組む必要がある。 
・ CO2 分離精製に関しては、実用化に向けては、CO2 貯留に関する政策的な制度設計が必

須であり、国がこの点を積極的かつ早急に構築していくことが必要である。 
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＜今後に対する提言＞ 

・ 本プロジェクトは、日本の経済を支えてきた、今後も支えていく必要のある素材産業の

高度化にある。よって、国プロとしてさらに開発を推進して早期実現を図ることを強く

要望する。 
・ Step 2 で構築した試験高炉は、世界の他に類を見ない性能を有するもので、操業法、操

業解析の習得も含めて優秀な人材育成も同時に行い、大いなる成果を上げている。本事

業の Step 2 終了後に、本成果の実機への応用段階 Phase II に移行しても、この装置が

有する機能と育成した 40 人ほどの人材は、例えば研究組合などを設立して、継続使用・

雇用し、世界に向けて試験高炉として解放すべきであると提案したい。 
・ 熱回収プロセスの実用化に必要な技術項目を洗い出し、明確な目標設定の下、技術開発

に取り組む必要があると思われる。 
・ 製品の品質に関する情報についても実用化を判断する上で重要であり、今後これをわか

り易い情報に整理して公表することが求められる。 
・ 鉄鋼分野以外に応用できる技術、例えば、CO2回収技術、COG改質、高効率熱交などを、

積極的に普及していただきたい。 
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３． 評点結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.8 A A A A A B 

２．研究開発マネジメントについて 2.5 B A A B A B 

３．研究開発成果について 2.7 A A A B A B 

４．成果の実用化に向けた取組及び 
見通しについて 

2.3 A B A B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化に向けた取組及び 

見通しについて 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

2.3 

2.7 

2.5 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 



「環境調和型製鉄プロセス技術の開発/ 

水素還元活用製鉄プロセス技術開発(STEP2)」 

(前倒し事後評価) 

事業原簿【公開】 

担当部 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 

複 製 禁 ず 

資料 7-1 
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概 要 

最終更新日 
 

2017年 9月 13日 

プログラム 

（又は施策）名 

 

プロジェクト名 
環境調和型製鉄プロセス技術の開発/水素還元活用製鉄プロセス技術開発

（STEP2） 
プロジェクト番号 P13012 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 担当者氏名 西岡 映二、中田 博之（平成 28年 4月～平成 29年 6月現在） 

環境部 担当者氏名 谷山 教幸、大畑 博資（平成 26年 4月～平成 28年 3月） 

環境部 担当者氏名 山口 良祐、岡島 重伸（平成 25年 8月～平成 26年 3月） 

０．事業の概要 

本事業は、高炉法による製鉄プロセスから排出される CO2 を削減し、地球温暖化防止に寄与するため、高炉

からの CO2発生量を抑制すると共に、発生した CO2を効率的に分離・回収技術を開発し、2030 年の実機化を目

指すものである。 

具体的な開発内容は、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス(COG)に含まれる水素およびその水

素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術開発と、高炉ガスから CO2 を分離

するため、製鉄所内の未利用排熱を利用した革新的な CO2 分離・回収技術開発を行う。これらの技術開発によ

り CO2排出量の約 3割削減を目標に、低炭素社会の実現を目指す。 

本事業は、既に終了したフェーズⅠ(Step1)(平成 20 年度～平成 24 年度)で幾つかの基礎技術を確立してお

り、現在実施中のフェーズⅠ(Step2)(平成 25 年度～平成 29 年度)では、開発した要素技術を組合わせたパイ

ロット規模の総合試験を行う。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要性

について 

鉄鋼業から排出される CO2は、1.8 億トン（2013 年度）で、産業・エネルギー転換部門最大であり、わが国

の CO2排出量の 14%を占める。そのため、鉄鋼業からの CO2排出量の削減が要請されている。 

しかし、わが国の鉄鋼業では、1970 年代以降、省エネルギー化に取り組み、現在では鉄鋼生産におけるエ

ネルギー効率は世界一であり、更なる CO2排出量削減には、革新的な技術開発が必要である。 

また、本事業は、21 世紀環境立国戦略に於いて、世界全体の温室効果ガス排出量削減のための長期戦略の

一つに位置付けられており、わが国が国際的リーダーシップを発揮するために産学の知見を結集し、国として

取り組むべき事業である。 

 以上から、本事業は実機化までに中長期の期間を要し、かつ事業環境の変化等のリスクの高いテーマである

ことから、民間のみで取り組むことが困難で、機構が資金負担を行うことにより民間の能力を活用して研究開

発を推進すべき事業である。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

本事業は、2030 年実機化に向けて大きく 3つの段階での技術開発を予定しており、 

 2008～2012:フェーズⅠ Step1 要素技術開発及びプロセス評価開発 

 2013～2017:フェーズⅠ Step2 総合技術開発（10m3規模の試験高炉） 

 2018～2028頃まで:実証規模試験 

を経て、我が国鉄鋼業の国際競争力を維持しながら、総合的に約 30％の CO2削減可能な技術確立を目指す。 

 

現在実施のフェーズⅠ Step2 は各要素技術を組合わせたパイロットレベルの総合実証試験を行うとともに、

実証規模試験を行うフェーズⅡにつなげていくために下記の項目を目標とする 

 

【中間目標(平成 27年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的

な実証試験の計画を立案する。 

・10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 

・触媒を用いて COG に含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において高炉への吹込ガス用としての

改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 

・メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 

・CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、分離回収エネルギーの低減

などの技術開発の目途を得る。 

【最終目標(平成 29年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からの CO2排出削減技術開発 

・10m3規模試験高炉により高炉からの CO2排出量を削減する技術を確立する。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収技術開発 
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・高炉ガス（BFG）からの CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開発ロードマップ（CCS2020）｣に

示された目標)を可能とする技術を確立する。 

 

サブテーマ毎の目標を以下に示す。 

①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

[中間目標] 

各要素技術での数値目標設定根拠となるメカニズム解明 

1)プロセス解析技術 

・基準マイルストーン構成要素の構成メカニズムの可視化 

・高炉付帯設備のエネルギーバランス評価 

2)羽口複合吹込技術 

・複合吹込み時のレースウェイ安定化のための基礎燃焼挙動把握 

・羽口燃焼計測方法 

・安定燃焼ランス構造（試験高炉） 

3)原料条件の最適化 

・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正化の確認 

・鉄原料反応性の要素メカニズム解明 

[最終目標] 

高炉の input C削減の効果検証と目標達成のための技術課題整理 

1)プロセス解析技術 

・送風操作効果の定量化 

・エネルギーバランス評価と具体的運用 

2)羽口複合吹込技術 

・羽口安定燃焼条件確立 

・微粉炭燃焼状況を把握可能な評価方法の提示 

・実証高炉用の安定燃焼ランス構造の提示 

3)原料条件の最適化 

・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正効果の定量化 

・鉄原料反応性の総合評価 

 

②コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

[中間目標] 

a) 高炉で必要改質 COGの生成条件提示 

・ラボレベルの 生成条件提示 

b）BP2での水素増幅 

・H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hr 技術見通しの獲得 

[最終目標] 

a) 高炉で必要改質 COGの生成条件提示 

・実機レベルの 生成条件提示 

b）BP2での水素増幅 

・H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hr 技術確立（BP2試験結果より） 

 

③コークス改良技術開発 

[中間目標] 

a)改質 COG吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

・高強度で反応性制御可能なコークス配合案の提示 

（試験炉ベース）強度ＤＩ150/15 ：最大 88、熱間反応性指数 CRI 20～40 

・改質 COG条件に適用できるコークス反応速度モデルの提示 

b)試験高炉用  コークスの製造と評価 

・試験高炉用コークス仕様に対応するコークスの製造方法の提示 

[最終目標] 

a)改質 COG吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

・コークス DI（88）、CRI（20～40）を両立する配合条件の提示 

・高炉 input C削減に資するコークス製造技術の確立 

b)試験高炉用  コークスの製造と評価 

・試験高炉所要コークスの供給 

 

④CO2分離・回収技術開発 

[中間目標] 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 
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・CO2 分離回収コスト 2000 円／t-CO2 を実現可能な技術を指向し、再生温度、分離回収エネルギーの低減など

の技術開発の目処を得る。 

b) 試験高炉との連動試験 

・試験高炉との連動試験の準備を完了する。 

c) BFGの有効活用分離システムの検討 

・シミュレーション、実験的検討を進め、メンブレンリアクターの基本構成を決定する。 

2)物理吸着技術開発 

a) PSAシステムのさらなる効率化 

・実機吸着層高相当の吸着塔により、PSA法による高炉ガスからの炭酸ガス分離を実証する。 

・新規形状吸着材の効果を検証する 

b) 実機 PSA全体プロセスの詳細設計 

・ASCOA-3試験で得られたデータをベースにして、実機 PSAプロセスの概要設計を行う。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

a) 分離回収プロセス最適組合せ検討 

・製鉄所内での未利用排熱からの利用可能エネルギーと化学吸収法および物理吸着法が必要とするエネルギー

の最適な組合せを具現化し、モデル製鉄所における最適なプロセス設計への指針を得る。（モデル製鉄所にて

2,000円/t-CO2の達成） 

b) 技術動向調査及び新規技術の探索 

・化学吸収法、物理吸着法に関して、操業条件との対応および処理規模の影響性を調査し、分離プロセスの到

達レベルの見極めに資する。また、化学吸収法、物理吸着法以外の方法についても、その適用の可能性を検討

する。 

[最終目標] 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 

・高炉ガス(BFG)からの CO2分離回収コスト 2,000 円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ(CCS2020)｣に示され

た目標)を可能とする技術を確立する。 

b) 試験高炉との連動試験 

・水素還元高炉技術確立支援（CAT30による CO2回収率 90%以上確保） 

c) BFGの有効活用分離システムの検討 

・メンブレンリアクターのベンチ規模試験装置（モジュール長：1m）を用いた 長期安定性試験により、技術

的目途を得る。 

2)物理吸着技術開発 

・主要機器類・炭酸ガス吸着塔を含む PSA 全体プロセス（50 万 t-CO2/年規模）の詳細設計を完了させ、実機

スケール装置の建設を着手可能とする。 

・また、詳細設計をもとに炭酸ガス回収コストを算出し、2,000円/ｔ-CO2を達成する。 

・電力原単位を低下させる。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

・化学吸収法および物理吸着法の開発レベルに応じた、最適なエネルギー回収を組合せて、プロセス全体での

経済性を定量化し、フェーズⅡの設計に資するコストが最小となる CO2削減プロセスを構築する。 

 

⑤未利用排熱活用技術の開発 

[中間目標] 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

・高効率な熱交換器を探索し、ラボにおいてその性能評価を実施する。 

・実機排ガス熱回収試験装置の設計・製作する。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

・転炉系スラグ発生量 90kg/tに対応する顕熱回収設備の検討を実施する。 

・スラグ凝固成形装置およびスラグ顕熱回収装置の安定操業技術を確立する。 

・蒸気回収システムの基本設計を完了する。 

[最終目標] 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

・実機排ガス熱回収試験による左記高効率熱交換器の性能を評価する。 

・製鉄所全体の熱輸送ネットワークシステムも含めた全体構成およびコストを評価する。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

・最適低廉化を考慮した最適な実機設備仕様を提案する。 

・蒸気回収システム全体設計およびコスト評価を行い，本研究開発の左記実機化 FSを完了する。 

 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

[中間目標] 

10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 

[最終目標] 
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試験高炉により、水素還元の効果を最大化し、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するための総合プロセス評価

技術を確立し、実証試験高炉を想定した COURSE50 プロセスの基本仕様を提案する。 

 

⑦全体プロセスの評価・検討 

[中間目標] 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に平成 27 年度においては、フェーズ 2 に貢献する新規技術創出研究の絞り込みも含め、フェ

ーズ 2 移行に向けた全体プロセスの具備 条件を抽出する。手段として製鉄所全体熱物質評価モデルの新規要

素取り込みと精度向上製鉄所全体 CO2削減効果の見極めを実施。 

[最終目標] 

製鉄プロセス全体の最適化を 検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、検討

を行う。特に、プロジェクトの最終年度においては、CO2 排出量 30%削減を可能性評価にとどまらず、次ステップである、

実証試験 規模高炉の具体内容を構築する。 

 

事業の計画 

内容 

主な実施事項 Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy  

①鉄鉱石還元への

水素活用技術の開

発 

原料利用技術、送風最適

化、プロセス解析 

試験高炉操

業設計 
試験高炉操業 

 

②コークス炉ガス

（COG）改質技術

の開発 

ベンチプラ

ント 1 

（BP1）試験 

BP2設計・建設 

（水素増幅率 2倍） 

BP2試験 

（耐久性 500hr）  

③コークス改良技

術開発 

HPC製造増強 

水素還元用コークス品質 

試験高炉用

コークス品

質、石炭配

合条件 

コークス製造方法確立  

④CO2 分離・回収

技術開発 

新吸収液開発、BFG有効活用 

PSA効率化・新吸着塔実証試験 

分離回収総合最適化 

CAT30と試験高炉連動 

吸収液選定 

PSA実機規模プロセス設計 

コスト最小プロセス構築 

 

⑤未利用排熱活用

技術の開発 

低温排熱回収熱交換器ラボ

装置製作 

製鋼スラグ顕熱回収試験 

実排ガス試

験評価 

実機仕様基

本設計 

熱輸送ネットワークシステ

ム構築 
 

⑥試験高炉による

プロセス評価技術

開発 

基本仕様確

定 

試験高炉の設計・建設・試

運転 
試験高炉操業  

⑦全体プロセスの

評価・検討 

全体プロセスの最適化 

新規技術創出研究 

実証規模プロセス必要条件

明確化 

 

 

 

開発予算 

(会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載) 

(単位:百万円)  

会計・勘定 Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 総額 

一般会計 0 0 0 0 0 0 

特別会計 

（電源・需給の別） 
2,675 5,079 4,790 2,100 1,487.5 16,131.5 

開発成果促進財源 0 0 0    

総予算額 2,675 5,079 4,790 2,100 1,487.5 16,131.5 

（委託） 2,675 5,079 4,790 2,100 1,487.5 16,131.5 

（助成） 
：助成率△/□ 

      

（共同研究） 
：負担率△/□ 

      

開発体制 経産省担当原課 
製造産業局金属課金属技術室(平成 28年 6月以降) 

製造産業局鉄鋼課製鉄企画室(平成 28年 6月まで) 
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プロジェクト 

リーダー 

荒木恭一氏（新日鐵住金株式会社 製銑技術部長）H29.3～現在まで 

上野浩光氏（新日鐵住金株式会社執行役員 製銑技術部長）H27.4～H29.3 

齋藤公児氏（新日鐵住金株式会社参与 製銑技術部長））H25.7～H27.3 

委託先 

（委託先が管理法

人の場合は参加企

業数及び参加企業

名も記載） 

【委託先】 

新日鐵住金（株）、JFE スチール（株）、（株）神戸製鋼所、日新製鋼（株）、新日鉄

住金エンジニアリング（株） 

【再委託先】 

 住友精化（株） 

【共同実施先】 

 北海道大学、東北大学、秋田大学、群馬大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大

学、岐阜大学、京都大学、大阪大学、岡山県立大学、九州大学、（公財）地球環境産業

技術研究機構、（国研）産業技術総合研究機構、（一財）電力中央研究所 

情勢変化への 

対応 

本プロジェクトの Step2 は、Step1 における要素技術の研究成果に基づいて次の研究ステージであるフェー

ズⅡに展開するための総合技術開発を実施するものである。Step2 における 7 つのサブテーマを総合技術とし

て構築するためには、各課題の研究進展および世界の技術開発動向によって軌道修正すべきアプローチもある

と思われるので、幅広い視野にたった課題認識を持って全体システム最適化を図りつつ研究開発を推進してい

る。以下の項目を重点的にマネジメントして推進した。 

(1)全体最適化の推進 

1)フェーズⅠStep2 出口シナリオの作成、2)マイルストーンの定量化、3)プロセス評価と全体最適化、4)研究

テーマの選択と集中の推進、5)新規技術創出研究の展開 

(2)知財戦略の構築と知財化の推進 

(3)試験高炉の設計と試験操業計画 

本プロジェクトはコアの部分と色々な周辺技術を組み合わせて行くことが必要であり、コアの部分は高炉の

水素還元等で鉄鋼業界しか出来ないものである。ここは前倒しを含めて重点的に実施していくとともに、周辺

の部分は他分野の知見も含めて開発を加速して実施する。 

①水素還元関係：試験高炉の建設と試験操業は総合技術開発の最重要課題であり、試験高炉の設計・建設の着

実実施と、試験操業における操業設計指標に合致した試験結果を得つつあり、順調に確性を推進中。 

②化学吸収・物理吸着：吸収液開発をスケジュール通り進めた。物理吸着プロセス開発と実機設計等を通して

開発を加速した。 

③排熱回収：スラグ顕熱回収については実機設計のための検討を完了した。また、製鉄所の排熱回収に適用で

きる新たな革新的な熱交換器の開発を推進中。 

④COG 改質：触媒改質と部分酸化方式の連携改質による、水素増幅率 2 の達成と 500 時間耐久性評価に向けた

着実な検証を予定どおり推進中。 

以上を受けて、予算全体の重点配分を実施した。 

中間評価結果 

への対応 
中間評価において、研究開発成果=2.9/3.0  実用化に向けた取り組み及び見通し 2.1/3 の評価を戴いた。 

評価に関する 

事項 

事前評価 平成 24年度実施  担当部 環境部 

中間評価 平成 27年度 中間評価実施 

事後評価 平成 29年度 事後評価実施 

Ⅲ．研究開発成果

について 

【事業全体】 

プロジェクト全体における CO2 排出削減においては、要素技術の集積に加え、所のエネルギー使用形態の変

更による製鉄所全体のエネルギー消費構造変更に伴う CO2バランスも考慮に入れることが必要であり、「外部購

入エネルギーからの CO2 収支も含めた所全体の CO2 バランス評価」プログラムを構築し、各要素技術の現状を

取り込み、所全体で 30%の CO2排出削減を実施するための複数シナリオの検討を行った。高炉からの CO2排出削

減については、主として水素還元などの送風操作により炭素消費原単位(高炉 InputC)を削減し、更には原

料、コークス、COG 改質等の技術により削減を検討した。これらの要素技術を総合化するために、BFG からの

CO2 分離回収プロセスを含むシステムとした 12m3 の試験高炉を設計・建設した。試験高炉操業においては、最

も基幹的な「COG 羽口吹込み+炉頂ガス」技術の評価を優先して実施した。その結果、直接還元率の計画どお

りの低減を確認し、総合的に CO2 排出削減もほぼ計画どおりの特性という結果を得つつある状況である。送風

操作の他の水準の評価を行うとともに、原料系との総合効果発揮の評価を最終水準に控え、現在鋭意評価試験

に取組んでいる。 

一方、CO2 分離回収技術における排熱の利用については、製鋼スラグ顕熱回収技術に加えて高効率熱交換器

技術の開発を進めるとともに、高性能化学吸収液の開発、物理吸着技術の更なる効率化を進めた。この結果、

CO2分離回収コスト 2,000円/ｔ-CO2の目途を得た。 

【個別テーマ】 

①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 
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送風操作、低反応性コークス、高被還元性鉄原料の使用による、InputC 削減への影響を明確化し、これら

の成果に基づき、試験高炉の操業水準を設定した。 

1)プロセス解析技術 

試験高炉に対応した高炉数学モデルを開発し解析を実施した。羽口からの COG 吹込みなどの送風操作によ

り、高炉 InputC が削減されることを確認した。また小型還元装置(SIS 炉)により、高炉数学モデルによる計

算結果の妥当性を確認した。ガス吹き込みを行った際に懸念される還元粉化の対策として、試験高炉条件にお

ける還元粉化率を推定するとともに、還元粉化抑制を目的とした予熱ガス吹込みバーナーの開発を完了した。

高炉への炭素投入量削減のための方策を行う場合に付随的に変化する付帯設備の操業条件を予測し、付帯設備

を含めた高炉でのエネルギーバランス・炭素投入量などを総合的に評価するモデルを開発した。 

2)羽口複合吹込技術 

羽口からの、微粉炭等の複合吹き込みにおける、羽口内燃焼を数値実験で評価し、適正な吹込みランス構造

を提示するとともに、ランス燃焼性の改善を確認した。羽口前燃焼シミュレータ（燃焼炉）を新たに設計・製

作し、燃焼・ガス化反応の非接触測定に関する検討・計測を実施し、吹込み条件により異なるデータが得られ

ることを確認した。また、数値実験で提案されたランスのレースウェイ炉および燃焼シミュレーターによる評

価・検証、耐久性試験を実施した。 

3)原料条件の最適化 

水素還元に適した焼結鉱、塊鉱石、ペレット等の原料配合を検討し、高炉 InputC 低減に寄与する原料性状

を提示した。高炉数学モデルを用いて、コークスの反応性・鉄原料の被還元性・吹き込みガス組成の適正化に

関する検討を行い、高炉 InputC低減を確認した。 

 

②コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

触媒を用いた COG 改質技術の最適化、最適処理形式の検討を行った。30Nm3/hr 規模の実ガス試験設備である

ベンチプラント 1（BP1）を用いた試験の結果、および試験後の触媒をさらに詳細に解析し、反応条件及び再

生条件の最適化検討を行った。また、連続的に安定した水素増幅率を確保する技術を確立させるための実機化

に向けたベンチプラント 2（BP2）の基本設計を行い、第 1 期建設工事に着手した。得られた成果は以下のと

おりである。 

a) ベンチプラント 2（BP2）での水素増幅(触媒改質) 

   触媒改質での S/C-0.8 条件下での水素増幅率 1.4 を担保しつつ、100 時間の耐久性評価まで完了。上期中

に 500時間の耐久性評価を完了予定である。 

b)ベンチプラント 2（BP2）での水素増幅(部分酸化) 

O2/C=0.7 温度=1200℃の条件において、水素増幅率>1.4  残留 CH4=5%を満足する条件を見出し、触媒改質と

の連携の目途を得た。 

③コークス改良技術開発 

低コークス比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス強度を有し、

且つ鉄鉱石還元に最適なコークス反応性を両立するコークス製造方法を開発することを目的とし、高強度を前

提に反応性を制御できるコークス製造技術の確立と試験高炉用コークスの製造評価を最終マイルストーンとし

ており、以下の実施項目に対しそれぞれの成果を得た。 

a)改質 COG吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

試験炉装入密度 0.73g/cm3においても、高性能粘結材 HPC の配合炭内での均一性を配合石炭細粒化により保

ち、10％添加することにより、低反応性（CRI 20～23）高強度（DI 150/15＝88）コークスを製造できること

を確認した。HPC の均質化はコークス内気孔構造の改善に寄与しており、高反応性コークスでも HPC による強

度改善効果が得られることを確認した。CO2 および H2O の反応性の違いを加味した改質 COG 雰囲気に適用でき

る反応速度式を提示した。 

b）試験高炉用コークスの製造と評価 

試験高炉用コークスサンプル製造に必要な HPC 製造を改造した HPC 連続製造試験装置により継続中である。

反応性 CRI 値 20 レベル、強度 85 を超える HPC 添加コークスを実用コークス炉にて製造中である。(最終ｷｬﾝﾍﾟ

ｰﾝ向け) 

 

④CO2分離・回収技術開発 

化学吸収・物理吸着法それぞれにおいて CO2分離回収コスト 2000 円／t-CO2以下を実現可能とする要素技術

を開発することを目標として、化学吸収法における、高性能 CO2吸収液の開発（熱量原単位削減）、物理吸着法

におけるプロセスの運転条件の最適化（電力原単位削減）など具体的な成果を出した。その結果、分離回収コ

スト 2000円／t-CO2以下を達成する見込みを得た。 

1)化学吸収技術開発 

a) 高性能吸収液の開発 

新規化学吸収液を検討し、Step1 吸収液との比較で、反応熱の大幅削減と再生温度の低温化が可能な新吸収

液を得た。CAT-LAB 小型連続試験装置を用いて混合溶媒系吸収液の性能評価を行い、分離回収エネルギーは

Step1 最高性能を凌駕する高性能を確認した。新規化学吸収液の高性能発現に対する理論的根拠を明らかにし

た。CO2放散促進可能な触媒を得た。更に吸収速度促進効果を有する触媒を選定した。 

b) 試験高炉との連動試験 

試験高炉 BFG 条件に応じた CAT30 の改造、整備、試運転を完了した。CAT30 による CO2回収率が 90%以上達成
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できることをシミュレーションで確認した。 

c) BFGの有効活用分離システムの検討 

シリカ膜を用いたメンブレンリアクターによる BFG からの H2生成・濃縮検討において、目標値を大きく超え

るシリカ膜を開発した。耐水蒸気性に関しては、金属ドープや中間層の最適化による改善の目途を得た。 

2)物理吸着技術開発 

a) PSAシステムのさらなる効率化 

実機相当高さの新規吸着塔を設置し、ガス流れ変更等により CO2 回収量が増加し、電力原単位が削減される

可能性を確認した。吸着剤の粒径を大きくすることにより、電力原単位削減ができることをベンチ試験により

実証した。有効吸着量の大きい、新規吸着剤の性能評価を実施。CO2回収量の増加可能性を確認した。 

b) 実機 PSA全体プロセスの詳細設計 

ASCOA-3 試験結果を基に、各種機器の選定、吸着塔の基本構造の検証、吸着塔配置検討を行った。また、各

プロセスフローにおける流量範囲などの値を確定し、概要設計として、プロセスフローを作成した。 

3)分離技術総合プロセス技術開発 

a）分離回収プロセス最適組合せ検討 

排熱発生条件やエネルギー変換効率、分離回収プロセスの使用エネルギー効率をパラメータとして最適組合せ

解析を行うことが可能となった。分離回収コストを最小とするためには、化学吸収法と物理吸着法を組合せて

使用することが有効であることが明らかになった。分離回収技術を組合せることにより、分離回収コスト

2000円/t-CO2を達成することが可能となった。 

b）技術動向調査及び新規技術の探索 

技術動向調査及び新規技術の探索を行った。分離回収コスト 2,000 円/t-CO2を下回る運転実績・研究成果は認

められず、本プロジェクトで開発中の技術の優位性が明らかになった。また、CO2 分離回収後ガスの有効利用

技術を検討した。 

 

⑤未利用排熱活用技術の開発 

1) 未利用低温排熱活用技術開発 

CO2 回収目標量の達成には、高効率熱交換器の開発が必要であることを見極めた。ラボ実験により、CO2 回収

目標の達成には、大きい熱容量流量比と高い温度効率を両立する熱交換器が必要であることを確認し、ラボ実

験で高効率熱交換器を評価し、目標温度効率を満足する構造があることを突き止めた。ダスト付着実験および

数値解析により、高効率熱交換器の構造の今後の改善方針を策定した。 

2) 製鋼スラグ 顕熱回収技術開発 

スラグ凝固成形安定化については、コンベア形状を半割パイプ型に変更することでスラグ剥離性を改善し、

スラグ連続処理量は目標を達成した。実機化時に必要な設備改善項目の抽出を完了した。蒸気回収システム設

計については、スラグ顕熱回収シミュレーターを構築し、ベンチ試験結果から熱交換係数や空隙率等のパラメ

ータを最適化し、設計を完了した。実機化 FS については、モデル製鉄所における操業形態と設備規模につい

て一次検討を完了し、各設備の詳細設計を低廉化も含めて開始した。 

 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

試験高炉の各設備の所要能力を把握すべく、試験水準として想定されるケースを設定して所要物流量を見積

もった。操業シミュレーション結果を基に、試験高炉の所要物流量を基に設備能力を設定した。間接還元を最

大化するための炉内面形状の設計を行い、内容積 12m3の試験高炉の建設を完了させた。 

 

⑦全体プロセスの評価・検討 

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発における送風操作最適化および原料利用技術含めた高炉改善の全体位置

づけと製鉄所全体の熱物質収支検討による製鉄所一貫削減量との関連検討を実施した。また、プロジェクト全

体の到達目標に対する各技術の位置づけの内容掘り下げと確度向上を検討した。 

 

新規技術創出研究では、要素技術の補強、試験高炉の操業最適化のための技術、スケールアップ補完技術に

ついて研究を進めた。その結果、新しい技術創出の可能性や高炉諸元の予想・炉内現象の解析に使用するシミ

ュレーションモデルの精度向上に活用できる可能性を見出した。 

 

投稿論文 「査読付き」22件、「その他」2件、「学会発表」 41件 

特 許 
「出願済」17件、「登録」0件、「実施」0件（うち国際出願 2件） 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

1.プレスリリース（記者発表）： 2013年 8 月 6 日 

2.プレスリリース（記者発表）： 2014年 10月 31日 

3.WSA；CO2 Breakthrough Programme 13th Meeting of the Expert Group:2015 年 6 月

15日 
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4.JCOAL,CCT Work Shop 2015；COURSE50の概要:2015年 7月 2日 

5.米国鉄鋼協会（AISI）；COURSE50 の概要：2015年 4月 10日 

Ⅳ．実用化の 

見通しに 

ついて 

本プロジェクトは、2030 年までに技術確立を行い、2050 年までに全世界の温室効果ガス排出量を現状に比

べて半減するというわが国の施策（2008 年 3 月「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」、2008 年 5 月「環境

エネルギー技術革新計画」、2010 年 6 月「エネルギー基本計画」等）の一つとして、実用化に向けて技術開発

を実施している。 

研究開発終了予定の 2027 年断面では、CO2貯留技術をも含め一連の技術が完成し、実機化に際しての経済合

理性も有するケースと本技術の波及効果として実機化の可能性があるケースを想定して、成果の項目で述べた

内容も踏まえ、実機化に向けての技術的位置づけを整理した。 

Ⅴ．基本計画に 

関する事項 

作成時期 平成 25年 3月 作成 

変更履歴  
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環境調和型製鉄プロセス技術の開発/水素還元活用製鉄プロセス技術開発（STEP2） 

事後評価 事業原簿 用語集 

＜プロジェクト全般＞ 

NO 用語 意味・説明 

1 COURSE50 本プロジェクト略称（下記英文名称の略称） 

CO2 Ultimate Reduction in Steelmaking Process by Innovative 

Technology for Cool Earth 50 

 

＜① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発、⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 高炉 鉄鉱石を主原料、コークスを主還元材として溶鉄を製造する縦型炉で

ある。現在は内容積 4,000m3から 5,000m3のものが主流であり、一日に

約 10,000t 以上製造可能である。炉の上から鉄鉱石、コークスを投入

し、羽口と呼ばれるノズルから約 1,200℃の熱風を吹き込み、コークスと

酸素が反応することによりを約 2,000℃の一酸化炭素を発生させる。こ

の CO が炉内を上昇する過程で鉄鉱石を昇温・還元・溶解し、約

1,500℃の溶銑（カーボン飽和鉄）が製造される。還元に使用された CO

は、いずれすべて CO2となり、系外に排出される。 

2 還元材 酸化鉄である鉄鉱石から酸素を奪うためのもので、高炉では石炭系、

水素系の物質が使用される。 

3 コークス 高炉で主に使用される還元材。石炭を乾留して製造する。溶銑 1t を製

造するために約 350kgのコークスが使用される。コークスは還元材として

だけではなく、炉内を通過する還元ガス（一酸化炭素）の通り道（通気）

を確保するためのスペーサー、熱を確保するための発熱材の役割も担

っている。したがって高炉を操業するためには、溶銑 1t を製造するため

には 250kg 程度のコークスは最低限必要であるといわれている。 

4 微粉炭 高炉で補助的に使用される還元材。羽口から直接炉内に吹き込まれる

溶銑 1t を製造するために約 150kg の微粉炭が使用される。コークスを

製造するためには高価かつ希少な資源である粘結炭が必要であるが、

微粉炭としては相対的に安価な石炭が使用可能である。 

5 シャフト部 高炉の炉体は炉の上部から 3 つに区分され、下向きに広がった部分を

“シャフト部（炉胸部）”、一番炉径の広がった部分を“ボッシュ部（炉腹

部）”、炉下部にすぼまった部分を“ベリー部（朝顔部）”と称する。その

更に下部に、熱風を吹き込みノズルである羽口が設置されている。現在

の 5,000m3の高炉では約 40 本設置されている。 

6 ボッシュ部 

7 ベリー部 

8 羽口 

9 レースウエイ 羽口から高速で吹き込まれた送風エアにより形成される、コークスが流

動、旋回、燃焼する領域。約 1m 程度の狭い領域であるが、この領域で

コークスや微粉炭、改質 COG の酸化還元反応が行われる。この領域を

通過したガスは、すべてコークスに還元され、一酸化炭素や水素とな

る。 
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10 ブローパイプ 高炉内に熱風を吹き込むために羽口に接続する送風用の管。 

11 GRI-mech ガス燃焼における化学反応機構を解析するモデル。約 60 の化学種と

300 以上の素反応が含まれている。UCB(Berkeley 大学)のホームペー

ジにて提供されている。 

12 改質 COG の改質度 COG ガス中の CH4のうち水蒸気などとの改質反応によって CO や H2に

改質された割合。 

13 荷重軟化試験 実高炉での装入物（焼結鉱など）の挙動と特性を測定する装置。 

実高炉では荷重を受けながら、昇温、還元が進むので、荷重、温度、ガ

ス条件など高炉の条件を模擬して実験される。測定項目は、還元反応

の進み具合、層の収縮、通気抵抗などである。 

14 還元率 高炉装入物（焼結鉱）などの反応の進み具合を評価する指標。反応前

に含まれる還元されるべき酸化鉄中の酸素量に対する、奪われた酸素

量の比率で求める。(100%還元率は還元終了の意味) 

15 ガス利用率（ηCO, ηH2) 下方から上昇する還元ガス（CO, H2)が、還元に利用されて CO2, H2O に

それぞれになった比率を表す指標。ηCO = CO2/(CO+CO2)･100 で算出さ

れる。 

16 熱保存帯 上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇する

（＝向流反応）実高炉において、熱のやり取りがバランスする位置を熱

保存帯と呼ぶ。一般的には 950℃付近であり、そこでは熱および反応が

一旦停止する。すなわち、還元が平衡している点であり、この条件（温

度とガス組成）を還元平衡点（Ｗ点）と呼ぶ。 

17 W 点（還元平衡点） 

18 シャフト効率 高炉操業において理想操業からのずれの程度を表す指数。鉄鉱石の

還元の進行度合いを、還元平衡点（W点）への到達度で示した指標をシ

ャフト効率と定義する。すなわち鉄鉱石の還元進行はシャフト効率

100％以上にはならない。 

19 熱流比 固体の熱容量と気体の熱容量との比で表される値。固体が奪う熱量と

ガスが持ち込む熱量の比で、（固体の粒子の流量）×（固体粒子の比

熱）と（ガスの粒子の流量）×（ガス粒子の比熱）、で示される。上記の熱

保存帯は、熱流比が 1 となる領域であるとも解釈できる。 

20 BIS 炉 上方から常温の装入物が降下し、下方から高温の還元ガスが上昇する

（＝向流反応）状況を模擬することができる高炉シミュレータ。実試験で

は装入物（焼結鉱）を反応管内に固定し、電気炉を移動させて向流反

応を模擬する。断熱制御によって、反応に伴う吸熱反応の影響も含め

た評価が可能であり、熱保存帯温度の測定やカーボンソルーションロス

反応の定量が可能である。BIS 炉は Blast furnace inner-reaction 

simulator の意。 

21 還元粉化 焼結鉱が還元される初期の段階で粉化する現象。焼結鉱中のヘマタイ

トが還元されマグネタイトになるとき体積膨張を起こすため，焼結鉱が粉

化するといわれている。 

22 水性ガスシフト反応 CO と水蒸気(H2O)から CO2と H2を生成する反応。 
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CO+H2O⇒CO2+H2 

23 体積破壊 巨視亀裂が原因となる破壊 

24 混合拡散現象 充填層内で互いに隣り合って流れているガスが、層内を移動する過程

で一部が混じり合う現象 

25 圧力損失 ガス流れの上流と下流に現れるガスの静圧差 

26 移流項 運動量収支式における運動量の湧き出しを表す項 

27 Peclet 数 物質収支式を無次元化した時に現れる拡散係数を含む無次元数  

28 ボッシュガス 羽口前で吹き込まれた熱風で炉内のコークスが燃焼して発生したガス

のこと。 

29 出銑比 1 日当たりの出銑量を高炉の炉内容積で割った値。 

30 原単位 “銑鉄１トン当たり”という意 

31 炉熱調整 出銑温度を一定値に保つための操業諸元操作 

32 直接還元 コークスなどの固体炭素による酸化鉄の還元。CO による酸化鉄の還元

であっても生成した CO2がカーボンソリューション反応を生ずれば結果と

して直接還元となる。水素についても、還元の結果生成した H2Oが固体

炭素との水性ガス化反応を生ずれば直接還元となる。 

33 間接還元 酸化鉄の CO や H2による還元反応 

34 カーボンソリューション

ロス反応 

コークスなどの固体炭素と CO2との反応。C+CO2→2CO 

35 水性ガス化反応 コークスなどの固体炭素と H2O との反応。C+H2O→CO＋H2 

36 LKAB LKAB（Luossavaara Kiirunavaara Aktiebolag）。スウェーデン国営の鉄

鉱石生産大手であり、試験高炉を保有。 

 

＜② コークス炉ガス（COG）改質技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 COG コークス炉ガスの英訳である Coke Oven Gas の略。コークスを製造する

過程でコークス炉から発生するガスで水素 (50～60％ )、メタン（25～

30％）を含む可燃性ガスであり、主に製鉄所内の燃料用途に用いられ

ている。また、COG 中には不純物として、石炭由来のアンモニア、硫化

水素、シアンなどが高濃度に含まれる。 

2 ドライ化 タール（5 に記載）など（COG 中ではミスト状で存在と推定）を水素、一酸

化炭素、メタン等のガス成分に変化させること。通常 COG はタール、油

分を含むためウェットな状態に対し、変化後のガスにはそのような成分

がなくドライな状態のため、ウェットなガスからドライなガスへ変化するこ

とを指す。 

3 ドライガス化 ドライ化と同義 

4 増幅 本研究では、特に水素等のガス成分の体積を増やすことを指す。 

5 タール 石炭を熱分解した際に発生し、炭素が５個以上含まれた常温で液体の

有機化合物であって、鎖式炭化水素や脂環式炭化水素からなる混合

物を指し、例えば、ナフタレン、フェナンスレン、アントラセン、ピレン等の
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ベンゼンが複数個結合した芳香族が主成分である。また、上記以外に

キノリン、インドール、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン

の六員環又は五員環に窒素、酸素、硫黄等の異種元素を含むヘテロ

化合物も含まれる。 

6 上昇管 コークス炉の炭化室上面に設置された COG をドライメーン（32 に記載）

へ導くガス管。尚、この上昇管の中間部分でアンモニア水を噴霧して高

温のCOGを約 100℃程度まで冷却すると共に、ガス成分と油・固形成分

とを分離可能にする機能を有する。また火落ち判定孔と呼ばれる孔が

備えられ、乾留の終了時点を目視で判定できる。 

7 乾留 非酸化性雰囲気下で加熱すること。本研究では、石炭のコークス炉内

での加熱を指す。 

8 活性点 触媒上において触媒作用が行われる特定の部分のことである。例え

ば、特定の配列を持った格子面や、結晶面上でのステップ、キンク、点

欠陥、転位の末端など、配位不飽和度の高い原子やその集団であるこ

とが多い。 

9 素反応 一つの化学反応式で表される化学反応は、実際には複数の化学反応

から成り立っていることが多い。ただ一つの反応段階からのみなってい

る化学反応、すなわち、それ以上の反応段階に分けて考えることができ

ない化学反応のことを指す。 

10 ダスト 本研究では、石炭の微粒子のことで、空気中で浮遊する程度の粒径の

粉末を指す。 

11 耐久性 触媒の性能の安定性を意味し、具体的にはどの程度の時間（期間）触

媒性能が維持されるかを指す。 

12 改質 一般的には、価値に乏しい化合物を付加価値の高い化合物に変換す

ることを意味し、本研究では、COG 中タールを水素、一酸化炭素、メタン

などのガス成分に変化させることを指す。 

13 仕切弁 コークス炉上昇管から実 COGを抽気／閉止するための開閉弁。本研究

では、800℃を超える高温に耐え、且つ、タール等固着性のある成分を

含んだガスに対して開放／閉止が可能な弁を指し、現状では両機能を

兼ね備えた製品は世の中に存在しない。 

14 触媒槽 固体触媒を充填する反応槽 

15 押出機 コークス炉からコークスを押し出す装置。押し出す装置のほかにコーク

ス炉の蓋取り装置と、押出後新たに装入された石炭の上部を平らに均

すレベラーを備え、炉団に平行に敷かれたレール上を走行する。 

16 トラスデッキ 鋼材の接点を接合し、三角形を基本にして組んだ構造形式を有した鋼

材を床にした橋梁物を指す。 

17 固相晶析法 触媒反応機能を有する金属を予め金属酸化物にその金属の一部と置

換させて固溶した状態を形成する。そして、還元雰囲気に曝すことによ

り、固溶していた触媒反応機能を有する金属が酸化物表面に微細な粒

子状となって析出することにより、金属表面積の大きな触媒を製造する

ことが可能な方法。 
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18 固定層 固体触媒を反応下でも動かないように充填した状態  

19 活性化処理 本研究では、17で記載した固相晶析法で製造した触媒を還元雰囲気下

に曝して金属微粒子を表面に析出させる作業 

20 シフト反応 若干の発熱を伴う次式の反応である。 

CO＋H2O⇔CO2+H2 

炭化水素からの水蒸気改質や部分酸化による水素製造において、水

素の収率を高めるために用いられ、低温ほど反応が進みやすい。 

21 確性試験 研究室レベルの小さな規模の装置で確かめられた性能を、より大規模

の装置で確認するための試験 

22 スクラバー ガスを洗浄することを意味し、本研究では、触媒で改質された高温で一

部タールを含んだガスを、水により洗浄してタールをガスから分離、且

つ、ガスを冷却する装置を指す。 

23 油バブラー 本研究では、油を張った油槽へガスを通すことにより、ガスに随伴してい

たダスト等を除去する装置を指す。 

24 誘引通風機 ガスを入口から吸引し、出口へ誘導する装置であり、いろいろな機種が

あるが、例えば羽根の付いた円盤を高速で回転させる方式などがある。 

25 フレアスタック 予め可燃性ガスを燃料に燃焼した状態へ有害ガスを通して周囲の空気

と共に燃焼させて無害化して大気放散する装置を指す。 

26 増幅率 対象ガスの反応前体積に対する反応後の体積の比を指す。例えば、水

素増幅率とは、（反応後水素体積）／（反応前水素体積）で表される。 

27 被毒 触媒反応は触媒表面の活性点上で進行する。その際、反応ガス中に不

純物（硫黄成分等）が存在すると、不純物が活性点に強固に吸着するこ

とにより、触媒反応の進行が阻害されること。 

28 タール分解率 本研究では、[１－（出口ガス中に残存するタール質量）÷（入口ガス中

に存在するタール質量）]×100 として計算されるパーセント表示で表さ

れ、ガス中に存在するタールの触媒接触による分解割合を指す。 

 

＜③ コークス改良技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

１ 

 

ア ス フ ァ ル ト ピ ッ チ

(Asphalt pitch, ASP) 

石油系の減圧蒸留残渣油を常圧無触媒下、過熱水蒸気（500～700℃）

で熱処理して得られるピッチ。軟化点が 150～200℃と高く、コークス製造

時の流動性補填剤として用いられる。 

2 間接引張試験（Tensile 

strength） 

圧壊強度 

(compressive 

strength） 

圧縮強度を試験するときに用いる円筒形の供試体を横に置いて、円筒

の側面に垂直方向の荷重をかけると横方向に一様な引張りの力が働い

て、真ん中で割れるように破壊する現象を利用したもの。間接的に引っ

張るところから、間接引張試験、割れて裂けるところから割裂試験とも呼

ばれる。引張応力の計算式は σ＝2P/πdl（σ：応力 P：荷重 d：直径 l：

円柱の長さ） 

3 円形度（Roundness） どれだけ円に近いかを表すパラメータ                               

2
4

l

A
R   
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上式において R は円形度，A は面積，l は周囲長を示す。 

4 ギースラープラストメー

ター法（Gieseler 

plastmeter） 

流動性試験方法（JIS M8801 に規程）。攪拌棒が挿入されている金属製

るつぼ（内径 21.4mm, 深さ 35.0mm）に 425μm以下とした試料 5gを充填

し、金属浴中にて 3 oC/min で昇温する。攪拌棒上のドラムプーリと同径

でかつ同心に指示針を備えたダイヤルプーリとを同調させ、この指示針

の目盛り盤（360 ℃, 100 等分）の動きを温度とともに 1 分ごとにプロット

する方法。測定を指示針が停止するまで続け、温度とダイヤルの読みの

関係を片対数グラフで示す。 

5 乾式消火設備 

(Coke dry quencher, 

CDQ） 

コークス炉より押し出される赤熱コークスを不活性ガスにより冷却する乾

式消火装置。赤熱コークスの顕熱は上記として回収・利用される。一方

で、散水による消火装置を湿式消火装置（Wet quencher）という。 

6 芳香族指数 

(Aromaticity index) 

全炭素量に対する芳香族炭素の割合 

7 芳香族縮合度指数

（ Ring condensation 

index） 

芳香環の水素数と水素置換可能な位置数との総和と、芳香族炭素の

比であり、芳香環の縮合度の尺度 

8 置換指数(Substitution 

index） 

芳香環の置換可能な位置数に対し、実際に置換構造をとっている数の

割合 

9 高性能粘結材 

(High-Performance 

Caking additive，HPC） 

石炭由来の 2 環芳香族を溶剤とし，石炭を熱時抽出して溶液成分と未

溶解成分を固液分離した後，溶剤を分離回収して得られる溶剤脱灰炭

のこと。 

10 再固化温度

（Resolidification 

temperature, RT） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が止まったときの温度。 

11 最高流動度温度

（Maximum fluidity  

temperature, MFT） 

ギースラープラストメーター法において、最高流動度を示したときの温度  

12 最高流動度 

（ Maximum fluidity, 

MF） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が動き始めてから、止ま

るまでの温度域における最大の流動度。 

13 シャッター試験 

（Shatter test） 

落下強度試験。25kg のコークスを高さ 2m のところから 4 回落下させ、そ

の破壊度でコークスの品質を評価する方法(JIS K 2151 に規程) 

14 

 

全膨張率 

（Total dilatation, TD） 

ディラトメーター法（JIS M8801 に規程）150μm 以下の石炭に 10%の水を

加えて混ぜたものを成型器に入れ、所定の圧力で最小直径 6mm、1/50

テーパー付き、長さ 60±0.25mm の棒状に成型する。これを内径 8mmの

細管に入れ、その上に 150g の荷重がかかるようにピストンをのせて、

300 ºC に予熱された電気炉に挿入する。3 ºC /min で昇温し、収縮及び

膨張によるピストンの変位を回転ドラム式記録計に記録する。曲線より、

軟化開始温度、最大収縮温度、最大膨張温度、収縮率、膨張率を求め

る。 

15 動的粘弾性測定 弾性、粘性を併せ持つ高分子の力学的特性を分析する方法。弾性に相
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（Dynamic Mechanical 

Analysis） 

当する貯蔵弾性率（E’)と粘性に相当する損失弾性率（E”)、また E”と E’

の比であり、振動吸収性を反映する損失正接（tanδ）の温度依存性、周

波数依存性を測定することで、試料の分子内構造に起因する転移やそ

の温度について情報が得られる。 

16 ドラム試験機 ドラム強度指数の評価に用いられる。ドラムは内径、長さがともに

1,500mm で、内面に高さ 250mｍの羽根が 6 枚垂直に設置され、1 分間

に 15±1/2 回転できる回転装置が取り付けられている。 

17 ドラム強度指数 

（Drum index） 

上記ドラム試験機にて、ドラム内に 25mm 以上または 50mm 以上のコー

クス 10kg をいれて 15rpm で 30 回転または 150 回転させたのち、篩で篩

分けして、ふるい上質量のもとの試料に対する百分率で、各回転に対す

る強度を表す。（JIS K2151 に規程） 

18 熱間反応性指数（RI, 

CRI） 

コークスの CO2反応性評価方法。1100ºC、CO2ガス流通下、2時間反応

後の重量減少百分率で表す。 

19 ナノインデンテーション

法 

（Nanoindentation） 

材料表面のナノメートル領域に対し，超微小荷重で圧子を押し込み，荷

重-変位曲線の解析から硬さや弾性率等の力学的性質を測定する方

法。 

20 軟化開始温度 

（Softening 

temperature, ST） 

ギースラープラストメーター法において、攪拌棒が連続的に動き始めて、

1.00ddpm に達したときの温度。 

21 反 応 後 強 度 （ RSI, 

CSR） 

コークスを高温で CO2 ガスと反応させた後、室温で規程の条件により測

定したコークス強度。粒度 20ｍｍのコークス 200g を 1,100℃で CO2と 2

時間反応させた後、室温で I 型ドラム 30rpm, 9.5mm 篩上重量）により回

転強度を測定する。 

22 BSU Bench Scale Unit の略 HPC 連続製造設備 

23 平均反射率、湿式反

射率 （ Reflectance in 

oil, Ro） 

研磨試料を屈折率 1.518の油浸油につけ、試料表面での偏光の反射光

の強さと入射光の強さを反射顕微鏡を用いて測定したもの。ビトリニット

ニットの平均最大反射率は、石炭化度の指標であり、原料炭配合の重

要な指標として用いられる。 

24 マセラル（Maceral） 微細組織成分。石炭の組織成分を構成する微細組織成分で、3 つのグ

ループ（ビトリニット、エクジニット、イナーチニット）に大別され、さらにそ

れぞれ 3～5 のマセラルに分類される。JIS M 8816 に規程。 

25 ワイブルプロット 

（Weibull plot） 

物体の体積と強度との関係を定量的に記述するための確率分布。ばら

つきを含めた強度の優位性を議論するのによく用いられる手法。 

 

＜④ CO2分離・回収技術開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 

 

BFG Blast Furnace Gas（高炉ガス）の略。鉄鉱石とコークスを充填した高炉

に熱風を吹き込むことにより副生するガス。主成分は、N2, CO2, CO, H2。 

2 

 

CO2ローディング 吸収液に吸収された CO2 の量を示す指標（g/L 等）。吸収液中のアミン

等の吸収成分１モルあたりの CO2 モル数で表わすことも多い（mol/mol-

アミン）。 
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3 

 

⊿ローディング LA と RA の CO2ローディング差。 

4 

 

LA/RA LA：Lean Amine の略。再生塔を出て吸収塔に供給される CO2吸収前の

アミン液。 

RA：Rich Amine の略。吸収塔より出て再生塔に送られる CO2吸収後の

アミン液。 

5 

 

L/G Liquid-to-Gas Ratio（液ガス比）の略。気液接触させる場合の液供給量

とガス供給量との比（L/Nm3等）。 

6 

 

化学吸収 ガス中の特定成分を化学反応を伴って液に吸収させる操作。 

7 

 

反応熱／吸収熱 化学吸収に伴って発生する熱。通常は、ガス中の成分が液中に溶解す

る熱と液中での反応により生成する熱との合計を意味する。 

8 

 

平衡曲線 特定の反応におけるパラメータ間の平衡関係を示す線。 

9 

 

操作線 実際のプロセスにおけるパラメータ間の関係を示す線。 

10 

 

物質収支 Material （または Mass）Balance（MB）。ある化学反応の系において、系

に投入された物質の量と系から得られた物質の量との収支。 

11 

 

熱収支 Heat Balance（HB）。ある化学反応の系において、系に投入された熱量

と系から得られた熱量との収支。 

12 

 

吸収塔 ガスと液とを接触させ、ガス中の特定成分を液に吸収させるための塔。 

13 

 

充填物 気液の接触面積を増して物質移動速度を高める目的で、吸収塔や再

生塔に挿入されるもの。規則充填物・不規則充填物等がある。 

14 

 

再生塔または放散塔 吸収液を再生する塔。吸収液が吸収したガス中の成分を、温度や圧力

を変えて液から追い出す。 

15 

 

リボイラ 蒸留塔や再生塔の下部に熱を与えるための熱交換器。 

16 

 

還流水 再生塔上部から出たガスを冷却することにより凝縮した、水を主成分と

する液。通常、再生塔上部へ戻す。 

17 

 

熱量原単位 CO2 回収プロセスにおいて、CO2 単位量を回収するのに消費する熱量

（GJ/t-CO2等）。 

18 

 

TOC Total Organic Carbon（全有機炭素）の略。有機化合物由来の炭素。液

中濃度は、条件が異なる酸化前処理で、Total Carton（TC、全炭素）と

Inorganic Carbon（IC、無機炭素）とを CO2として測定し、その差から求め

る（mg/L 等）。 

19 

 

第一種圧力容器 労働安全衛生法の施行令で定める、高圧で使用される容器。定期的な

検査等の義務を負う。 

20 アミン アンモニアの水素原子を炭化水素基で１つ以上置換した化合物の総

称。置換数が１つであれば１級アミン、2 つであれば 2 級アミン、3 つであ
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れば 3級アミンという。また、炭化水素基が水酸基（-OH）を持つものをア

ルカノールアミンという。 

21 反応熱 化学反応に伴って出入りする熱量（エンタルピー変化）。吸収液の CO2

放散反応は吸熱であり、その熱量が分離回収エネルギーの約半分を占

める。 

22 遷移状態 化学反応の過程で原系から生成系へ変化する時に通る最もエネルギー

の高い状態。原系と遷移状態のエネルギー差が反応の活性化エネルギ

ーに相当し、それが小さいほど反応は速く進行する。 

23 計算化学 化学分野で用いる原子・分子レベル計算の総称であり、量子力学に基

づく分子軌道法、密度汎関数法（これらを量子化学計算手法と呼ぶ）

と、古典力学に基づく分子動力学法、分子力学法に大別される。量子

化学計算は、実験値などのパラメータを用いず第一原理的に化学反応

や物性の解析と予測を行う手法。 

24 COSMO-RS 法 量子化学計算による溶質分子と溶媒分子の表面電荷をもとに、統計的

手法により溶液中の自由エネルギーを算出する手法。 

25 分子動力学 分子動力学法（ぶんしどうりきがくほう、Molecular Dynamics method、

MD法、単にMD、古典 MDとも言う）：2体（或いはそれ以上）の原子間ポ

テンシャルの下に、古典力学におけるニュートン方程式を解いて、系の

静的、動的安定構造や、動的過程（ダイナミクス）を解析する手法。 

27 二相系吸収液 CO2吸収や昇温により液／液相分離を起こす吸収液 

28 混合溶媒系吸収液 溶媒である水の一部を有機溶媒で代替した吸収液  

29 PSA Pressure Swing Adsorption の省略形，圧力スイング吸着法。固体への

ガス吸着量が圧力およびガス種類によって異なる性質を用いて、混合ガ

スを分離する方法。 

30 サイクルタイム 一つの吸着塔が、吸着／洗浄／脱着の 3 工程を行うための時間。各工

程に要する時間は、サイクルタイムの 1/3 の時間となる。 

31 Crank-Nicholson 法 微分方程式の解を得るための差分法の一種。各時刻で方程式系を解く

必要があるので煩雑な場合が多いが、常に数値的に安定で収束する特

徴がある。 

32 吸着オフガス PSA の吸着工程にて PSA 出口より流出するガス 

33 ゼオライト 結晶性アルミノケイ酸塩の総称。結晶種により異なる数Åの均一な細

孔を持ち、交換可能な陽イオンを含有し、その種類によっても性質が異

なる。洗剤ビルダーや吸着剤、触媒として広く利用されている。 

34 活性炭 ヤシ殻などの炭素質を水蒸気や薬品により賦活した物。比表面積が

1,000m3/g を越えるものもある。吸着剤や消臭剤、触媒担体などとして

広く用いられている。 

35 四重極子 例えば二個の＋と－の重心があり、その双極子モーメントが０の場合で

も、電荷分布が球対称から外れた場合には有限の電場が形成される。

これを電気四極子、あるいは四重極子という。 

36 CCS CO2分離回収・貯留技術（Carbon dioxide Capture and Storage） 
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37 膜分離法 膜両面の圧力差で処理対象ガスを通過させ、ガスの種類によるその透

過速度の差で分離する技術。化学吸収法や物理吸着法に比較して新

しい技術であり、様々な分離膜の開発が進められている。 

38 チルドアンモニア法 化学吸収法の一種で、吸収塔で 0～10℃に冷却された炭酸アンモニウ

ムとアンモニアによってCO2を吸収し、再生塔で反応によって得られた重

炭酸アンモニウムスラリーを 120℃程度に加熱して CO2を放散する分離

方法。 

39 イオン液体法 イオン液体は、常温、溶媒なしで液体（イオン）状態を保つ溶融塩であ

り、CO2 の選択的溶解性が高いことから、CO2 分離回収技術への応用

が期待されている。 

40 ULCOS Ultra-Low CO2 Steelmaking の略。欧州で展開されている低炭酸ガス排

出型製鉄プロジェクトの総称 

41 モデル製鉄所 高炉 2 基体制、粗鋼 800 万 t/年規模の仮想製鉄所。 

42 代表製鉄所 モデル製鉄所から派生したエネルギーバランスに特徴を有する仮想製

鉄所のこと。製鉄所の構成は同一であるが、コークス比や溶銑配合率と

いった主要な操業条件が異なり、排ガスの発生量などが変化する。 

43 IGCC Integrated coal Gasification Combined Cycle の略。石炭をガス化して利

用する発電方式のこと。 

44 EOR Enhanced Oil Recovery の略。地下に取り残された原油を更に回収する

方法のことで、石油増進回収法と呼ばれる。その一つに CO2を圧入する

方式があり、代表的な CCS 手法の一つである。 

 

＜⑤ 未利用排熱活用技術の開発＞ 

NO. 用語 意味・説明 

1 ヒートポンプ エネルギーを投入することにより温度差を作り出す装置。動作原理によ

り、圧縮式・吸収式・化学ヒートポンプ等に分けられる。 

2 改質 化学物質の組成・性質を改良することであり、特に燃料の組成を化学反

応により変える事を指す。 

3 水素透過膜 水素分離膜とも言う。水素を選択的に透過する膜であり、パラジウム等

の金属、セラミックス、樹脂等が用いられる。分離すべき 

4 潜熱蓄熱 融解熱や気化熱などの転移熱を利用して熱の出し入れをする。顕熱蓄

熱に比べ高密度の蓄熱が可能（重量当たりの蓄熱量が大きい）。 

5 PCM Phase Change Material の略：相変化物質。その融点程度の温度の用

途の潜熱蓄熱に利用することができる。 

6 製鋼スラグ 製鋼の精錬工程で発生するスラグ。転炉系スラグと電気炉系スラグが

ある。転炉系スラグには脱炭工程で発生する脱炭スラグ（転炉スラグ）と

脱りん、脱硫、脱珪等の予備処理工程で発生する溶銑予備処理スラグ

がある。 

7 転炉スラグ風砕システ

ム 

溶融転炉スラグを空気流で吹き飛ばして粒状化し、粒状化したスラグお

よび高温となった空気から熱を回収して、蒸気を製造するプロセス。 

8 CDQ Coke Dry Quenching の略:コークス乾式消化設備。コークス炉から出た
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赤熱コークスを投入し、炉頂ガス（N2 ガス）と熱交換して、コークスの顕

熱を回収する設備。800℃以上に昇温した炉頂ガスからボイラーで高温

高圧の水蒸気を製造する。 

9 水冷ロール間接冷却

技術 

内部を水冷した金属製ロールに溶融スラグを接触させて、連続的に凝

固する技術。 

10 製鋼スラグのエージン

グ 

出荷前にスラグを屋外に山積みし、適当な期間大気中に保持すること

あるいは蒸気等によってスラグを安定なものにする処理方法。製鋼スラ

グには、フリーライム CaO が存在し、膨張崩壊の原因となる。フリーライ

ムの水和反応を進行させてしまい、Ca(OH)2 とすることで膨張崩壊性の

ないものにすること。 

11 ポルトランダイト 水酸化カルシウム Ca(OH)2のこと 

12 ピンチテクノロジー 熱回収システムの解析及び設計手法のこと。英国マンチェスター理工科

大学のボド・リンホフ教授の研究グループを中心に 1970 年代後半から

開発が始まった。第１世代といわれるピンチテクノロジーは「プロセス製

造設備」を対象に解析が行われ、第 2 世代になり、ボイラー、タービンや

蒸気ヘッダーなどから構成される「蒸気システム」または「エネルギーシ

ステム」とも称される工場のインフラ部分を対象として適用されている。 

13 SSSP Site Source and Sink Profile の略、工場全体のプロセス流体の加熱とプ

ロセス流体の冷却の需要曲線を描くことによって、工場全体の熱需要を

明らかにすると共に、同時に用役の選択と配分を同じグラフ上に書き込

むことで、用役とプロセス流体のマッチング状況を確認できる解析手法。 

14 プロセス流体 原料や製品などの流体で製品の品質維持のために運転条件が変更で

きない流体。（SSSP 解析での定義） 

15 用役流体 プロセスシステムの単位操作に必要な熱エネルギーを燃焼ガス、蒸気

や熱エネルギーを除却する冷却水や回収蒸気などで運転条件が変更

できる流体。（SSSP 解析での定義） 

16 改善計画（ﾀｰｹﾞｯﾄ） SSSP 解析より、改善の可能性を検討し、理論的に達成可能な目標値

を求める作業のこと。 

17 熱複合線 複数の流体が持つ温度と熱量の情報を、同じ温度区分の熱量を統合

することによって１本の線図で判りやすく示したもの。 

18 究極条件 将来技術革新にて未回収のプロセス廃熱から熱回収を拡大した理想的

な扱いを想定した条件。（SSSP 解析での定義） 

19 カリーナサイクル 1985 年米国の科学者カリーナによって考案された高効率発電サイクル

である。多成分混合流体を作動流体として使用し、その特性をうまく利

用して熱源の熱を最大限に利用し高出力を得ようとするものである。多

成分系の混合流体を作動流体として使用することにより、発電効率を従

来より 20％以上高めることが可能な新しい熱サイクル。 

20 プロセスシミュレータ 物性（物質の性質）データと現象の数学モデルを利用して、計算機上で

対象プロセスを模擬することにより、その設計や運転方法についての検

討を効果的に実施するためのソフトウエア。 

21 低位熱発電システム 工場の 100℃前後やそれより低い温度領域の排熱を高濃度アンモニア
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水と蒸発器で熱交換し、熱サイクルの熱源とするシステム。 

本サイクルは、カリーナサイクルに近いシステムであるが吸収凝縮器な

どの工夫をしているシステム。富士石油殿は石油精製に伴う低温の廃

熱を有効活用する目的でこの低位熱発電システムを導入している。 

22 ランキンサイクル 非可逆熱サイクルの一種で、蒸気タービンの理論サイクル。 

23 熱交換器 温度の高い物体から低い物体へ効率的に熱を移動させる機器。液体、

気体などの流体を扱うものが多い。熱の段階的利用や回収による省エ

ネルギーのため、積極的な導入が求められている。 

24 蒸発器 種々の水溶液から水分を気化して除去する装置。今回の低位熱発電シ

ステムでは、作動流体であるアンモニア・水がこの蒸発器において熱源

と熱交換することで、液体から気液混相状態となる。 

25 吸収凝縮器 圧縮機より吐き出された高温・高圧の冷媒ガスを水や空気などで冷却し

て、凝縮（液化）させる熱交換器のこと。 

26 HTRI 

 

世界的に広く使用されている熱交換器設計の専用プログラム。社名

（Heat Transfer Research Inc.）がプログラム名となっている。 

27 高炉水砕スラグ 高炉から生成する溶融スラグに多量の圧力水を噴射することにより急

冷した砂状のスラグのこと。 

28 温水ヒートポンプ ゼオライトの吸着熱を利用して容器内の温度を上昇することにより容器

に導入した水を蒸気化させる技術。 

29 熱容量流量比 熱交換器において、高温側流体の比熱 [J/kg/K]と流量[kg/s]の積（単

位は[W/K]）を、低温側流体の比熱と流量の積で除した無次元数であ

り、熱交換性能を評価する際のパラメータの一つである。 

30 マイクロ熱交換器 伝熱プレートに数十～数百μm 程度の微細な流路パターンを刻み、その

プレートを積層してプレート表裏面で熱交換をおこなうプレート式熱交換

器の一種であり、体積あたりの伝熱面積が一般的な熱交換器と比較し

て大きいのが特徴。 

31 温度効率 

（高温側温度効率） 

熱交換器の性能を評価する指標の一つ。高温側温度効率と低温側温

度効率の 2種類があるが、本プロジェクトでは高温側温度効率を単に温

度効率と称し、高温側流体の熱交換器入口温度と出口温度の差を、高

温側流体の入口温度と低温側流体の入口温度の差で除した値（もしく

はその百分率）で定義される。 

32 D/H 熱回収炉の炉体の形状を表す指標の一つ。炉体の直径（D）と高さ(H)

の比率であり、CDQ では炉内コークスの均一荷下がりの関係から

D/H=0.8～1.0 程度に設定されている。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

 

１．事業の背景・目的・位置づけ 

１．１ 事業の背景 

地球温暖化問題は、予想される影響の大きさや深刻さから、人類の共通の最も重要な問題の一

つとなっており、世界が持続的な経済成長を維持しながら解決していくため、世界各国が協調、

連携し、国際会議の場で様々な議論が為されてきた。その結果、地球温暖化問題に対処するため、

気候変動枠組条約が 1997 年 5 月に採択され、その究極の目的を達成するための長期的・継続的

な排出削減の第一歩として、先進国の温室効果ガスの削減を、法的拘束力を持つものとして約束

する京都議定書が 1997 年 12 月に採択された。京都議定書は 2005 年 2 月に発効した。 

わが国では 2005 年 4 月に京都議定書目標達成計画が策定され、2008 年から 2012 年までの第

1約束期間における温暖化ガス排出量を 1990年に対して 6％削減する約束を履行するための取組

みを実施した。鉄鋼業界では自主目標を設定し、第 1 約束期間において 10％CO2 削減を目標とし

た取組みを実施しこれを達成した。 

2013 年度からは低炭素社会実行計画に引き継がれている。また、2020 年以降の温室効果ガス

削減に向けたわが国の約束草案は 2013 年度比で 26％を削減することとなっており、更なる CO2

削減を目指すためには、従来の省エネルギー技術の開発による効率向上だけでは限界があり、CO2

発生量を減らすと同時に CO2 を分離回収する革新的な技術開発が必要となる。  

 

わが国の鉄鋼業は、原料である鉄鉱石を石炭コークスで還元して銑鉄を製造する高炉法による

製造プロセスを採用しているため、多くの CO2 を排出し、産業部門の CO2 排出量の 43％を占め、

わが国全体で 14％を排出している（図Ⅰ-1-1）。さらに、図Ⅰ-1-2 に一貫製鉄所の製造プロセス

を示すが、鉄鋼業の中において高炉法による製鉄プロセスは、鉄鋼業の約 70％の CO2 を排出し

ており、高炉法による一貫製鉄所での CO2 排出量を削減することは、喫緊の課題である。 
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図Ⅰ-1-1 わが国の鉄鋼業における CO2排出の現状 

 

 

図Ⅰ-1-2 一貫製鉄所の製造プロセス 

しかしながら、わが国の鉄鋼業は 1973 年以降、二度にわたる石油ショックを経験し、省エネ

ルギー化を推進してきた結果、1971 年から 1989 年の 20 年間で 1973 年のピーク時と比較し 20％

のエネルギー削減を達成し、既に世界最高水準に達しており、排熱や副生ガスの利用による省エ

ネルギーも極限に達している。図Ⅰ-1-3 にこれまで鉄鋼業で実施してきた省エネの状況を、図Ⅰ
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-1-4 にわが国の鉄鋼業（高炉・転炉法）で鉄 1 トンを作るのに必要なエネルギー原単位を 100 と

したときの国際比較（2010 年）を示す。また、国際エネルギー機関（IEA）が 2014 年に作成し

た、導入障壁を全く考慮しないで、最先端技術を導入した場合の削減理論値の試算結果を図Ⅰ-1-5

に示す。これによると省エネルギー設備の導入が格段に進んでいるわが国の鉄鋼業の削減ポテン

シャルは最も低く世界最小と評価されている。 

 

 

図Ⅰ-1-3 鉄鋼業の省エネルギーへの取り組みの推移 

出典：（一社）日本鉄鋼連盟；「鉄鋼業の地球温暖化対策への取組  低炭素社会実行計画実績報

告」、平成 27 年 1 月 

 

 

図Ⅰ-1-4 鉄鋼業（高炉・転炉法）のエネルギー原単位の国際比較  

出典：「2010 年時点のエネルギー原単位の推計」RITE、2012 年 9 月発表（指数化は鉄鋼連盟） 
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図Ⅰ-1-5 鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較  

出所：『Energy Technology Perspective 2014』国際エネルギー機関（2014 年 5 月発表） 

注 ：棒グラフ（左軸）は BAT（Best Available Technology） を適用した場合のエネルギー消費量の削減ポテン

シャル  丸印（右軸）は粗鋼トン当たりの削減ポテンシャル 

 

このように、わが国の鉄鋼業は 1970 年代のオイルショック以降、省エネルギー化を推進し、

排熱や副生ガスの利用による省エネルギーも極限に達しており、現状技術の延長上では効率向上

による大幅な CO2 削減を望めないことから、更なる温室効果ガス削減のためには新たな革新的な

技術開発を推進する必要が求められている。  

このような背景のもと、コークス製造時に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガス（COG））

に含まれる水素およびこの COG を改質して水素を増量し、これらの水素を鉄鉱石の還元材とし

て利用することでコークス使用量を削減し、高炉からの CO2 排出量を削減する技術開発と、製鉄

所内で未利用の排熱をエネルギー源として利用し、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離回収する技

術開発により、CO2 発生量の大幅な削減を目指す「環境調和型製鉄プロセス技術開発（COURSE50）

(注 1)」が検討された。2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べて 2050 年まで

に半減するという長期目標実現に向け、「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」が策定された。

この中で COURSE50 は重点的に取り組むべき 21 のエネルギー革新技術の中において、「コーク

スの代わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により排出を抑制する革新的

製鉄プロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、水素製造や二酸化炭素

分離回収貯留に係るコスト状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所での排出量を約 30％削減

する技術を確立し実機化を目指す）」として取り上げられている。さらに、2013 年からの低炭素

社会実行計画、2020 年以降の温室効果ガス削減に向けたわが国の約束草案を構成する技術の一つ

として位置づけられている。  

 (注 1)COURSE50：本プロジェクト略称（CO2 Ultimate Reduction in Steelmaking Process by  

Innovative Technology for Cool Earth 50 の英文略称）  

 

１．２ 事業の目的 

（１）プロセスの選択 
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大型高炉による銑鋼一貫プロセスである日本における対策ということを勘案し、高炉法による

製鉄プロセスの技術開発を対象とする。2030 年までに技術開発を完了させ、その後高炉の設備更

新に合わせ順次設備導入を行い、最終的に 2050 年までに対策完了となるスケジュールを前提と

する。 

 

（２）高炉に適用する技術の選択 

CO2 発生量の削減のために高炉に適用する技術の選択については、表Ⅰ-1-1 に示す様な対策技

術マップが挙げられる。脱炭素に向けた還元方法としては、水素を活用することとなる。水素源

の選択としては、①天然ガスの活用、②コークス炉副生ガスの所内活用、③電力の間接活用・水

の電気分解が挙げられるが、③電力の間接活用については量確保の困難さ、①天然ガスの活用は、

炭素を含有する水素源の外部調達という位置づけであるが、熱量当たりの CO2 排出係数の視点で

は、②の副生ガスの所内活用が自家調達での水素源として最有力候補となる。  

次に炭素系還元材を使用する部分の対策としては発生する高炉ガス中の CO2 ガスを後で分離

除去する方法で対処する。以上を総括すると、コークス炉副生ガスの還元材利用などの高炉送風

操作と高炉ガス中の CO2 ガスの分離回収がシナリオとなる。  

 

表Ⅰ-1-1 高炉に適用可能な技術 

(1)炭素以外の鉄鉱石類還元材の利用 (2)炭素による還元→排出 CO2の分離・回収 

水素の活用 

 ・天然ガス 

 ・副生ガスの所内活用（COG 改質等） 

 ・電力の間接活用（水の電気分解） 

高炉ガスからの分離 

 ・化学吸収法 

 ・物理吸着法 

 ・他 

 

以上から、図Ⅰ-1-6 に本技術開発の概要を示す。 

 

 

図 Ⅰ-1-6 技術開発の概要 

 

本技術開発では、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素お
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よび COG 改質して水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技

術を開発する。また、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用

した革新的な CO2 分離回収技術を開発する。これらの技術開発により CO2 排出量の約 3 割削減

を目標に、低炭素社会を目指す。 

 

これらの技術開発においてフェーズⅠStep1（平成 20～24 年度（5 年間））として要素技術開

発を実施した。 今後、フェーズⅠStep2（平成 25～29 年度（5 年間））にて要素技術を組合せた

パイロットレベルの総合実証試験を行った後、フェーズⅡ（実証規模試験）を経て、最終的に製

鉄所における現状の全排出レベルに比較して約 30％の CO2 削減を可能にする技術の確立に資す

る。図Ⅰ-1-7 に本技術開発（フェーズ１Step2）の位置づけを示す。 

 

 
図Ⅰ-1-7  COURSE50 フェーズⅠ Step2 の位置付け 

 

本事業を構成する技術の基本的なプロセス設計の考え方は以下の通りである。尚、更なる将来

の「高水素比率時代」には、プロセス自体の変貌も十分ありえるものである。  

 

（３）高炉からの CO2排出削減量の規模観 

本技術における高炉からの CO2 排出削減の狙いは図Ⅰ-1-8 に示すとおりである。H2 による鉄

鉱石還元反応は吸熱反応であり、この熱を補う必要がある。このため、高炉ガスの送風操作や原

料条件の最適化などによって、H2 と CO による間接還元を向上させて直接還元を低下させること

により、炭素消費量を削減する、すなわち CO2 排出削減をするものである。Step1 における基礎

検討結果から、炭素消費量の削減目標レベルを約 10％とした。 

 

2000 2002    2004    2006    2008 2010 2012 2013 2015    2017 2020        2030            2050              2100

水
素
還
元

炭
酸
ガ
ス
分
離
回
収

Post-COURSE50

COCSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-2008)

水素による
石炭の一部
代替化
・還元基礎検討
・吹込方法の明確化
・ベンチ試験での
水素増幅

BFGからの
CO2分離回収

・ ﾌﾟﾛｾｽ評価ﾌﾟﾗﾝﾄ
での評価
・低温排熱回収に
よる総合評価

水素製鉄

国際連携

COURSE50 フェーズⅠ
（Step1）

実機化
導入・
普及

実機化
導入・
普及

フェーズⅠ
（Step2）

フェーズⅡ

試験高炉
部分確性

試験高炉
確性
+
実炉
部分確性

分離回収
設備と
試験高炉
との
ﾏｯﾁﾝｸﾞ
開発

試験高炉との
一貫開発
+
実炉
部分確性

ULCOSﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1st:2004-2009,2nd:2009-2014,3rd:2015-2020)

JHFCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2001-)

COG増幅ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(2003-2006)

CO2貯留・モニタリング開発

グリーン電力・グリーン水素製造技術の開発基盤技術整備
インフラ確立

2030年頃
1号機を
実機化する。
(前提条件)
・CO2貯留
技術確立

・経済合理性
成立

要素技術開発 総合技術開発 実機化開発



Ⅰ-7 

 

 

図Ⅰ-1-8 COURSE50 高炉の狙い 

 

（４）高炉ガス CO2分離回収による CO2削減量の規模観 

 BFG ガス中の CO2 は製鉄所全体の約 70%を占めるが、高炉炉頂段階では、ガス組成として

CO 22%、CO2 22%程度であり、高炉ガス中の CO2 としては、70%＊0.5=35% 程度が除去される

財源はある。そういう意味では、例えば CO2 吸収液の再生エネルギーが充分あれば、バランス上

は、当該技術で 35%の CO2 削減が可能となる。 

 

図Ⅰ-1-9 製鉄所の未利用顕熱の活用規模 

 

しかしながら、CO2 吸収液の再生エネルギーを製鉄所内の未利用エネルギーに求めると、その

供給ネックが発生する。自然エネルギー等の再生可能エネルギーより低コストで回収できる未利
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用排熱を最大限活用することを前提として、その具体的量を調査した結果が、図Ⅰ-1-9 であり、

未利用排熱のうちで利用可能な量は、排出 CO2 の 20%を分離・回収できるものと設定している。 

 

１．３ 事業の位置付け 

わが国では、石油ショックやエネルギー・環境問題の高まり等の課題について、時代の要請に

応える形で、1973 年以降、エネルギー技術関連計画を策定しており、図Ⅰ-1-10、図Ⅰ-1-11 に、

エネルギー関係技術開発ロードマップにおける、わが国におけるエネルギー技術開発に関するこ

れまでの取組を示す。 

 

 

図Ⅰ-1-10 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その１ 
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図Ⅰ-1-11 我が国におけるエネルギー技術開発に関するこれまでの取組 その２ 

 

本事業は、これまでの取組も含め、下記の様に位置づけされている。  

 

 (1)Cool Earth50 

COURSE50 は、2008 年 3 月に全世界の温室効果ガス排出量を 2050 年までに現状に比して半

減するという長期目標実現に向け、策定された「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」に、図

Ⅰ-1-12 の様に効率の向上と低炭素化の両面から重点的に取り組むべき 21 の技術の一つとして選

定されている。 
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図Ⅰ-1-12 Cool Earth 50 における重点的に取り組むべきエネルギー革新技術 

 

(2)環境エネルギー技術革新計画 

2008 年 5 月に閣議決定された環境エネルギー技術革新計画では、温室効果ガス排出低減のた

め、2030 年以降の中長期的対策に必要な技術で削減効果の大きな革新技術の一つとして、コーク

スの一部代替に水素を利用する水素還元製鉄が記載されている。環境エネルギー技術革新計画は、

2013 年に改訂されたが、2030 年ごろ以降で実機化・普及が見込まれる主要技術として、環境調

和型製鉄プロセスが明記されている。  

更に、2008 年 7 月に閣議決定された低炭素社会づくり行動計画でも、開発を推進すべき項目

の一つとして「コークスの代わりに水素を還元材とする技術及び二酸化炭素分離回収技術により

排出を抑制する革新的製鉄プロセス（2008 年度から基礎研究、2013 年度から実証試験を行い、

水素製造や二酸化炭素分離回収貯留に係るコストの状況を踏まえ、まずは 2030 年までに製鉄所

での排出量を約 30％削減する技術を確立し実機化を目指す）」と明記されている。 

 

(3)エネルギー関係技術開発ロードマップ  

上記以外にも、東日本大震災後の 2014 年 4 月に改訂されたエネルギー基本計画に基づき 2014

年 12 月に策定された「エネルギー関係技術開発ロードマップ」にも、戦略的に技術開発を推進

するべき技術として図Ⅰ-1-13 の様に消費のサプライチェーンの一つとして、「環境調和型製鉄プ
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ロセス」が記載されている。また、環境調和型製鉄プロセスは、エネルギー関係技術開発ロード

マップに図Ⅰ-1-14 の様に記載されており、本プロジェクトに関連する二酸化炭素の分離・回収

技術は、図Ⅰ-1-15 に開発すべき技術として明記されている。  

 

(4)イノベーションプログラム 

2005 年度以降、経済産業省の全ての研究開発プロジェクトは、政策ごとに 7 つの「イノベーシ

ョンプログラム」の元に体系化が図られた。本事業は「環境安心イノベーションプログラム」の

「地球温暖化防止新技術」と、「エネルギーイノベーションプログラム」における「総合エネルギ

ー効率の向上」に登録されている。  

 

以上の様に、本プロジェクトは、日本のエネルギー政策、低炭素化に向けた政策の中で重要な

位置づけとなっている。 

 

 

図Ⅰ-1-13 エネルギー関係技術開発ロードマップにおける技術課題全体の整理図  
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図Ⅰ-1-14 環境調和製鉄プロセスのロードマップ 
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図Ⅰ-1-15 二酸化炭素回収・貯留のロードマップ 
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２． NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 

２．１ NEDO が関与することの意義 

本プロジェクトは、1.で述べたような国際的にわが国の地球温暖化対策に資する技術開発であ

り、国の政策として開発すべき技術として様々な資料に記載されているものである。そもそも、

地球温暖化対策は、短期的には政策的に大きく振れることが予想され、長期的な視野から実施す

べきである。 

つぎに、水素による還元割合を高め、コークス使用量削減や省エネルギーによる二酸化炭素排

出量を削減する技術は、革新的な技術であり、長期の技術開発が必要である。したがって、水素

による鉄鉱石還元メカニズムの解明等の基礎的な研究と、高炉法プロセスの知見を活用すること

で、長期的視野からの技術開発が必要であり、国が基盤的な研究支援を行うと共に、わが国の高

炉法プロセスに知見を有する民間企業の力を結集して推進すべきプロジェクトである。  

また、COURSE50 が取り組む二酸化炭素の高炉からの排出削減および分離・回収技術は、地

球温暖化を抑制することで国民全般の利益に資することとなり、公共性は高いが、鉄鋼業にとっ

て、二酸化炭素の高炉からの排出削減及び分離・回収する技術を実機化しても直接的な利益を生

むことがない上に、高炉からの排出削減および分離・回収のためのコストが必要となる。これは、

実機化することで総合的な利益を生む従来の省エネルギー技術とは異なり、民間企業が技術開発

のために投資に躊躇することに繋がる。  

以上から、長期的な視野から国の政策として必要な技術であると共に、民間のみでは開発期間、

効果の面で実施が困難であり、また、民間に力を結集して技術開発を行うには、NEDO が資金負

担を行い、実施すべき事業である。  

 

２．２ 実施の効果（費用対効果） 

本プロジェクトの CO2 削減効果は、製鉄所で発生する CO2 のうち約 30％を削減するという挑

戦的な目標である。更に将来的には更なる削減（65～80%）へ向けた取組みが必要と考える。こ

のためには、水素還元技術を含めた脱石炭還元を目指すことになるが、本プロジェクトはその先

駆けとなるものであり、化石燃料に依らない水素や電気が社会に多量に安定して供給される基盤

が形成された場合には、更なる CO2 排出量の削減が可能になるものと期待される。 

 

本プロジェクトは当初 10 年間を基礎研究と方向性を定める第一ステップ（フェーズⅠ及びフ

ェーズⅡの内、フェーズⅠの Step1 と Step2)とし、その後のスケールアップを含む第二ステッ

プのフェーズⅡ（10 年程度）を経て、基本技術の確立を目指す。現時点では、2030 年までに基

本技術を確立して実機化を目指すこととしている。今後、進捗を見ながら開発を早めることを検

討していくが、いずれにしても、20 年の長期に渡る大規模な開発プロジェクトである。第一ステ

ップの当初 5 年間は約 100 億円、フェーズⅠ(Step2)については、150 億円以上が必要であると予

想している。フェーズⅠは基本技術の確立の位置付けであり、NEDO の委託事業として実施する

ものである。 

 

CO2 排出量の多い鉄鋼業において CO2 排出量の抜本的な削減に応えるためには、従来の製鉄プ

ロセスを一新する革新的なプロセスを開発する必要があることから国内高炉 4 社の技術力を共通

する施策目標の下に結集させ、早期実機化を念頭に置いた効率的な連携体制により運営すること

が必要である。また、ここで掲げている CO2 の抜本的な削減目標は、本プロジェクトのみでは到
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達不可能であり、周辺技術、社会システム、制度等、全ての環境整備を並行して進める必要があ

り、政府を始めとした関係者の協力と認識の共有化、共通化が必須である。 

 

 さらに、世界鉄鋼協会（WSA）や EU 共同プログラムとの連携により、欧州諸国の最新技術動

向を把握する等により本プロジェクトを効率よく実施する。鉄鋼業界では、旧 IISI（現 WSA）

でのセクトラルアプローチの一環として、2003 年より世界の鉄鋼メーカーによる 2050 年に向け

た CO2 の抜本的な削減に向けて議論を重ねてきた。今回のテーマの絞り込みについても、こうし

た場での議論結果が生かされている。さらに、今後も地球規模での鉄鋼プロセスからの CO2 発生

量削減へ向け、世界各地の鉄鋼協会、企業と連携を図りつつ、研究開発を進めていく予定である。

また、今回の開発と連携の効果が期待できる欧州の開発プログラムとはわが国鉄鋼業界が個別に

より深い連携を図るべく進めている。 

更に、今回取り組む BFG からの高効率 CO2 分離回収技術や COG 改質水素による鉄鉱石還元

などは、世界でも最先端の画期的な技術である。こうした日本独自の先行技術と、欧州の技術を

融合させる効果は相互にとって極めて効果的であると考えられる。  

 

以上のことからも、本プロジェクトは極めて高い挑戦的な技術ではあるが、実機化によって、

日本の CO2 排出を約 4%削減可能であり、極めて大きな CO2 削減効果が得られるとともに、世界

に対して日本の技術をアピールでき、且つ将来的には海外への技術的な支援も可能であることか

ら、投資としての意義は非常に高く、得られるメリットは多方面に渡って大きいと考えられる。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

１．事業の目標 

 

（１）Step2 の課題と研究開発方針 

COURSE50 の技術開発課題は、①高炉からの CO2排出削減技術開発と②高炉ガスからの CO2分離回収技術

開発に大別される（図Ⅱ-1-1 参照）。前者については、コークス製造時に発生する高温の副生ガスおよびそのガ

スを改質して水素を増幅し、それらの水素を利用して鉄鉱石を還元する技術を開発することである。後者は、高

炉ガスから CO2 を分離するために、新たな吸収液開発、物理吸着技術開発を行い、併せて製鉄所内の未利用排

熱を活用して、CO2分離のためのエネルギーを削減する技術を開発することにある。Step1においては、表Ⅱ-1-1

に示した主要目標を掲げて研究を実施し、高炉に水素などの還元材を吹込むことによって高炉からの CO2 削減

の可能性があること、H2増幅が可能な COG の改質の可能性、高炉ガスのCO2分離回収技術開発の実用化の可

能性などの成果が得られた。Step1の研究成果を踏まえ、Step2では、高炉への還元ガス吹込み技術の実用化に

向けた技術確立として試験高炉等による実証、CO2分離・回収技術の更なる高効率化、低コスト化が課題である。 

 

 

  

 

表Ⅱ-1- 1 Step 1 到達レベルと Step2 における課題 

主要目標 Step 1 の到達レベル Step 2 の課題 

[1]水素などによる鉄鉱石還元 メ

カニズムと反応制御の基礎技術を

確立する。 

当初計画外の LKAB 水素還元 試

験をも含め、C の直接還元率の低

減効果を得、高炉インプットで 2.5%

から3.5%程度のCO2低減の可能性

のあることを確認。  

①ガス供給条件の最適化による更

なる高効率化  

②Step1 でスコープ外の原料サイ

ドの具備条件含めた総合検討によ

る更なる高効率化  

以上を10m3規模試験高炉で実施。 

[2]水素の増幅率を 2 倍とするコー

クス炉ガス(COG)改質技術を確立

する。 

大量に製造した触媒の実 COG に

対する触媒活性発揮を確認した

（水素増幅率2 倍）｡ 

高炉要求の温度(>800℃)、メタン成

分低減の達成が新たなる課題。触

媒法のレベルアップ及び無触媒法

援用も含む。 

[3]水素還元高炉用のコークス 強 目標である DI ≧ 88 を満足する 10m3規模試験高炉で評価  

図Ⅱ-1- 1  COURSE50 事業の目標 
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度（ドラム強度）DI≧88 を満足する

高強度コークス製造技術を確立す

る。 

製造方法に目処  

[4]高炉ガス(BFG)からの CO2 分

離回収コスト 2,000 円/t-CO2（「分

離 回 収 法 開 発 ロ ー ド マ ッ プ

（CCS2020）」に示された目標）を可

能とする技術の見通しを得る。 

目標の 2000 円/t-CO2 達成に目

処。 

CO2 の 20％を分離・回収できる未

利用エネルギーを確認。 

化学吸収法は 10m3 規模試験高炉

との連動試験+更なるブレークスル

ー課題への取組み 

物理吸着法は 40 万 t/年へのスケ

ールアップ 

[5]全体最適化を推進し、最終的に

製鉄所における現状の全排出レベ

ルに比較して約30％のCO2削減を

可能にする技術の確立に資する。 

製鉄所全体についての総合的エ

ネルギーバランス評価のためのツ

ールを作成し、水素還元 5.8%(ガス

利用効率が同等前提)＋CO2 分離

回収20%の削減レベル。 

Step2 開発進捗に伴う全体最適化

評価の高度化により、総合改善

CO2削減30%の技術確立。 

 

以上の課題解決に向けて、Step2の開発方針は以下のとおりである。すなわち低炭素製鉄を具現化していくた

めに、①高炉からの CO2 排出削減技術については、水素還元を最大限に活用する送風操作技術の確立を基本と

した上で、反応性操作も組み合わせて更なる高炉の熱効率向上を図る。また、②高炉からの CO2 分離回収技術

については、環境保全と経済性を考慮し、更なる高効率・低コスト技術を追求する。 

 

（２）Step2 の目標 

本技術開発(フェーズⅠStep2)では、CO2 発生量を大幅に削減する、環境に調和した製鉄プロセスの開発とし

て、各要素技術を統合したパイロットレベルの総合実証試験を行うとともに、実証規模試験を行うフェーズⅡに

つなげていくために下記の項目を目標とする。 

【中間目標(平成27年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からのCO2排出削減技術開発 

・ 水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的

な実証試験の計画を立案する。 

・ 10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 

・ 触媒を用いて COG に含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において高炉への吹き込みガス用と

しての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 

・ メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術開発 

・ CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、分離回収エネルギーの低

減などの技術開発の目途を得る。 

【最終目標(平成29年度)】 

研究開発項目(a) 高炉からのCO2排出削減技術開発 

・ 10m3規模試験高炉により高炉からのCO2排出量を削減する技術を確立する 

研究開発項目(b) 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術開発 

・ 高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収コスト2,000円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開発ロードマップ（CCS2020）｣

に示された目標)を可能とする技術を確立する。 
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２．事業の計画内容 

 

２．１ 研究開発の内容 

 

研究開発項目(1) 高炉からのCO2排出削減技術開発 

(a) 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に対する目途を得て具体的な実

証試験の計画を立案する。 

・羽口及びシャフトへのガス吹込方法の CO2 低減に及ぼす効果をラボ試験、シミュレーションにて確認し試験

高炉の試験条件を提示する。 

・試験高炉の予熱ガス吹込設備の構成を決定するとともに試験条件を提示する。 

・高炉羽口からのCOG複合吹込条件を最適化するためランス構造及び還元ガス吹込条件の燃焼反応挙動に対す

る影響を評価し、試験高炉用ランス仕様を提示する。 

・COG複合吹込に対応した高炉系のマクロバランスモデルを開発し試験高炉の試験条件設定を行う。 

・水素還元に最適な原料性状、装入方法について検討を行い、還元性を改善する装入方法を提示する。 

 

(b) 10m3規模試験高炉等による水素還元総合最適化技術開発 

・10m3規模の試験高炉の計画、設計、建設を完了させる。 

(c) コークス炉ガス（COG）改質技術の開発 

・触媒を用いてCOGに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において30Nm3/hr規模の実ガス試験

設備を用いて、改質反応器への水蒸気の最適添加方法などの検討を行い、反応条件の最適化を図る。 

・最適処理形式の検討結果を踏まえ新規試験装置などにより高炉への吹き込みガス用としての改質反応条件の最

適化検討を行うとともに改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。 

・部分酸化法などの方式検討を含むCOG改質のプロセス検討を行い、メタン改質等の総合的に改質向上に資す

る要素技術の目途を得る。 

(d) コークス改良技術開発 

・ 水素還元に適した高強度かつ反応性を制御できるコークス配合の方向性を提案する。 

 

研究開発項目(2) 高炉ガスからのCO2分離回収技術開発 

(a) CO2分離回収技術開発 

1)化学吸収法によるCO2分離エネルギー・コストの削減技術開発 

再生温度の大幅低減(未利用排熱の利用拡大)、分離回収エネルギーの一層の低減のための吸収液を検討する。 

2)物理吸着法のコスト低減とスケールアップ検証 

物理吸着法のスケールアップとして実機吸着層高相当の吸着塔により物理吸着法による高炉ガスからの CO2

分離を実証するとともに高効率化の課題検討を行う。 

3)CO2分離回収後ガスの有効利用技術の検討 

高炉ガスのCO2分離後の可燃性ガスなどの活用可能成分を回収して有効利用するための技術を検討する。 

(b) 未利用排熱活用技術の開発 

・製鉄所の低温排熱回収に適した熱交換器の仕様をラボ評価および実機排ガス顕熱回収試験装置での実証などに

より決定する。 

・製鉄所内に点在する低温排熱源からの熱回収、熱輸送のため、熱ロスが少なく熱交換効率の高い輸送媒体の調

査、選定を行い、熱回収ネットワークのシステムを検討する。 



Ⅱ-4 

・スラグ顕熱回収ベンチ試験により、スラグ製品の安定製造と熱回収効率の最大化を両立させる安定操業技術を

確立する。 

 

研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

(a)製鉄所からのCO2排出量30%削減を可能とするため、製鉄プロセス全体の総合的な最適化検討を行う。 

(b)水素還元高炉のCO2削減効果の強化・高機能化として以下の技術開発を行う。 

1)要素技術の補強 

CO2排出削減効果を確実に得るため、Step1で未検討であった以下のような範囲の技術開発を行う。 

・鉱石系原料の還元性を向上させる技術 

・鉄内装コークスなどの低温還元・高反応性コークス技術 

・水素還元高炉で必要となる酸素富化操業のための酸素製造の高効率化技術などに関する省エネルギー技術 

2)試験高炉の操業最適化のための技術 

水素還元に適した原料性状の検討など、試験高炉の操業条件を最適化するために必要な技術を開発する。 

3)スケールアップ補完技術 

試験高炉の試験結果を基に実証試験規模高炉にスケールアップする際に必要となる補完技術を開発する。 

 

研究開発項目は表Ⅱ-2- 1のサブテーマに分割して実施することとする。 

表Ⅱ-2- 1 研究開発項目 

研究開発項目(1)高炉からの CO2排出削減技術開発  

サブテーマ 開発技術内容 

① 

(SG1) 

鉄 鉱 石 還

元 へ の 水

素 活 用 技

術の開発 

①-1 水素活用プロセス技術開発 ガス還元最適化、ガス還元最適化シミュレ

ーション、羽口複合ガス吹込み最適化 

 ①-2 水素吹き込み高炉に適する原

料利用技術 

PC 燃焼メカニズム、シャフトガス吹き込みに

対応した原料および装入物分布制御、還元

粉化制御/予熱ガス吹込み 

  ①-3 高炉羽口からの COG 複合吹

き込み条件の適正化 

COG 複合吹込みシミュレーション 

  ①-4 高炉系マクロバランスモデル

の開発 

高炉系のマクロな熱物質バランスモデル 

⑥ 

(SG6） 

試験高炉によるプロセス評価技術開発 試験高炉の設計・建設・操業 

② 

（SG2） 

コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 タールを始めとする炭化水素成分の改質反

応および改質設備技術の確立 

③ 

(SG3) 

コークス改良技術開発 高強度を 前提に 反応性を 制御で き る    

コークス製造技術の確立 

研究開発項目(2)高炉ガスからの CO2分離回収技術開発 

④ 

(SG4) 

CO2分離・回収

技術開発 

④-1 化学吸収技術開発 試験高炉との連動運転 

分離回収熱量原単位の極限低減、再生温

度の低温化による排熱利用拡大 

BFG の有効活用分離システム検討 

  ④-2 物理吸着技術開発 PSA の更なる効率化と実機化設計 
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  ④-3 分離技術総合プロセス技

術開発 

CO2分離回収後ガスの有効利用技術（分離

回収技術と排熱有効利用技術の総合プロセ

スとしての最適化。 

⑤ 

(SG5) 

未利用排熱活

用技術の開発 

⑤-1 未利用低温排熱活用技術

開発 

未利用排熱集約のための熱交換器を主体

としたエンジニアリング課題の抽出 

 ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収技術

開発 

熱回収可能なスラグ製品の安定製造と熱回

収効率の最大化 

研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

⑦ 

(SG7) 

全体プロセスの評価・検討 全体最適化、新規技術創出 

 

以下に個々の技術開発の実施項目を記述する。 

 

① 鉄鉱石還元への水素活用技術の開発 

Step1では改質COGによる排出CO2削減の可能性が確認できた。Step2では削減量の定量化及びさらなる削

減を可能とする高炉プロセスの検討を行う。水素還元の効果を最大限に引き出すためには、既に効果が確認され

たシャフトからの改質COG吹き込みの他、羽口への非改質COGの吹き込みも併用し、その割合などの種々の

還元ガスの複合吹き込みに関する検討が必要である。その際にはCOGの最適な改質度、改質後最適成分の検討

もさらに必要である。また、水素還元に適した原料設計においては、水素高炉に適する原料利用条件の解明と高

炉炉頂での装入物分布制御などの適切な原料使用方法の開発に取り組む。そこで、オフラインによる基礎検討を

実施し、得られた最適な吹き込み条件や、装入物条件に関する成果を試験高炉の仕様や操業条件へ反映させる。 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 

水素還元の効果を最大限とするための操業条件および設備仕様をラボレベルで検討し、実現性、有効性に対す

る目処を得て具体的な試験高炉の試験計画を立案する。すなわち、還元試験やレースウェイ形成に関する評価、

新しい高炉数学モデルを用いた高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量の削減効果の評価、微粉炭燃焼挙動に関する

基礎的な検討を実施するとともに、それらの結果から試験高炉の試験水準と試験条件の概略を決定する。また、

試験高炉での予熱ガス吹き込み設備の試験操業条件への織り込み、燃焼挙動の評価を反映した試験高炉用ランス

仕様の提示、付帯設備に関するモデルの構築と高炉本体の操業条件予測モデルとの総合化を行う。 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

10m3規模試験高炉などにより、高炉からのCO2排出量を削減するための複合吹き込みを主体とする要素技術

を確立する。すなわち、試験高炉で得られた試験結果を解析し、高炉内での反応進行を含む水素還元メカニズム

を提示するとともに、ランス構造を含む最適な吹き込み条件とスケールアップ時の課題と解決手段を提示し、実

証試験高炉へのスケールアップのためのプロセスイメージを構築する。さらに、試験高炉での予熱ガス吹き込み、

装入物分布制御の適用、長時間安定運転の実証と炉内反応解析を行うとともに、試験高炉結果に基づき、適正複

合吹込み条件を確立し、高炉でのCO2削減最適化条件を予測し提案する。 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、各要素技術の開発を中心に進め、最終目標に向け

た可能性の検討を行い、その後のフェーズⅡの研究開発につなげていくために以下の研究開発を実施する。 

 

サブテーマ①-1 水素活用プロセス技術開発 
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高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量削減を目的として、高炉での種々の複合ガス吹き込みプロセス操作および

高炉炉頂排ガスからの CO2 分離回収技術のマッチングを定量的に評価するため、小型の模型実験及び高炉数学

モデルによる基礎的な検討を行う。合わせてサブテーマ⑥における試験高炉の試験条件を提示すると共に、試験

結果を踏まえて、高炉の溶銑トン当たりの炭素消費量を評価指標とした最適プロセスの提案を行う。 

ⅰ) 改質COG吹き込みプロセス最適化 

ⅱ) 羽口からの複合ガス吹込みプロセス最適化 

ⅲ) 高炉数学モデルによるプロセス評価 

ⅳ) 高炉羽口ブローパイプおよびレースウェイでの反応挙動の基礎研究 

 

サブテーマ①-2 水素吹き込み高炉に適する原料利用技術 

高水素含有率である改質COGを高炉利用した場合の高炉内鉱石還元挙動を明らかとするとともに、鉱石還元

粉化挙動や炉上部での熱補償の検討、および高炉内の局所的な挙動についてシミュレーションモデルによる検討

を行う。 

ⅰ) 還元粉化評価の高度化と粉化抑制のための予熱ガス吹き込み方法検討  

ⅱ) コークスガス化・PC燃焼反応メカニズム解明  

ⅲ) 数値解析によるレースウェイ部における微粉炭およびコークスの燃焼・ガス化特性評価  

ⅳ) 還元ガス吹込み時の原料還元性向上技術 

 

サブテーマ①-3 高炉羽口からのCOG複合吹込み条件の適正化 

本研究テーマでは、微粉炭・非改質COG・炉頂ガスの3種の補助還元材の複合吹き込み下での羽口内燃焼を

数値実験で評価し、適正な吹込みランス構造と吹込み条件を明らかにする。 

 

サブテーマ①-4 高炉系マクロバランスモデルの開発  

本研究テーマでは、高炉への炭素投入量削減のための方策を行う場合に付随的に変化する付帯設備（熱風炉、

送風機、炉頂圧発電（TRT）、改質 COG・予熱ガス加熱器）の操業条件を予測し、付帯設備を含めた高炉での

エネルギーバランス・炭素投入量などを総合的に評価するモデルを開発する。 

 

② コークス炉ガス(COG)改質技術の開発 

還元材を従来型の「炭素系」から「脱炭素系」に部分転換するべく、コークス炉ガス（COG）に大量に含ま

れる水素と一酸化炭素に着目し、これらを還元材として利用することを前提に、その使用量の拡大を可能とする

ため、高温COG中タールの触媒改質によるドライガス化、水素増幅を図る。 

 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 

触媒を用いてCOGに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において、高炉への吹き込みガス用と

しての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策技術の確立を図る。COG 改質技術の最適化に関しては、実

COG を用いたBP1 試験装置運転による条件最適化を行い、水素増幅率 2 倍以上、且つ、耐久性 5hr 以上を目

標として本プロセスでの技術の到達度を見極める。また、COG 中の残メタンを最小化する改質技術の検討を通

じて、水素増幅率 2 倍以上、耐久性 500hr 以上を目標とした技術の見通しを得る。さらに、高炉への吹込みガ

スの品質要求に合わせて、改質反応を設計、実現する要素技術の目処を得る。 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

次フェーズの試験高炉への還元性ガス供給に向けたプロセスのスケールアップ検討、設備技術の構築を図る。

プロセス・設備技術の構築に向け、BP2 試験装置のプロセス設計・試験運転により、耐久性 500hr 以上を目標
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とした技術を確立する。 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の4つの研究開発項目を実施する。 

1) COG中タールからの水素増幅技術に関する研究 

2)タール改質触媒の開発と反応形式の検討  

3) 炭素析出反応機構解明とその抑制のための反応条件の提案  

4) COG中メタンの酸化的改質触媒の開発  

 

③ コークス改良技術開発 

コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素を増幅し、コークスの一部代替に

当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術を開発する「高炉からの CO2 排出削減技術開発」において、低コーク

ス比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス強度を有し、且つ鉄鉱石還

元に最適なコークス反応性を両立するコークス製造方法を開発する。 

 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 

① 高強度で反応性の異なるコークス配合案の提示 

  開発目標 コークス強度［ドラム強度］ DI15015 最大88、コークス熱間反応性指数CRI 20～40 

② 改質COG条件に適用できるコークス反応速度モデルの提示 

③ 反応性、反応後強度とコークス構造、高性能粘結材添加効果間の関係の提示 

④ 試験高炉用コークスの品質と量の提案 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

① 高強度で反応性の異なるコークス製造方法の確立 

② 試験高炉用コークスの製造とコークス品質の評価 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

①コークスDI（88）、CRI（20~40）を両立する配合条件の提示 

高炉インプットC削減に資するコークス製造技術の確立 

②試験高炉用コークスの製造と評価 

試験高炉所要コークスの供給 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

1) 改質COG吹込条件下鉄鉱石還元に適したコークス品質の解明 

ⅰ)コークス反応性制御と反応劣化挙動の解明 

ⅱ）水素還元適用コークス品質の解明と反応性制御技術の開発 

ⅲ）原料構成成分の相互作用とコークス性状発現機構に関する研究  

ⅳ）コークス化過程における分子挙動に関する研究  

2) 試験高炉用コークスの製造と評価 

 

④ CO2分離・回収技術の開発 

本技術開発は、高炉から発生する高炉ガス（BFG）からのCO2分離回収技術を行うとともに、製鉄所の未利用

排熱の利用を拡大して鉄鋼業のCO2削減に寄与する技術を推進する。これらの技術開発により、製鉄所から現状

排出されるCO2量に比較して、約30％の削減を可能にする技術の確立に貢献する。具体的には、高炉ガスからの

CO2分離回収コストの低減化を可能とするため、化学吸収法および物理吸着法の特性向上を進めるとともに、分
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離回収技術と未利用エネルギーを有効に利用する技術の最適化プロセスを提案する。 

 

1) 平成27年度のマイルストーン（中間） 

CO2分離回収コスト2,000円/t-CO2を実現可能な技術の充実を指向し、再生温度、分離回収エネルギーの低減

などの技術開発の目処を得る。 

2) 平成29年度のマイルストーン（最終） 

高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ(CCS2020)｣に示され

た目標)を可能とする技術を確立する。 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

 

サブテーマ④-1 化学吸収技術開発 

本テーマにおいては、高炉ガス(BFG)からのCO2分離回収コスト2,000円/t-CO2(｢分離回収法開発ロードマップ 

(CCS2020)｣に示された目標)を可能とする技術を確立するため、吸収液再生温度の大幅低減による未利用排熱の

利用拡大を図るとともに、分離回収のためのエネルギーを一層低減可能な高性能吸収液を開発する。 

また、BFGのCO2分離回収後のガス中にはCO，H2などの可燃性ガスが含まれていることも含め、活用可能な

成分があるため、それらを回収して有効利用するための技術についても検討する。さらに、水素還元高炉（試験

高炉）から発生するBFGに対し、化学吸収法によるCO2分離回収性能を評価するため、試験高炉との連動試験を

実施する。 

 

ⅰ) 高性能吸収液の開発 

ⅱ) BFGの有効活用分離システムの検討 

ⅲ) 試験高炉との連動試験 

 

サブテーマ ④-2 物理吸着技術開発  

PSA法（Pressure Swing Adsorption）で想定される実機相当の吸着層高を持つ吸着塔をASCOA-3に設置

し、その温度スイング挙動調査、オフガスおよび層中ガスの高速組成分析、層内圧力の測定等により、PSA

システムのさらなる効率化を行う。 

またメーカーからのヒアリング、論文・技術発表等により、真空ポンプ、ブロアー、除湿装置等の主要機器

の効率化を検討すると共に、新規吸着塔を設置したASCOA-3の運転研究成果を基礎とした実機規模の吸着塔

を詳細に検討し、実機PSA全体プロセスの詳細設計を行う。 

 

ⅰ) PSA システムのさらなる効率化 

ⅱ) 実機PSA全体プロセスの詳細設計 

ⅲ) 実機プロセスのコスト検証 

ⅳ) PSA における基礎現象の解明 

 

サブテーマ④-3 分離技術総合プロセス技術開発 

高炉ガス（BFG）からCO2を分離回収する技術として、化学吸収法、物理吸着法の両面から研究開発を進める

が、いずれも分離回収に際しては多量のエネルギーが必要となるため、製鉄所の未利用エネルギーを活用するこ

とで、CO2分離回収エネルギーを削減することが重要である。 

本研究では、BFGからのCO2分離回収コストの低減化を可能とする技術を確立するため、化学吸収法、物理吸
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着法の特性改善を前提に、分離回収技術と未利用エネルギー有効利用技術の総合プロセスとしての最適化を検討

する。 

 

ⅰ) 分離総合プロセスの最適組合せの検討 

ⅱ) CO2の地中貯留技術の最新動向調査 

 

⑤ 未利用排熱活用技術の開発 

本技術開発では、製鉄所内で発生している未利用の低温排熱および製鋼スラグ顕熱を有効利用するための熱回

収技術の検討を進める。これらの技術開発により未利用排熱の有効利用先として、高炉ガス(BFG)からの化学吸

収法による CO2 分離回収技術の確立に貢献する。具体的には製鉄所内に点在する未利用排熱源から蒸気等で熱

回収する技術およびそれを熱輸送する時の製鉄所全体のネットワーク構成、最適化プロセスを開発する。 

 

1) 平成27年度のマイルストーン（中間） 

サブテーマ ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 

実製鉄所内の排熱調査を行い排熱回収対象を決定し、ラボ試験により高効率低温熱交換技術を確立する。また、

実機排ガス顕熱回収試験装置の設計・製作および熱輸送媒体の特性把握を行う。 

サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 

スラグ顕熱回収ベンチ試験により、凝固成形安定化と熱回収高効率化を両立させる安定操業技術を確立する

（ベンチ試験完了）。また、蒸気回収システムの検討および基本設計を完了する。 

2) 平成29年度のマイルストーン（最終） 

サブテーマ ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 

実機排ガス顕熱回収試験により熱交換器の性能評価を完了し、製鉄所全体の熱輸送ネットワークシステムも含

めた全体構成およびのコスト評価を行う。 

サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 

スラグ供給ピッチやボイラ効率も考慮した蒸気回収システムの全体設計およびコスト評価を行い、本研究開発

の実機化FSを完了する。 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

サブテーマ⑤-1 未利用低温排熱回収技術開発 

 本研究開発では、高炉ガス（BFG）からの化学吸収法によるCO2分離・回収に必要な熱エネルギーを経済的に

得るために、低温排ガス等の未利用排熱からの熱回収を目指す。具体的には下記の3つの研究開発項目を実施す

る。 

ⅰ) 製鉄所の未利用排熱調査 

ⅱ) 低温排熱回収に適した高効率熱交換器の開発 

ⅲ）熱輸送システムの設計 

 

サブテーマ ⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収の開発 

本研究開発では、高炉ガス（BFG）からの化学吸収法による CO2分離・回収に必要な熱エネルギーを経済的

に得るために、製鋼スラグからの未利用排熱回収を目指す。具体的目標は、吸収液から CO2 を再生するのに必

要な蒸気を供給するシステムの実機化FSを完了することである。その際、熱回収可能なスラグ製品の安定製造

と熱回収効率の最大化が技術課題となる。 

ⅰ) 凝固成形安定化と熱回収高効率化の両立 
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ⅱ) 蒸気回収システムの設計 

 

⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発 

フェーズⅠStep1 の「高炉からの CO2排出削減技術開発」では鉄鉱石還元への水素活用技術の開発としてラ

ボ試験や高炉数学モデルによるシミュレーション、さらに当初計画外であった海外ミニ高炉試験を実施し、水素

を多量に含む還元ガスの吹き込み操作により､鉄鉱石の水素還元が促進されるとともに､炭素による直接還元が

低下して､CO2排出削減に効果があることを確認した。 

そこで、フェーズⅠStep2では、前記検討結果を総合的に検証するとともに、フェーズⅠStep１で開発された

要素技術を統合した水素還元の効果を最大化するためのプロセス評価技術を確立させ、その後のフェーズⅡの実

証試験高炉へのスケールアップのための基本データを取得する。 

 

前記事業目的を達するためには、実高炉と同等の銑鉄製造過程における高炉総合反応評価が可能な実験装置が

必要となる。そこで、サブテーマ①（鉄鉱石還元への水素活用技術の開発）および、サブテーマ④（CO2分離・

回収技術開発）との連携の下、パイロット規模の試験高炉を新たに建設、さらに CO2 分離回収技術とも組み合

わせ可能な機能を付与することにより、ラボ実験や数値シミュレーションで得た知見を総合的に試験高炉操業で

検証すると共に、高炉のガス還元効率を最大化し、銑鉄トン当たりの炭素消費量を最少化するためのプロセス評

価技術の確立と実証試験高炉を想定した際のCOURSE50プロセス設備仕様の基本データの獲得を目指す。 

 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 

・10m3規模試験高炉の建設を完了させる。 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 

・試験高炉により、還元ガス吹き込み方法等、水素還元の効果を最大化し銑鉄トン当たりの炭素消費量を最少化

するための総合プロセス評価技術を確立するとともに、実証試験高炉を想定したCOURSE50プロセスの基本仕

様を提案する。 

 

上記最終目標を達成するため、本研究開発では小型試験高炉を建設しこれを用いた実験によって、その後のフ

ェーズⅡでのプロセスのスケールアップ検討に繋げる。 

ⅰ）試験高炉の設計 

ⅱ）試験高炉の建設 

ⅲ) 試験高炉操業と総合プロセス評価技術の開発 

 

⑦ 全体プロセスの評価・検討 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。COG改質、CO2分離回収に必要なエネルギーと未利用排熱集約のエンジニアリングに基づき、総

合的なエネルギーバランスの最適化を図る。また、水素還元高炉のCO2削減効果の強化･高機能化のための技術

開発(新規技術創出研究)を行う。 

 

1）平成27年度のマイルストーン（中間） 

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に平成 27 年度においては、フェーズⅡ に貢献する新規技術創出研究の絞り込みも含め、フェ

ーズⅡ 移行に向けた全体プロセスの具備条件を抽出する。 

2）平成29年度のマイルストーン（最終） 
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製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、

検討を行う。特に、プロジェクトの最終年度においては、CO2 排出量 30%削減を可能性評価にとどまらず、次

ステップである、実証試験規模高炉の具体内容を構築する。 

 

上記の最終目標を達成するために、本技術開発においては、以下の研究開発項目を実施する。 

ⅰ）全体プロセスの総合最適化検討 

ⅱ）新規技術創出研究 

水素還元高炉のCO2削減効果の強化・高機能化として以下の技術開発を行う。 

① 要素技術の補強 

 CO2排出削減効果を確実に得るため、Step1で未検討であった以下のような範囲の技術開発を行う。 

 ・鉱石系原料の還元性を向上させる技術 

 ・鉄内装コークスなどの低温還元・高反応性コークス技術 

 ・水素還元高炉で必要となる酸素富化操業のための酸素製造の高効率化技術などに関する省エネルギー技術 

② 試験高炉の操業最適化のための技術 

 水素還元に適した原料性状の検討など、試験高炉の操業条件を最適化するために必要な技術を開発する。 

③ スケールアップ補完技術 

 試験高炉の試験結果を基に実証試験規模高炉にスケールアップする際に必要となる補完技術を開発する。 

 

大学等との共同実施において狙いとする新規技術創出は、高炉水素還元強化、CO 還元を含む還元高効率化、

プロセス共通基盤、省エネルギー研究の分野に区分される。実施する個別の研究テーマはこの区分と開発の性格

との関係で、表Ⅱ-2-1のとおりである。 

 

表Ⅱ-2-1 新規技術創出研究テーマ一覧 

開発の性格 

狙い 

①要素技術の補強 ②試験高炉の操業最適化

のための技術 

③スケールアップ補完技

術 

[1]高炉水素還元の強化 2)低品位炭素資源を原料

とする高強度・高反応性コ

ークス製造法 

4)CVI による炭素内装低

還元粉化性(RDI)塊成鉱製

造法 

 

1)高炉内反応の水素分圧

影響定量化 

3)超高被還元性塊成鉱の

組織設計とその製造技術 

5)高炉内水素濃度増加条

件における水性ガスシフ

ト反応の役割 

 

 

 

 

5)高炉内水素濃度増加条

件における水性ガスシフ

ト反応の役割 

[2]CO 還元強化を含む還

元高効率化 

8)低品位鉄鉱石と低品位

炭素資源からの高還元

性・高ガス化反応性鉄鉱

石・炭材コンポジットの製

造 

6)過酷環境に屈しない高

強度コークス設計のため

の研究開発 

7)クリーン還元プロセスの

ための先進塊成鉱の創製 

6)過酷環境に屈しない高

強度コークス設計のため

の研究開発 

7)クリーン還元プロセスの

ための先進塊成鉱の創製 

[3]プロセス共通基盤  9)高炉軟化融着帯での通

気性を確保する融液量低

減焼結鉱の製造 

10)低コークス比操業にお

 

 

 

10)低コークス比操業にお
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ける高炉内通気性の向上 ける高炉内通気性の向上 

[4]省エネルギー研究 11)未利用温排熱から蒸

気・過熱水と冷水を回生

するコプロダクションシス

テム 

12)自己熱再生を用いた省

エネルギー型空気分離プ

ロセス 

  

 

 以上のサブテーマ毎の計画に基づく研究開発スケジュールの概要は図Ⅱ-2-1に示すとおりである。 

 

 

図Ⅱ-2-1 フェーズⅠStep2 研究開発の全体スケジュール 
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２．２ 研究開発の実施体制 

 

本プロジェクトは、以下に示す（社）日本鉄鋼連盟内に設置された COURSE50 委員会の研究組織（委

託先の高炉メーカ 4 社及び新日鉄住金エンジニアリング（株）で構成）が、NEDO の委託により研究開

発を実施しているものである。但し、日本鉄鋼連盟及び COURSE50 事務局は、NEDO 委託の対象外と

なっている。従い、本プロジェクトにおいては、COURSE50 の研究開発・管理体制を活用し、NEDO 及

び経済産業省が毎月の COURSE50 定例会議に参画することで実施状況の把握、情報の共有を図り、研究

開発を推進している。 

 

図Ⅱ-2-2 に研究開発の実施体制を示す。日本鉄鋼連盟内に下記の組織を置き、NEDO 及び経済産業省

とも密接な関係を維持しつつ、プロジェクト全体の目標、並びに各サブテーマの目標を達成するための体

制を構築している。 

新日鐵住金（株）荒木製銑技術部長に研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を委嘱し（平成 25～

26 年度は新日鐵住金（株）齋藤参与、平成 27～28 年度は新日鐵住金（株）上野執行役員）、その下で技

術分野別に 7 つのサブテーマを作り、参加会社がそれぞれの研究テーマを担当している。また、Step2 で

は各要素技術をより総合的に連携して推進するために、サブテーマ間の情報が相互に把握して課題の解決

をする WG や会議体を設置した。 

本プロジェクトでは、試験高炉の建設および試験操業の着実な実施、および Step1 に引き続き全体最適

化を検討する以下のサブテーマを設置した。 

＜サブテーマ 6 試験高炉によるプロセス評価技術＞ 

 本事業の最重要な課題であることから実施者の総力をあげて取り組むこととし、各サブテーマの成果を

試験高炉に反映させるために、試験高炉の基本仕様、操業設計、操業解析は関係するサブテーマおよび実

施各社が参画して実施する体制を構築した。 

＜サブテーマ 7 全体プロセスの評価・検討＞ 

 ここでは、｢高炉からの CO2排出削減技術｣、｢高炉ガスからの CO2分離回収技術｣が約 30％の CO2削減

にどの程度寄与するのかを明確にし、各要素技術の開発目標との整合性をとり全体調整を行う。また、製

鉄所全体について総合的に評価検討を行い約 30％の CO2削減の可能性をより明確化する。全ての参加会

社から委員が参加し、参加会社の英知を結集して全体最適化を検討する体制となっている。 

 Step2 においては、より総合的な視点から大学の知恵を最大限に活かすことを狙って実施する新規技術

創出研究は関連するサブテーマと連携しつつ本サブテーマで推進することとした。 

 ＜サブテーマ 4-3 分離技術総合プロセス技術開発＞ 

 ここでは、化学吸収法、物理吸着法を中心とする CO2分離回収技術とサブテーマ 5 の未利用排熱回収

技術との最適組合せを検討する。全ての参加会社から委員が参加し、CO2分離・回収の全体を考慮した全

体最適化を検討する体制となっている。 

図Ⅱ-2-3 に委託先および再委託/共同実施先を示す。再委託/共同実施先については、それぞれが担当し

ている SG を記載した。 

本治術開発では、NEDO と 5 社が委託契約を結び研究開発を実施している。日本の高炉メーカ 4 社の

全てが参加し、日本鉄鋼業界の英知を結集した実施体制である。また、新日鉄住金エンジニアリングは、

高炉設備技術分野で高いレベルであり試験高炉建設に当たって先導的な役割を担うことができる。いずれ

の研究テーマも基礎検討及びプロセス評価プラント規模試験からの取り組みであり、基礎・基盤研究につ

いては、この技術分野の最先端の研究を進めている大学及び産総研、RITE の公的研究機関との産学連携

により理論面での研究開発を促進している。 
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図 Ⅱ-2-2  研究開発の実施体制 

 

図 Ⅱ-2-3 委託先及び再委託/共同実施先 

NEDO

プロジェクトリーダー（PL）
新日鐵住金(株) 荒木製銑技術部長

企画・運営会議

COURSE50委員会（日本鉄鋼連盟内）
委員長 ：新日鐵住金(株) 藤野副社長
副委員長：JFEスチール(株) 渡辺常務執行役員

アドバイザー：茅 陽一 東京大学名誉教授

サブテーマ1
鉄鉱石還元へ
の水素活用
技術

サブテーマ2
COG改質技術

サブテーマ3
コークス改良

技術

サブテーマ5
未利用顕熱
回収技術

アドバイザリーボード

日本鉄鋼連盟

知財会議
NEDO委託事業対象

実施者（委託先）
(株)神戸製鋼所

ＪＦＥスチール(株)

新日鐵住金(株)

新日鉄住金ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

日新製鋼(株)

技術検討委員会

サブテーマ4
CO2分離・回収

技術

サブテーマ6
試験高炉による
プロセス評価

技術

対外報告企画

サブテーマ進捗会議

担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議

サブテーマ7
全体プロセス評価・検討

試験高炉WG

プロセス評価WG

新規技術創出WG

成果報告会

凡例 ：会議体

ﾘｰﾀﾞｰ会議

再委託 サブテーマ ① ② ③ ④ ⑦

住友精化(株) ○

北海道大学 ○ ○

東北大学 ○ ○

新日鐵住金(株) 秋田大学 ○

委託 JFEスチール(株) 群馬大学 ○

NEDO  (株)神戸製鋼所 東京大学 ○

日新製鋼(株) 共同実施 東京工業大学 ○

新日鉄住金エンジニアリング(株) 名古屋大学 ○

岐阜大学 ○

京都大学 ○ ○

大阪大学 ○

岡山県立大学 ○

九州大学 ○ ○ ○

(国研）産業技術総合研究所 ○

(公財)地球環境産業技術研究機構 ○

(一財)電力中央研究所 ○
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２．３ 研究の運営管理 

 

 研究の運営管理体制を図Ⅱ-2-4 に示す。その内容は以下のとおりである。 

 

図Ⅱ-2-4 研究の運営管理 

 

NEDO 内に技術検討委員会を設置し、専門的知見を有する外部有識者の方々から目標達成に向けた助

言を得ることによって、より効率的に、かつ客観的な御意見に基づいて研究開発を進めている（表Ⅱ-2-2）。 

 

表 Ⅱ-2-2 技術検討委員会 委員 

委員長 亀山 秀雄 東京農工大学 名誉教授 

委員 伊藤 公久 早稲田大学 基幹理工学部 応用数理学科 教授 

委員 小野崎 正樹 財団法人 エネルギー総合工学研究所 理事 

委員 小林 秀昭 東北大学 流体科学研究所 複雑流動研究部門高速反応流

研究分野 

教授 

委員 巽 孝夫 国際石油開発帝石株式会社 経営企画本部 事業企画ユニ

ット 

シニアコーディ

ネーター 

委員 月橋 文孝 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 

委員 長坂 徹也 東北大学大学院環境科学研究科 金属フロンティア工学専攻 教授 

 

本プロジェクトでは毎月実施の「全体プロセス評価・検討 WG」、「サブテーマフォロー会議」に経済産

業省関係者及び NEDO 関係者が参画することにより、本プロジェクトの進捗と方向性の確認、技術内容

ＣＯＵＲＳＥ５０委員会 (2回/年)：PJ全体の進捗確認･最終意思決定

NEDO

技術検討委員会(2回/年)
外部有識者の意見を
ＰＪ開発管理に反映

委員長：亀山東京農工大名誉教授
委員：伊藤早稲田大教授

小野崎理事*1

小林東北大教授
巽ｼﾆｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ*2

月橋東京大学教授
長坂東北大教授
*1)(財)ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所
*2)国際石油開発帝石(株)

実施者主催NEDO主催

企画運営会議(2回/年)：PJ全体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

PL

知財会議(随時)
知財･共同契約管理

対外報告企画会議(随時)
報告対応･情報発信

試験高炉WG会議(随時)
試験高炉の総合開発推進

プロセス評価WG会議(随時)
製鉄所全体の最適化を検討

アドバイザリーボード(1回/年)
外部有識者の意見を
開発方針･内容に反映

委員長：三浦東北大学名誉教授
委員：八木東北大名誉教授

清水九州大学前教授
有山東北大名誉教授
長坂東北大教授
山地東京大学名誉教授

全体プロセス評価･検討会議(10回/年)
サブテーマを統括してプロセス全体の

最適化･実用化検討を協議

新規技術創出報告会議(2回/年)
新規技術創出研究の進捗確認と進め方を協議

成果報告会(1回/年)：各年度の研究成果報告

各サブテーマ
担当者会議

(随時)
ﾃｰﾏ間連携会議

サブテーマ進捗会議(計12回/年)
各サブテーマの進捗確認と
今後の進め方を協議

サブテーマ
リーダー会議
ｻﾌﾞﾃｰﾏ間の
連携強化



Ⅱ-16 

の議論、情報交換を行い、効率的なプロジェクトの推進を図っている。 

 

＜COURSE50 委員会＞ 

日本鉄鋼連盟内に設置し、実施会社におけるプロジェクト全ての業務の統括を行う。2 回／年開催して

いる。 

 

表 Ⅱ-2-3  COURSE50 委員会委員 

委員長 新日鐵住金 代表取締役副社長 藤野 伸司 

副委員長 JFE スチール 専務執行役員 渡辺 敦 

委員 神戸製鋼所 常務執行役員 山本 浩司 

新日鉄住金エンジニアリング 常務執行役員 製鉄プラント事業部長 内田 親司朗 

日新製鋼 技術総括部長 川口 靖隆 

 

＜プロジェクトリーダー（PL）体制＞ 

より効率的なプロジェクトの推進を図るため、研究開発の現場において指示・指導・調整の任にあたり、

研究開発計画原案の策定、研究開発の実施における方向付け、研究成果のとりまとめ等の役割を担ってい

る。 

1)プロジェクト全体の計画立案および進捗管理 

2)プロジェクト会議（企画・運営会議、全体プロセス評価・検討 WG）の運営 

3)対外報告・広報 

4)国際連携（技術交流など） 

5)その他（プロジェクトが必要とした事項） 

 

表 Ⅱ-2-4  プロジェクトリーダー体制 

PL 新日鐵住金 製銑技術部長 荒木 恭一 

副 PL JFE スチール 理事 技術企画部企画グループリーダー 長谷 和邦 

PL 補佐 新日鐵住金 技術開発企画部上席主幹(部長) 殿村 重彰 

副 PL 補佐 JFE スチール 製銑技術部主任部員(部長) 石渡 夏生 

 

＜アドバイザリーボード＞ 

主としてサブテーマ「⑥製鉄プロセス全体の評価・検討」に対して各技術分野の外部有識者の意見を反

映させることを目的として、Step1 に引き続き設置した。Step1 の平成22年 3 月 9 日に第 1 回を開催し、

Step2 では、現在までに 3 回、開催して研究開発体制を含む貴重なご意見を頂いた。 

 

表 Ⅱ-2-5  アドバイザリーボード委員 

リーダー 東北大学名誉教授 三浦 隆利 

東北大学 名誉教授 八木 順一郎 

九州大学 前教授 清水 正賢 

東北大学 名誉教授 有山 達郎 

東北大学大学院工学研究科 教授 長坂 徹也 

地球環境産業技術研究機構 研究所長 山地 憲治 
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＜企画・運営会議＞ 

プロジェクトに関する実施会社の意思決定のための会議。1回／4ヶ月の頻度で開催。 

 

＜全体プロセス評価・検討WG（サブテーマ7）＞ 

1回／月の頻度で開催し、各サブテーマ間の調整やサブテーマとは別に様々な視点でプロジェクト全体の最適

化を検討。出席者はPL体制メンバー、各社WG委員、経済産業省、NEDO。 

 

＜サブテーマ進捗会議＞ 

1回／月開催して各テーマの進捗状況、実験計画について議論。出席者はPL体制メンバー、全体プロセス評

価・検討WG 委員、経済産業省、NEDO。 

各サブテーマについて、1回／3ヶ月の頻度で進捗報告・議論を行い、研究の方向性や研究促進に反映できる

体制を構築。 

 

＜成果報告会＞ 

1回／年開催し、全てのテーマの1年間の進捗状況を報告、議論している。出席者は、実施者、NEDO、経済

産業省の関係者全員。開催実績は直近では平成28年2月3日、平成29年2月8日である。 

 

＜知財会議＞ 

プロジェクトを推進するための実施会社の情報の取り扱い、成果の取り扱いなどについて各社間の協議

および協定書原案の策定、国内および外国における産業財産権の取得の推進、体外的な契約の協議などを

行う。また、知財戦略 WGを設置して、各サブテーマに適した知財権の確保を特許出願（国内、外国）、ノ

ウハウ取得などの方策について検討して、具体に有効な戦略的な産業財産権の取得を推進している。 

 

＜サブテーマ間の連携＞ 

サブテーマを跨る技術課題を解決させるために、サブテーマリーダー会議、各サブテーマ担当者会議を

設けて連携強化を進めている。また、サブテーマ 7 に係わる重点的な課題については、試験高炉 WG、プ

ロセス評価 WG、新規技術創出研究 WG を設けて、専門性を有しているメンバーによって検討する体制

とし、検討結果を全体プロセス評価・検討 WG（サブテーマ 7）に適宜報告することとした。 
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２．４ 研究開発成果の実機化に向けたマネジメントの妥当性 

 

本プロジェクトは、地球温暖化防止のために実施するもので、COG 改質増量水素による一部水素還元を含む

高炉法製鉄プロセスと、これまで製鉄所内で未利用の排熱を回収して得たエネルギーにより高炉ガスから CO2

を分離回収するプロセスを、実生産設備へ適用することを求められており、現状プロセスからCO2排出量の30%

削減を目指している。開発は、基礎研究（フェーズⅠ）とスケールアップ実証（フェーズⅡ）の大きく2つのス

テップが想定されており、各 10年間の研究期間を設けている。また、基礎研究（フェーズⅠ）は、更に各開発

要素の基礎、ベンチスケール試験を行う前半の5年間をStep1とし、開発した各要素を組合せ検証する後半の5

年間をStep2としている。 

 実機化スケジュールを図Ⅱ-2-5 に示す。現在、NEDOの委託事業として実施している事業はStep2である。

2030 年までに技術開発を完了して、CO2貯留技術が確立すること、経済合理性が成立することを前提条件とし

て、2030年頃に一号機を実機化する目標を掲げている。 

 

 
図 Ⅱ-2-5  実機化までのスケジュール 

 

 本プロジェクトは、Step1 から実機化技術の開発を完了するまでに 20 年と長期に亘るので、プロジェクトマ

ネジメントも長期的な視点が重要となる。このため、実機化に向けた対応として、以下のマネジメントを実施し

ている。 

（１）実機化に向けた技術開発課題の抽出とその実施 

実際の研究開発スケジュールでは、コークス炉ガス（COG）改質技術の開発の重点化や CO2分離回収

技術の検証等を着実に行うことに加えて、新たに試験高炉を活用した総合評価試験を実施する。これによ

り、これまで実験室レベルで取組んできた要素技術の検証を行うとともに今後の課題の把握を行う。また、

並行して高炉シミュレータの確度を高める。高炉操業シミュレーション技術の精度向上により、試験高炉

の操業結果の解析や評価によって 2018 年以降（フェーズⅡ）に予定するスケールアップ試験において設
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計期間の短縮化が期待される。実証期間の短縮化によって実機実証機の建設開始時期を早期化することに

より、2030 年に 1 基の稼動を目指す。 

 

（２）全体プロセス評価・検討WGの設置 

｢高炉からの CO2排出削減技術｣、｢高炉ガスからの CO2分離回収技術｣が約 30％の CO2削減にどの程度寄与

するのかを明確にし、各要素技術の開発目標との整合性をとり全体調整を行っている。また、製鉄所全体につい

て総合的に評価検討を行っており、全体最適化によるサブテーマの目標設定やサブテーマの成果によって変わり

得るシナリオ代替などの検討、中間目標達成に向けての検討も行っている。 

今後、最終目標及びCOURSE50最終目標の達成に向けた検討を実施するとともに、さらに、Step2以降の実

施シナリオ等の検討も実施していく予定である。 

 

（３）知財戦略の策定と知財権の確保 

本プロジェクトは、2030 年以降の実機化を目標とすることから、要素技術開発ステージである Step1 では、

現行プロセスに応用できる可能性があるものを優先して出願し、それ以外の技術はその実機化が想定される時期

を勘案して、その時期や可否をそれぞれ判断して活動を進めてきた。一方で、COURSE50の成果を欧州や中国、

韓国等の海外に開示して日本の技術力を積極的にアピールしていくことも重要であり、そのためにCOURSE50

技術を知財権として確実に担保する必要がある。 

Step2はフェーズⅡの実機化開発に向けた総合技術開発のステージであることを踏まえ、特許提案を強化して

いく必要があると考える。 

また、本プロジェクトの実施者は、NEDO知財方針に基づき、知財合意書として本研究開発の内容、当

事者間の業務分担、当事者が相互に開示する営業上及び技術上の情報の取り扱いその他必要となる事項に

ついて定める研究開発協定書を締結し、本研究開発を推進している。また、知財会議を整備し、海外への

技術流出防止を意識した知財戦略を策定している。 

さらに、全当事者は、共有成果に基づいて産業財産権の出願をしようとする場合、あらかじめ当該出願

の是非、是とする場合の出願内容、その他必要となる事項について、当該プロジェクット体制に企画・運

営会議を組織し、全当事者間でその都度協議の上決定する等の手順を定め、出願内容等を審議すると共に

出願効率化を図っている。また、成果を公表する場合は、対外報告ルールに則り実施することとする。 

Step1では海外への技術漏洩防止の観点から海外への特許出願は積極的には行ってこなかったが、Step2にお

いては上記戦略に基づいて海外への出願も積極的に行っている。 

 

（４）他分野の情報収集 

製鉄プロセスのコア技術以外の領域については、外部の技術情報を調査して導入可能性を追求することを推進

している。また、他プロジェクトとの交流による情報収集及び情報交換に関しては、鉄鋼メーカ（日本鉄鋼連盟）

による世界の鉄鋼協会、鉄鋼企業等の CO2 削減プログラム実施状況調査、情報交換結果を反映し、本プロジェ

クトでは技術開発対象外のCO2貯留についてもNEDOで実施のプロジェクトの情報収集を行い、今後の検討に

反映させていく予定である。さらには、CO2 発生量削減に関する戦略と技術の世界的な流れを注意深く精査し

て、世界の事情の変化に柔軟に対応することに寄与する。 

 

（５）新規技術創出研究の実施 

本プロジェクトは実機化までの開発期間が20年と想定されるので、コア技術においてもゼロベースをも含め

た研究を行うことによって、本プロジェクトあるいは次のコア技術開発につながる研究を進めることが必要であ

る。現在の研究段階であるStep2ではStep1で開発された技術に基づき､パイロットレベルの総合実証研究を主
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体に技術開発が行われるが、同時に、水素還元高炉の CO2 削減効果の強化・高機能化として、①要素技術の補

強、②試験高炉の操業最適化のための技術、③スケールアップ補完技術についての技術開発を行うこととし、大

学や研究機関における専門家のアイデアや英知を最大限活用する「新規技術創出研究」を実施している。この「新

規技術創出研究」の事業期間は最大5年間であるが、その間に研究ステージゲートを設けており、著しい研究成

果を上げ、実機化に向けた研究段階に移行する上で追加的なデータの取得・分析を要する事業については、次の

研究ステージアップを行い研究成果の向上を図っている。 

 

（６）開発技術の継承と人材育成 

本技術開発は長期スパンとなるため、本技術の実機化、定着には、世代を繋ぐ若い世代の技術者の開発への適

切な配置や開発成果を定量的に体系化し論理、知識を継承していくことが求められている。このために研究者の

若返りを進めており、大学についても本プロジェクトの研究参画として前述の新規技術創出研究はこの役割が位

置づけられる。 
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３．情勢変化への対応 

 

3．1 総合技術開発に向けた全体最適化 

本プロジェクトの Step2 は、Step1 における要素技術の研究成果に基づいて次の研究ステージであ

るフェーズⅡに展開するための総合技術開発を実施するものである。Step2 における 7 つのサブテー

マを総合技術として構築するためには、各課題の研究進展および世界の技術開発動向によって軌道修

正すべきアプローチもあると思われるので、幅広い視野にたった課題認識を持って全体システム最適

化を図りつつ研究開発を推進している。 

 

3.1.1 外部有識者の重要な指摘事項 

(1) 技術検討委員会 

1）実機化にとってフェーズⅡの入口条件の明確化が必要 

フェーズⅡをスタートするための具備条件提示。フェーズⅠの各プロジェクトのアウトプットがフ

ェーズⅡのアウトカムにどう繋がっているかが明確になっている必要がある。フェーズⅡに進むため

の条件を示して、それに対して現状のアウトプットが合致しているかどうかを示すこと。 

技術の目標と経済的な目標はフェーズが異なるので、技術の目標は何で、経済的には状況の変化に

より分からない部分があるが、その場合はシナリオ法でケース分けしてアウトカムを表現すると良い。 

2）マイルストーンの定量化 

CO2分離回収は Step１で原理的にはほぼできたということで、その後、具体的にどうするのかとい

うところでマイルストーンに定量感がない。スケール感がフェーズⅡに向かって行くような定量的な

マイルストーンが必要。ターゲットを決めておいてシーズ探索もやるというスタイルでマイルストー

ンを設定すべき。 

3)全体プロセスの評価のサブテーマ重み分析の必要性 

各サブテーマの重み分析の必要性。例 サブテーマ②で水素増幅率が 0.1 触れた CO2削減影響、各

サブテーマ間の目標過達、未達の全体に対するインパクト。 

4）知財戦略 

知財の戦略について検討し、ルールを決めて行ってもらいたい。NEDO として、技術の海外展開を

念頭に置いた海外特許戦略はあるのか。中韓の鉄鋼関係者は COURSE50 に注目しているので、基本

特許はきちんと出願してイニシアチブを取ること。 

5) 実機化の推進 

CO2 の回収技術についてはこの時間軸だけでなく出来るだけ早く実機化されれば良い。 

Step2 は Step1 と違い、実機化に近い段階であることをイメージする必要があり、Step1 では、高

炉で CO2 排出量 10%減、CO2 分離回収で 20%減を達成するための可能性を追求したが、Step2 では

各 SG の中でも候補となる技術を絞り込みが必要である。 

 

(2) アドバイザリーボード 

1）試験高炉のスケールアップの考え方と次のステップのイメージをもって、試験高炉で実施すべき

内容を検討するべき。 

2）シミュレーションと試験高炉の役割を区分して結果を出すこと。 
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3.1.2 外部有識者の重要な指摘事項に対する対応 

総合技術開発に向けて以下を重点的にマネジメントして研究を推進した。 

(1) 全体最適化の推進 

1）フェーズⅠStep2 出口シナリオの作成 

今回、二つのケースを設定し、そのケースごとに目標設定を行った。又、各技術開発については、

目標のブレークダウンのみならず、サブテーマ間の連携も強化し、全体プロセスの設計も推進した。

CO2削減 30%達成の為の積算については、各テーマの進捗をタイムリーに取り込み、達成確度も考慮

しながら、複数のシナリオを用意する観点で検討を行っており、現時点で 29～30%の削減についての

見通しが得られたレベルである。 

2）マイルストーンの定量化 

 各サブテーマのマイルストーンについて、定量化して目標を明確化した。その定量化した項目を以

下に示す。 

研究開発項目（サブテーマ） 最終マイルストーン（H29 年度末）における数値目標項目 

研究開発項目(1) 

高炉からの CO2排出削減技術開

発 

試験高炉により、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するため

の総合プロセス評価技術を確立し、実証試験高炉を想定した

COURSE50 プロセスの基本仕様を提案。 

①⑥鉄鉱石還元技術（高炉イン

プット C の削減） 

・送風操作（水素吹込み、高酸素富化、ガス送風）による高炉イ

ンプット C 削減効果を定量化し、それを検証 

・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正による高炉インプッ

ト C 削減効果を定量化し、それを検証 

②COG 改質技術 H2増幅率≧2 倍、耐久性≧500hr の技術確立 

③コークス改良技術 強度と反応性を両立する配合条件 

研究開発項目（2） 

高炉ガスからの CO2分離・回収

技術開発 

モデル製鉄所および代表製鉄所にて 2000 円/t-CO2の達成 

④-1 高性能吸収液技術 熱量原単位（努力目標） 

④-2 物理吸着技術 電力原単位（努力目標） 

⑤-1 未利用低温排熱回収技術 熱交換器の温度効率 

⑤-2 製鋼スラグ 顕熱回収技術 熱回収率 30％（実機化 FS） 

研究開発項目(3) 

全体プロセスの総合最適化検討 

製鉄所からの CO2 排出量 30%削減を可能にするための総合的な

評価、検討。 

 

3）プロセス評価と全体最適化 

感度分析については、主要なものを実施した。又、未達の全体に対するインパクト分析を総合効果

評価の中で実施した。特に「鉄鉱石還元への水素活用技術の開発」および「試験高炉によるプロセス

評価技術開発」において、三次元数学モデルでの検討と、各要素技術開発、試験高炉試験水準の関連

性の明確化と、可視化を行った。 

4）研究テーマの選択と集中の推進 

本プロジェクトは課題が非常に多岐に渡っているので、常にテーマ全体を見直しつつ、テーマそれ

ぞれに、加速化した。これらの課題認識をベースとして、テーマの選択と集中を実施した。パイロッ

ト規模総合技術開発を行う Step2 においては、サブテーマの括りの様な大きな規模での取捨選択は無



Ⅱ-23 

いものの、サブテーマ内における重点化は随時実施している。代表的なものは、以下のとおりである。 

・ 高炉還元工程における炉頂ガスと酸素富化技術の最適化・重点化 

・ 高炉原料の被還元性向上の為の具備条件整理 

・ コークス原料の強度と被還元性の組み合わせの最適条件の探索 

・ COG 改質における触媒改質/部分酸化の最適負荷分担の検討 

・ COG 触媒改質における硫黄被毒や炭素析出挙動の見極めによる長寿命化の為の具備条件精査 

・ 化学吸収法における世界最先端の熱消費原単位の更なる改善の為に、複数方式の比較検討 

・ 最先端熱交換技術である高効率熱交換技術における複数方式の比較検討 

個別技術の最適化のみならず、全体システムに組み込んだ際の相互の特性マッチングも視野に入れ

た「技術検討の深堀」を実施している。 

5）新規技術創出研究の展開 

既に述べた「新規技術創出研究」そのものが、情勢変化への対応も見据えた活動である。 

 

(2) 知財戦略の構築と知財化の推進 

Step2 はフェーズⅡの実機化開発に向けた総合技術開発のステージであることを踏まえ、特許提案

を強化していく必要があると考える。一方で高炉水素還元でのガス送風など、Step2 で新たに取り組

む課題も多い。そこで、各技術の進展度等を見極めながら、分野ごとに個別の特許提案目標とスケジ

ュールを設定した。ただし、技術分野によって実機化の距離が異なっているため、分野ごとに異なる

目標値とした。各分野（サブテーマ）における知財戦略の骨子は、1）事業戦略に基づいた知財戦略

の策定、2）特許出願とノウハウ保有の戦略の 2 つの視点を考慮して策定した。 

 

(3) 試験高炉の設計と試験操業計画 

「鉄鉱石還元への水素活用技術の開発」および「試験高炉によるプロセス評価技術開発」について

は、スケールアップ課題について、試験高炉で確認すべきことと、計算モデル等で並行して進める項

目を整理し、必要課題を抽出した。内容は、従来高炉操業と今回の鉄鉱石還元への水素活用高炉操業

の違いおよび従来高炉操業の試験高炉と生産高炉の規模差による操業の違いの二つの要素に分類した

後、それらを更に因数分解して、試験高炉検証および数学モデル等検討の二要素に分解して課題解決

を図る。 
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3．2 予算の重点配分 

プロジェクト全体予算の推移は、表Ⅱ-3-2 のとおりであり全体を前倒しで進めている。 

 

表Ⅱ-3-2 研究開発予算                       （百万円） 

サブテーマ名 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 計 

①鉄鉱石還元へ

の水素活用技術

の開発 

452 288 100 119 43.9 1,002.9 

②コークス炉ガス

（COG）改質技術

の開発 

406 572 538 336 153.2 2,005.2 

③コークス改良技

術開発 
225 113 123 208 106.1 775.1 

④CO2 分離・回収

技術開発 
322 185 241 169 59.4 976.4 

⑤未利用排熱活

用技術の開発 
176 225 100 75 23.7 599.7 

⑥試験高炉によ

るプロセス評価技

術開発 

979 3,588 3,600 1,110 1,040.7 10,317.7 

⑦全体プロセス

の評価・検討 
115 108 88 83 60.5 454.5 

（内新規技術創

出研究） 

103 96 79 75 55 408 

計 2,675 5,079 4,790 2,100 1487.5 16,131.5 

 

予算配分の基本的な考え方は、前述した総合技術開発に向けた研究テーマの選択と集中に基づいて

おり、次のとおりである。本プロジェクトはコアの部分と色々な周辺技術を組み合わせて行くことが

必要である。コアの部分は高炉の水素還元等で鉄鋼業界しか出来ないものである。ここは前倒しを含

めて重点的に実施していく必要がある。周辺の部分は他分野の知見も含めて開発を加速して実施する。 

①水素還元関係：本プロジェクトでの大事なコア部分であり、特に試験高炉の建設と試験操業は総

合技術開発の最重要課題であり、予算の重点的配分により試験高炉の設計・建設を着実に実施した。 

②化学吸収・物理吸着：吸収液開発をスケジュール通り進めた。物理吸着プロセス開発と実機設計

等を通して開発を加速した。 

③排熱回収：スラグ顕熱回収については実機設計のための検討を加速した。また、製鉄所の排熱回

収に適用できる新たな革新的な熱交換器の開発を開始した。 

④COG 改質：H25 年度からベンチプラントの設計・建設を開始しスケジュール通り進めた。さら

に、Step1 の試験結果解析およびラボ試験結果によりアプローチの軌道修正を行うことにより予算

の効率化を図る。 

以上を受けて、予算全体の配分を実施した。 
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４．中間評価への対応 

 

４．１ 中間評価の概要（総合評価） 

本事業は、環境安心イノベーションプログラム及びエネルギーイノベーションプログラムとして、官民一体

となって推進すべき重点研究開発内容である。NEDOプロジェクトマネジメントもオールジャパン体制を敷

き有機的に連携して推進されている。製鉄業において、現状レベルから大幅な CO2排出削減を実現しつつ、

国際競争力を維持することのできる革新的製鉄技術に必要となる要素技術に対して、世界トップレベルの顕

著な成果が得られている。中間目標は達成されており、最終目標も十分達成できる見込みが得られている。

特に、試験高炉設備が完成し、世界最高レベルの技術の試験確認とそれを立証するデータが取得できる状態

に遅延なく到達したことは高く評価できる。また、実用化へ向けた具体的な課題もしっかり抽出されており、

次のステップへ進む準備も整っている。更に、中間評価時点で一部ではあるが実用に供せられた技術がある

ことは高く評価できる。 

一方、プロジェクト構想時点と比べて、世界の鉄鋼業を取り巻く環境は大きく変化している。特に、スク

ラップの増加と鉄鋼需要量の飽和傾向により、鉄鉱石の還元溶融に特化した大規模な高炉数が、国内外にお

いて今後数十年にわたって維持されるかは不透明である。また、本プロジェクトの範囲外ではあるが CCS

によるCO2地下貯留処理も、社会的受容性の観点から社会実装において幾多の困難が予想される。このよう

な現状を踏まえ、国際的な情報開示などを通して、国際協調を怠らないように努力して欲しい。 

CO2排出削減型の高炉技術として、世界最高レベルの研究実績を有していると評価できるので、現在保有し

ているオールジャパンベースの試験高炉、シミュレーション技術、人材を幅広に展開した、世界の次世代高

炉研究拠点として展開する施策も立案し検討すべきと思われる。 

 

４．２ 中間評価への対応 

プロジェクト全体に関する指摘事項への対応は次のとおりである。 

項目 中間評価結果（抜粋） 中間評価を受けての対応 

研究開発マネ

ジメント 

製鉄所内の排熱回収技術に関

しては、対象とする製鉄所によ

ってロケーションが異なるが、

オールジャパン体制の利点を

生かして、国内の製鉄所の排熱

回収能力を把握しておくこと

や、各社社内の関係部署への理

解促進を進めておくマネジメ

ントも、実用化の上で重要にな

ると思われる。 

基本計画の全体プロセスの評価・検討を、「国内の製鉄所の

排熱回収能力を加味した代表的な国内製鉄所をモデルとし、

製鉄プロセス全体の最適化を検討し、製鉄所からの CO2 排

出量 30%削減を可能にするための総合的な評価、検討を行う」

に修正する。 

なお、本プロジェクトのために設置した、委託先各社の経営
陣が出席する COURSE50 委員会を通じ、事業成果等の周知
を図っているが、引き続き更なる理解促進に努める。 

成果の実用

化・事業化に

向けての取

り組み及び

見通し 

SG3、4、5(注)などでの成果は実

用化に近く、既存の高炉あるい

は製鉄プロセス以外にも適用

可能な技術として積極的に展

開すべきであり、2030 年を待

たずとも一部実用化済みにな

るよう、推進されることを期待

する。 

基本計画の成果の普及において、以下に修正する。 

「得られた研究開発成果については、NEDO、実施者とも普

及に努めるものとし、製鉄プロセス以外への早期実用化が見

込まれる技術については、技術の横展開を後押しする。」 

なお、引き続き成果普及のための調査等に努める。 
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５．評価に関する事項 

 

５．１  事前評価 

本プロジェクトの開始に当たり、事前評価書、基本計画（案）を作成し、NEDO ホームページ

からパブリックコメントを求め、かつ公募に先立って計画の概要を公開した。  

   期間：平成 25 年 2 月 6 日～平成 25 年 2 月 19 日 

 

５．２ 中間評価 

（１）実施時期：平成 27 年度 

（２）評価手法：外部有識者による評価  

（３）評価事務局：環境部 

（４）評価項目・基準：標準的評価項目・基準 

（５）評価委員（分科会委員；敬称略）：  

分科会長：日野 光兀（東北大学 名誉教授） 

分科会長代理：前 一廣（京都大学 教授） 

委員：一田 守政（秋田工業高等専門学校 元教授） 

委員：小林 敬幸（名古屋大学 名古屋大准教授） 

委員：清水 忠明（新潟大学 教授） 

委員：中垣 隆雄（早稻田大学 教授） 

委員：中村 崇（東北大学 教授） 
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Ⅲ.研究開発成果について 

 

１．事業全体の成果 

1．1 概要 

本プロジェクトは、コークス製造時に発生する高温のコークス炉ガス（COG）に含まれる水素

およびその水素を増幅し、コークスの一部代替に当該水素を用いて鉄鉱石を還元する技術を開発

する。また、高炉ガス（BFG）から CO2 を分離するため、製鉄所内の未利用排熱を活用した革新

的な CO2 分離回収技術を開発する。これらの技術開発により CO2 排出量の約 3 割を削減するこ

とを目標とする。図Ⅲ-1-1 に本事業の開発ステップを示すが、フェーズⅠStep1（平成 20～24 年

度（5 年間））では、水素による鉄鉱石還元と高炉ガスからの CO2 分離回収 等の要素技術開発を

実施した。今回のフェーズⅠStep2（平成 25～29 年度（5 年間））では、Step１で開発した要素

技術を組合せ、10 m3 規模試験高炉を主体とした水素還元と CO2 分離回収を組合せたパイロット

レベルの総合技術開発を行う。その後、フェーズⅡの実用化開発を経て、2030 年頃までに１号機

の実用化、最終的に高炉関連設備の更新のタイミングを踏まえて、2050 年頃までに普及を目指す。 

 

 

図Ⅲ-1- 1．本事業の開発ステップ 

 

 

1．2 成果概要 

1.2.1 最終目標の達成状況 

本プロジェクトの研究開発項目である(a) 高炉からの CO2 排出削減技術開発および(b) 高炉ガ

ス（BFG）からの CO2 分離回収技術開発に関してはそれぞれ、最終目標を達成するべく、開発を

実施し、目標を達成することができた。  

 

 

 

2008 2012 2013 2014 2017 2020         2030 2040 2050

フェーズⅠステップ1 (2008-2012)

水素による鉄鉱石還元と高炉ガスからの
CO2分離回収等の要素技術開発

[事業費:100億円]

フェーズⅠステップ2 (2013-2017)

10m3試験高炉を主体とした
「水素還元とCO2分離回収を
統合した総合技術開発」

実用化開発

フェーズⅡ

実用化･普及

[平成25年度事業費:27.3億円]
[平成26年度予算案:50.8億円]

2030年頃までに

実用化を目指す※

※CO2貯留に関するｲﾝﾌﾗ整備と
実機化に経済合理性が確保
されることが前提

高炉関連設備の更新ﾀｲﾐﾝｸﾞを踏まえ､
2050年頃までに普及を目指す
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表Ⅲ-1-1 最終目標と達成状況 

研究開発項目 
最終目標 

(平成 29 年度末) 

達成度 
主な成果 

研究開発項

目 (a) 高炉

からの CO2

排出削減技

術開発 

10m3 規模試験高炉により高炉

からの CO2排出量を削減する技術

を確立する。 

○ 

試験高炉に対応した高炉数学モデルを開

発し、送風操作等の効果を定量的に予測し

た。羽口燃焼に関するシミュレーションおよ

び燃焼試験により、複合ランスの設計を行

った。これらの知見をもとに、12m3の試験高

炉を設計・建設した。 

試験高炉における実験操業を 4 回実施し

た。試験高炉の操業結果の解析を通して、

送風操作、低反応性コークス、高被還元性

鉄原料の使用による、高炉 inputC 削減

10%の効果検証と努力目標の 12%達成のた

めの技術課題を整理した。 

研究開発項

目 (b) 高炉

ガス（ BFG ）

からの CO2

分離回収技

術開発 

高炉ガス（BFG）からの CO2分離

回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2 (｢分離

回 収 法 開 発 ロ ー ド マ ッ プ

（CCS2020）｣に示された目標)を可

能とする技術を確立する。 

○ 

CO2分離回収技術における排熱の利用に

ついては、製鋼スラグ顕熱回収技術に加え

て高効率熱交換器技術の開発を実施し

た。高性能化学吸収液の開発、物理吸着

技術の更なる効率化を進めた。この結果、

CO2分離回収コスト 2,000 円/ｔ-CO2の目途

を得た。 

◎；大きく上回って達成、○；達成、△；一部達成、×；未達  

 

1.2.2 サブテーマ毎の成果概要 

 

研究開発項目(1) 高炉からのCO2排出削減技術開発  

(a) サブテーマ①鉄鉱石還元への水素活用技術の開発  

試験高炉の操業結果の解析を通して、送風操作、低反応性コークス、高被還元性鉄原料の使用

による、高炉 inputC 削減 10%の効果検証と努力目標の 12%達成のための技術課題を整理した。 

(a-1)プロセス解析技術 

 試験高炉に対応した高炉数学モデルを開発し、モデルを用いることで、COG、調整BFG、高酸

素富化による高炉InputC▲9%を確認した。試験高炉の操業結果の解析を通して、高炉数学モデ

ルの解析精度を向上させるとともに、送風操作の効果を定量化した。また、付帯設備のエネルギ

ーバランスモデルを構築し、エネルギーバランスの評価を実施した。  

(a-2)羽口複合吹込み技術 

シミュレーションモデルを用いて試験高炉羽口内の燃焼状況をシミュレーションし、試験高炉

用に 3 重管シングルランスを選定した。また、ランスから酸素と微粉炭を同時に吹き込むことに

よる微粉炭燃焼性の改善効果をシミュレーションおよび試験炉を用いて確認した。 

試験高炉において、ランスの評価を実施し、耐久性に問題が無いことを確認した。また、非接

触式の計測（自発光計測）を実施し、微粉炭の燃焼率が評価可能であることを確認した。これら
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の操業結果、解体調査結果に基づき、微粉炭の燃焼状況に問題が無いことを確認した。  

加えて、実炉スケールでの数値シミュレーションを実証高炉用の安定燃焼ランス構造を提示し

た。 

(a-3)原料条件の最適化 

高炉数学モデル、SIS 炉試験により、低反応性コークス、高被還元性鉄原料、吹込みガス組成

の適正化による、高炉 InputC▲1～3%を確認した。高炉 InputC▲1～2%に寄与する原料性状

を提示した。 

 

(b)サブテーマ⑥試験高炉によるプロセス評価技術開発  

試験高炉の各設備の所要能力を把握すべく、試験水準として想定されるケースを設定して所要

物流量を見積もった。操業シミュレーション結果を基に、試験高炉の所要物流量を基に設備能力

を設定した。間接還元を最大化するための炉内面形状の設計を行い、内容積 12m3 の試験高炉の

建設を完了させた。 

第 1 回操業(操業 21 日間)､第 2 回操業(操業 30 日間)、第３回操業(操業 30 日間)の連続操業を完

遂し､第 4 回実験(操業 30 日間)を実施予定である。操業を通じて、COG 羽口吹込みと CO2 分離

装置との連動による排ガスｼｬﾌﾄ吹込みにより、当初の狙い通り､ H2 還元および CO 還元 (間接還

元)が増加し、C 直接還元が減少することを見定め、複合送風 操作に基づく還元反応制御が可能

(CO2 削減：-8%)であることを実証した。 

 

(c)サブテーマ②コークス炉ガス(COG)改質技術の開発  

ベンチプラント1（BP1）試験において、低SV条件で目標を達成できることがわかった。触媒

改質ガスをさらに部分酸化することによって、還元ガス中メタン濃度を5%以下とする見込みを平

衡解析によって得た。 

ベンチプラント2(BP2)試験において、触媒改質ガスを部分酸化することによって、高炉側から

の要求ガス組成（CH4濃度、CO2濃度、H2O濃度を5%以下）にできることがわかった。この時、

部分酸化反応における、O2/Cの適正範囲は0.7～0.9でありこの適正範囲内で、CH4濃度を1%未満

にしる操業条件も見出した。 触媒改質試験によって、部分酸化プロセスとの任意の組み合わせを

想定した各種操業条件での改質性能を網羅的に評価した（SV条件など）。 

BP2での500h耐久試験の結果、24hごとの再生によって触媒活性は都度、回復し、長期間操業

でも触媒劣化がみられないことを確認した。 

 

 (d)サブテーマ③コークス改良技術開発 

低コークス比操業時における装入物各層間の通気性や装入物の荷下がりを確保できるコークス

強度と反応性を制御できるコークス製造技術を確立し、試験高炉用コークスの製造および評価を

行い、以下の実施項目に対しそれぞれの成果を得た。  

国内一般のコークス炉での石炭装入密度  0.73g/cm3 でも、石炭細粒化：<3mm, 90%、 

Ro：1.0 以上 、空隙充填能力  0.95 以上の配合製造条件とすることで、高強度で反応性を制

御したコークスを安定的に製造できる見込みが得られた。  

▼1～3%の CO2 削減実証を期待して、試験高炉用コークスとして、強度 DI15015≧85、CRI≦

24 のコークスを実機で製造し、試験高炉による実証を行った。 
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 (a) サブテーマ④CO2分離回収技術開発  

化学吸収・物理吸着法それぞれにおいてCO2分離回収コスト2000円／t-CO2以下を実現可能と

する要素技術を開発することを目標として、化学吸収法における高性能CO2吸収液の開発（熱量

原単位削減）、物理吸着法におけるプロセスの運転条件の最適化（電力原単位削減）など具体的

な成果を出した。その結果、分離回収コスト2000円／t-CO2以下を達成する見込みを得た。  

(a-1) 化学吸収技術開発 

混合溶媒系吸収液を開発し、小型連続試験装置により、STEP1吸収液を凌駕する高性能を確認、

努力目標の達成目途を得た。また、混合溶媒系吸収液の性能発現機構を解明し、相変化エネルギ

ーを活用した熱量原単位の更なる削減について基本技術を構築するとともに、CO2吸収・放散を

促進可能な複数の新規触媒を見出した。 

試験高炉全4回のキャンペーンのうち3回の連動試験実施し、CAT30によるCO2回収率が90%以

上の安定操業を確認した。 

シリカ膜を用いたメンブレンリアクターによるBFGからのH2生成・濃縮検討において、目標値

を大きく超えるシリカ膜を開発した。耐水蒸気性に関しては、金属ドープや中間層の最適化によ

る改善の目途を得た。これら膜性能の目標を達成し、2015年度で中止した。 

 (a-2) 物理吸着技術開発 

PSAシステムのさらなる効率化を目指して、ラボPSA実験で粒径UP吸着剤を使用し、優位性を

確認した。また、ASCOA-3試験にて真空ポンプ電力原単位15％削減を達成。吸着剤総合性能評

価を実施し、1000hr長期耐久性試験を実施し、性能劣化が生じないことを実証した。 

これらの結果を反映して、1系列50万t-CO2/年規模の実機CO2-PSA設備の詳細検討を実施した。

機器リストおよび設置スペース40m×90mでの設備レイアウトを提示した。また、詳細検討結果

を元に、目標とする2系列100万ｔ-CO2/年規模でのCO2分離回収コスト1886円/t-CO2、電力原単

位129.7kWh/t-CO2まで削減できることを示した。 

 (a-3)分離技術総合プロセス技術開発 

排熱発生条件やエネルギー変換効率、分離回収プロセスの使用エネルギー効率をパラメータと

して最適組合せ解析を実施した。これらの検討結果から、分離回収コスト 2,000 円/t-CO2 を達成

する条件を見出した。 

CO2 の分離回収技術の動向調査により、CCS について情報の共有化が図れるとともに、分離

回収コスト 2,000 円/t-CO2 を下回るような実績は認められず、本プロジェクトで開発中の化学吸

収法および物理吸着法の優位性が明らかになった。  

 

(b) サブテーマ⑤未利用排熱活用技術の開発  

(b-1) 未利用排熱活用技術開発 

ガス－水の熱交換において温度効率 66 %を達成する熱交換器を製作し、製鉄所実機排ガスでも

その効率が得られることを示した。当該熱交換器を用いて製鉄所全体からの熱回収、熱輸送を行

った場合の熱輸送ネットワークを考案し、そのコスト評価を実施し、平均 964 ¥/t-steam の蒸気

製造コストとなることを示した  

(b-2) 製鋼スラグ顕熱回収技術開発 

スラグ凝固成形安定化については、回転クーラー方式による製鋼スラグ顕熱回収実機設備およ

び蒸気回収ボイラーの設計を実施した。設備費 28 億円、回収蒸気原単価 2461 円/t-steam にて蒸

気回収可能な全体システムを提案した。  
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研究開発項目(3) 全体プロセスの評価・検討 

鉄鉱石還元への水素活用技術の開発における送風操作最適化および原料利用技術含めた高炉改

善の全体位置づけと製鉄所全体の熱物質収支検討による製鉄所一貫削減量との関連検討を実施し

た。また、プロジェクト全体の到達目標に対する各技術の位置づけの内容掘り下げと確度向上を

検討した。 

新規技術創出研究では、要素技術の補強、試験高炉の操業最適化のための技術、スケールアッ

プ補完技術について研究を進めた。その結果、新しい技術創出の可能性や高炉諸元の予想・炉内

現象の解析に使用するシミュレーションモデルの精度向上に活用できる可能性を見出した。また、

本研究で得られた塊成鉱を試験高炉に装入し、効果を確認した。  

 

1.2.3 知的財産権等の成果概要 

表Ⅲ-1-3 には H29 年 7 月の段階での研究開発成果(成果発表・特許出願)を示す。 

表Ⅲ-1-3 特許、論文、外部発表等の件数(平成 29 年 7 月 14 日現在) 

  平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 合計 

査読有論文 12 1 12 7 2 34 

査読無論文 3 1 1 4 2 11 

研究発表・講演 29 15 42 40 13 139 

特許 7(4) 14(2) 10(2) 8 2 41 

ノウハウ 0 0 2 0 1 3 
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1．3 Step1 以降、新たに得られた技術的見解とプロセスの到達達成見通し 

1.3.1 新たに得られた成果の技術的見解 

本技術開発(フェーズⅠStep2)では、図Ⅲ-1-2に示すStep1の成果を踏まえ、製鉄所における現

状の全排出レベルに比較して総合的に約30％のCO2削減可能な技術の確立を目指し、各要素技術

を組合せたパイロットレベルの総合実証試験を行うとともに、実証規模試験を行うフェーズⅡに

つなげていくために下記の項目を目標とする。  

 

図Ⅲ-1- 2 Step1 成果と Step2 の目指す方向 

 

図Ⅲ-1-2 において、横軸の高炉ガスからの CO2 分離回収技術においては、Step1 において得ら

れた再生エネルギー原単位 2 GJ/t-CO2 を前提にした製鉄所における未利用排熱規模との対比か

ら 20%の CO2 分離回収を見込んでいるが、Step2 においては、再生エネルギー原単位の更なる改

善や、熱交換器の工業規模での特性見極めを行うことで、その到達確度を向上しようというもの

である。再生エネルギー原単位の更なる改善については、混合溶媒系吸収液を開発し、小型連続

試験装置により、STEP1 吸収液を凌駕する高性能を確認し、努力目標の達成目途を得た。また、

新規の高効率熱交換器の適用を検討し、ガス－水の熱交換において温度効率 66 %を達成する熱交

換器を製作し、製鉄所実機排ガスでもその効率が得られることを示した。  

一方、縦軸の高炉からの CO2 排出削減技術においては、Step1 においては、n=1 のスエーデン

LKAB 試験高炉での委託試験操業において約 3%の削減が実績として得られており、プロジェク

トの方向性は確認されたが、約 10%の削減レベルには至っていなかった。これに対して、試験高

炉の操業結果の解析を通して、送風操作、低反応性コークス、高被還元性鉄原料の使用による、

高炉 inputC 削減 10%の効果を検証した。 

以上の双方の取組により、総合的に製鉄所前提で約 30%の CO2 排出削減に資する技術を開発す

るものである。 

-20%0%

-10%

高
炉
か
ら
の

C
O

2排
出
削
減

10m3 試験高炉とCO2分離回収
との連結により総合効果を検証
⇒総合ｼｽﾃﾑ評価⇒Total ▼30%

送風操作と原料操作の
両面から

水素還元の効果を最大化
する技術を検討

分離回収エネルギーの
一層の低減および
未利用排熱活用技術の
適応研究を検討

8m3試験高炉により
水素還元によるCO2

低減効果を確認

高炉数学モデルにより
水素還元の効果・可能性
を理論的に立証

・世界トップレベルの高性能
化学吸収液を開発
・最適プロセスを開発

CO2分離回収の

所要ｴﾈﾙｷﾞｰを
2GJ/t-CO2迄半減

ステップ1成果

ステップ2の目標

高炉ガスからのCO2分離回収

1)高炉からの
CO2排出削減技術開発

･ラボ実験と8m3試験高炉により水素還元によるCO2低減効果(▼3%)を確認。
･コークス炉ガス(COG)に含まれる水素量の倍増を達成した。
･コークス使用量低減に伴う通気性悪化を補うための高強度コークスを開発。

2)高炉ガスからの
CO2分離回収技術開発

･分離所要エネルギー量を半減する技術を開発し、CO2分離回収▼20%に目途。
･未利用顕熱回収(ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟやｽﾗｸﾞ顕熱回収技術等)によりCO2分離回収▼20%

に必要なエネルギーを確保できる可能性を確認。

ス
テ
ッ
プ
1
成
果
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1.3.2 プロセスの到達達成見通し 

 プロジェクト全体における CO2 排出削減においては、要素技術の集積に加え、製鉄所のエネル

ギー使用形態の変更による製鉄所全体のエネルギー消費構造変更に伴う CO2 バランスも考慮に

入れる必要がある。平成 25 年度において構築した「外部購入エネルギーからの CO2 収支も含め

た所全体の CO2 バランス評価」プログラムの計算結果を展開し、各要素技術の現状を取り込み、

所全体で 30%の CO2 排出削減を実施する為の複数メニューの検討を行った。検討においては、平

均諸元を前提に、場合によっては、プロセス特性が変動する場合を想定し、努力目標を取り込み

ながら、達成に向けた複数シナリオを検討した。特に高炉からの CO2 排出削減については、水素

還元、酸素富化などの送風操作の総計で Input C 削減 9%を指向し、更なる努力代として 3%程度

を鉱石系原料、石炭・コークス、シャフトガス吹き込みからの技術で指向し、力目標の 12%達成

のための技術課題を整理した。一方、CO2 分離回収技術における排熱の利用に影響を及ぼす熱交

換器の特性によっては、化学吸収、物理吸着が持つ努力目標が必要になるケースも想定され、複

数のシナリオにより達成確度の向上に取り組み、目標となる 2000 円/t-CO2 での回収に目処をつ

けた。その全体観を図Ⅲ-1-3 に示す。 

 

図Ⅲ-1- 3 各要素技術の進展の反映 
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Ⅳ-2．成果状況一覧 

特許論文等リスト（平成 29 年 7 月 14 日現在） 

 

[特許] 

番号 出願者 出願番号 

国内 

外国 

PCT 

出願日 

公開 

出願 

取下 

名称 発明者 

1 
新日鉄住金エンジニ

アリング(株) 

PCT/JP2013/ 

070382 
PCT 2013 年 7 月 26 日 公開 二酸化炭素回収方法  

林幹洋 

他 

2 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

特願 

2014-000901 
国内 2014 年 1 月 7 日 公開 高炉の操業方法  

稲田隆信 

他 

3 
新日鉄住金エンジニ

アリング(株) 

特願 

2014-2671 
国内 2014 年 1 月 9 日 公開 

二酸化炭素ガス回収装

置 

三村 知

弘 

4 
新日鉄住金エンジニ

アリング(株) 

特願 

2014-2670 
国内 2014 年 1 月 9 日 公開 

二酸化炭素ガス回収装

置および回収方法  

三村 知

弘 

5 

（公財）地球環境産

業技術研究機構  

新日鐵住金（株）  

PCT/JP2014/ 

053485 
PCT 2014 年 2 月 14 日 公開 

【RN-4】ガス中の二酸化

炭素を吸収及び回収す

るための液体、並びにそ

れを用いた二酸化炭素

の回収方法  

東井隆行 

他 

6 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

特願 

2014-046527 
国内 2014 年 3 月 10 日 公開 

タール含有ガスの改質

方法および改質装置  

鈴木公仁 

他 

7 同上 
特願 

2014-44207 
国内 2014 年 3 月 6 日 公開 

石炭乾留ガスからの水

素製造装置および水素

ガス製造方法  

伊藤信明 

他 

8 同上 
特願 

2014-079424 
国内 2014 年 4 月 4 日 公開 高炉の操業方法  酒井博 他 

9 同上 
特願 

2014-160743 
国内 2014 年 8 月 6 日 出願 

高炉へのガス供給装置

及び方法 

伊藤信明 

他 

10 同上 
特願 

2014-160698 
国内 2014 年 8 月 6 日 出願 

水素ガス製造装置およ

び水素ガス製造方法  

伊藤信明 

他 

11 同上 
特願 

2014-176531 
国内 2014 年 8 月 6 日 出願 

高炉シャフト部供給水

素ガスの製造方法およ

び装置 

伊藤信明 

他 

12 同上 
特願 

2014-172496 
国内 2014 年 8 月 27 日 出願 

熱回収方法及びそれに

用いる熱回収装置  

小林一暁 

他 

13 同上 
特願 

2014-230554 
国内 2014 年 11 月 13 日 出願 可燃性ガス供給装置  

三瓶均  

他 

14 同上 
特願 

2014-254294 
国内 2014 年 12 月 16 日 出願 高炉の操業方法  酒井博 他 
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15 同上 
特願 

2015-042330 
国内 2015 年 3 月 4 日 出願 

連続式固定床触媒反応

装置およびその装置を

用いたガス改質方法  

伊藤信明 

他 

16 

独立行政法人産業技

術総合研究所、(株)

神戸製鋼所 

特願 

2014-208574 
国内 2014 年 10 月 10 日 出願 

コークスの熱間反応後

強度の推定方法  

崎元尚人、 

鷹觜利公 

他 

17 

（公財）地球環境産

業技術研究機構、新

日鐵住金（株）  

特願 

2015-064402 
国内 2015 年 3 月 26 日 出願 

二酸化炭素を分離回収

するための吸収液、及び

それを用いた二酸化炭

素を分離回収する方法  

 F. A. 

Chowdhur

y、他 

18 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

PCT/JP2015/0

50185,1041003

62 

外国 2015 年 1 月 6 日 出願 高炉の操業方法  
樋口謙一 

他 

19 

（公財）地球環境産

業技術研究機構、新

日鐵住金（株）  

特願 

2015-06440７ 
国内 2015 年 3 月 26 日 出願 

二酸化炭素を分離回収

するための吸収剤、及び

それを用いた二酸化炭

素の分離回収方法  

山本信 他 

20 

（公財）地球環境産

業技術研究機構、新

日鐵住金（株）  

特願 

2015-064402 
国内 2015 年 3 月 26 日 出願 

二酸化炭素を分離回収

するための吸収液、及び

それを用いた二酸化炭

素を分離回収する方法 

山本信 他 

21 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

特願 

2015-069326 
国内 2015 年 3 月 30 日 出願 

タール含有ガス改質用

触媒の再生方法  

中尾憲治 

他 

22 同上 
特願 

2015-161990 
国内 2015 年 8 月 19 日 出願 

熱回収方法及びそれに

用いる熱回収装置並び

に二酸化炭素の分離回

収方法 

小林一暁 

他 

23 同上 
特願 

2015-168548 
国内 2015 年 8 月 28 日 出願 

連続式固定床触媒反応

装置および方法 

伊藤信明 

他 

24 同上 
特願 

2015-180715 
国内 2015 年 9 月 14 日 出願 

触媒反応装置及び触媒

反応方法 

伊藤信明 

他 

25 同上 
特願 

2015-240723 
国内 2015 年 12 月 10 日 出願 

圧力スイング吸着法に

よるガス分離方法及び

設備 

紫垣伸行 

他 

26 同上 
特願 

2016-027738 
国内 2016 年 2 月 17 日 出願 

高炉の送風羽口におけ

る粒子状還元材の燃焼

位置推定方法およびそ

の方法に使用する送風

羽口 

髙橋功一 

他 

27 
公益財団法人地球環

境産業技術研究機構 

特願 

2016-34914 
国内 2016 年 2 月 25 日 出願 

水素ガス分離材および

その製造方法、水素ガス

分離材を用いた水素含

有ガスの製造方法、並び

に、膜反応器 

西田亮一 

他 
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28 

新日鐵住金(株)、公益

財団法人地球環境産

業技術研究機構 

特願 

2016-061352 
国内 2016 年 3 月 25 日 出願 

二酸化炭素吸収剤およ

び二酸化炭素の回収方

法 

山本信 他 

29 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

PCT/JP2016/ 

53573 
外国 2016 年 2 月 5 日 出願 

高炉シャフト部への水

素含有還元ガス供給方

法 

伊藤信明 

他 

30 

新日鐵住金(株)、公益

財団法人地球環境産

業技術研究機構 

PCT/JP2016/ 

058715 
外国 2016 年 3 月 18 日 出願 

二酸化炭素を分離回収

するための吸収液、及び

それを用いた二酸化炭

素を分離回収する方法 

フィロ

ツ・アラ

ム・チョウ

ドリ 他 

31 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

特願 

2016-062351 
国内 2016 年 3 月 25 日 出願 

高炉シャフト部への水

素含有還元ガス供給方

法 

伊藤信明 

他 

32 同上 
特願 

2016-084092 
国内 2016 年 4 月 20 日 出願 炭素内装鉱の製造方法 

秋山友宏 

他 

33 同上 
特願 

2016-100120 
国内 2016 年 5 月 19 日 出願 熱交換器 

小林一暁 

他 

34 

日鐵住金 (株 )、 JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング (株 ) 、

京都大学 

特願 

2016-173137 
国内 2016 年 7 月 5 日 出願 

劣質炭の改質方法、及び

コークスの製造方法、並

びに銑鉄の製造方法 

蘆田隆一 

他 

35 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

ジニアリング(株) 

特願 

2016-147999 
国内 2016 年 7 月 28 日 出願 

高炉の送風羽口におけ

る吹き込み還元材の燃

焼位置推定方法および

その方法に使用する送

風羽口 

髙橋功一 

他 

36 同上 
特願 

2016-162985 
国内 2016 年 8 月 23 日 出願 

触媒反応装置及び触媒

反応方法 

伊藤信明 

他 

37 

 (株)神戸製鋼所、国

立研究開発法人産業

技術総合研究所 

特願 

2016-173137 
国内 2016 年 9 月 5 日 出願 

製鉄用コークスの製造

方法、及び製鉄用コーク

ス、並びに銑鉄の製造方

法 

崎元尚土 

他 

38 

新日鐵住金(株)、JFE

スチール(株)、(株)神

戸製鋼所、日新製鋼

(株)、新日鉄住金エン

特願 

2016-212344 
国内 2016 年 10 月 28 日 出願 

高炉操業方法及び高炉

設備 
石井純 他 
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ジニアリング(株) 

39 同上 
特願 

2017-71479 
国内 2017 年 3 月 31 日 出願 加熱管 

伊藤信明 

他 

40 同上 
特願 

2017-112046 
国内 2017 年 6 月 6 日 出願 

高炉吹込み還元材の燃

焼率推定方法、高炉操業

方法及び送風羽口 

盛家晃太 

41 
神戸製鋼所 /京都大

学 

PCT/JP2017/0

21838 
外国 2017 年 6 月 13 日 出願 

劣質炭の改質方法、及び

コークスの製造方法、並

びに銑鉄の製造方法 

蘆田幸一

他 
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[論文] 

番号 発表者 タイトル 発表書誌名  査読 発表年月日  

1 

 
原岡たかし、他 

高炉ガスからの二酸化炭素回収用

PSA システムの開発 

CO2 分離における操作条件の影響  

化学工学論文集  

Vol.39 No.5 Page 439-444 
有 2013 年 9 月 20 日 

2 當房博幸、他  

製鋼スラグ顕熱回収技術開発  
JFE 技報, No.32 (2013), 

p.38-43 
無 2013 年 8 月 1 日 

3 當房博幸、他  

Development of Heat Recovery 

System from Steelmaking Slag JFE TECHNICAL 

REPORT, No.19 (2014) 
無 2014 年 3 月 1 日 

4 當房博幸、他 
顕熱回収に適した製鋼スラグ連続凝

固プロセスの開発  
鉄と鋼, Vol.99,(2013), 

No.12, p.683 
有 2013 年 12 月 1 日 

5 當房博幸 

「鉄鋼スラグを有効活用するための

密度および形状を制御する冷却・凝

固プロセスの開発に関する研究」の

第 4 章 

博士論文（大阪大学大学院

工学研究科）  
有 2014 年 1 月 16 日 

6 蘆田隆一、他 

溶剤抽出フラクショネーション法に

よる構造分析を用いた石炭・粘結材

のコークス化挙動予測の試み  

「鉄と鋼」第 100 巻記念特

集号、第２号（製銑分野特

集号） 

有 2014 年 2 月 1 日 

7 
F. A. 

Chowdhury、他 

CO2 Capture by Tertiary Amine 

Absorbents: A Performance 

Comparison Study 

Industrial & Engineering 

Chemistry Research 

52, 8323-8331 (2013) 

有 2013 年 5 月 20 日 

8 山本 信、他 

Behavior Characterization of 

Heat-Stable Salt in Amine-Based 

Solvent for CO2 Capture Process 

from Blast-Furnace Gas 

Chemistry Letters 

42, .532-534 (2013) 
有 2013 年 5 月 5 日 

9 
F. A. 

Chowdhury、他 

Synthesis and Characterization of 

New Absorbents for CO2 Capture Energy Procedia 

37, 265-272 (2013) 
有 2013 年 8 月 5 日 

10 山田秀尚、他 

Effect of alcohol chain length on 

carbon dioxide absorption into 

aqueous solutions of alkanolamines 
Energy Procedia 

37, 499-504 (2013) 
有 2013 年 8 月 5 日 

11 松崎洋市、他 

Ab Initio Study of CO2 Capture 

Mechanisms in Aqueous 

Monoethanolamine: Reaction 

Pathways for the Direct 

Interconversion of Carbamate and 

Bicarbonate 

Energy Procedia 

37, 400-406 (2013) 
有 2013 年 8 月 5 日 

12 松崎洋市、他 

Ab Initio Study of CO2 Capture 

Mechanisms in Aqueous 

Monoethanolamine: Reaction 

Pathways for the Direct 

Interconversion of Carbamate and 

Bicarbonate 

J. Phys. Chem. A 

117, 9274-9281 (2013) 
有 2013 年 9 月 4 日 

13 山本 信、他 

Chemical Stability of 

Secondary-Alkanolamine-Based 

CO2 Solvents under Stripping 

Condition 

Chemistry Letters 

42, 1559-1561 (2013) 
有 2013 年 9 月 11 日 
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14 斉間 等 
PSA 法による高炉ガスからの炭酸ガ

ス分離技術の開発  
Adsorption News  

Vol.27 No.1 Page 11-15 
無 2013 年 4 月 25 日 

15 山田秀尚、他 

Quantitative Spectroscopic Study 

of Equilibrium in CO2-Loaded 

Aqueous 2-(Ethylamino)ethanol 

Solutions 

Industrial & Engineering 

Chemistry Research 誌 

53, 1617-1623 (2014) 

有 2014 年 1 月 9 日 

16 斉間 等 

PSA 法による高炉ガスからの大規模

炭酸ガス分離・回収技術  
配管技術誌   無 2014 年 4 月 1 日 

17 
F. A. 

Chowdhury、他 

Development of Novel Synthetic 

Amine Absorbents for CO2 Capture Energy Procedia  

63, 572-579 (2014) 
有 

2014 年 12 月 31

日 

18 望月友貴、他 

Reduction Behavior and Crushing 

Strength of Carbon-Containing 

Iron Ore Sinters Prepared from 

Coke Oven Gas Tar 

Fuel Processing 

Technology 

有 2015 年 5 月 22 日 

19 當房博幸、他 

Development of Continuous 

Steelmaking Slag Solidification 

Process Suitable for Sensible Heat 

Recovery 

ISIJ-Int., Vol. 55 (2015), 

No.4, p.894-903 

有 2015 年 4 月 1 日 

20 紫垣伸行、他  

Heat Recovery Process from Packed 

Bed of Hot Slag Plates 

ISIJ-Int.,55(2015)p.2258 

有 2015 年 10 月 1 日 

21 植田 滋、他 

Reduction behavior of packed bed of 

sinter reduced by 

CO-CO2-H2-H2O-N2 gas 

 ISIJ-Int.,55(2015)p.1213 

有 2015 年 6 月 1 日 

22 林 幸、他 

Microstructure Change and 

Primary Slag Melting of Sinter in 

the Cohesive Zone of a Blast 

Furnace 

ISIJ-Int.,55(2015)p.1223 

有 2015 年 6 月 1 日 

23 村上太一、他 

Effect of the Reduction of Calcium 

Ferrite on Disintegration Behavior 

of Sinter under High Hydrogen 

Atmosphere 

ISIJ-Int.,55(2015)(6), 

1197-1205 
有 2015 年 6 月 20 日 

24 茂木康弘 

高炉ガスからの可燃性ガス分離  エネルギー資源学会誌  

Vol.36,No.4.(2015),56 
有 2015 年 7 月 1 日 

25 植田 滋、他 

Softening, melting, and permeation 

phenomena of CaO-FeO-SiO2 oxide 

on a coke bed 

ISIJ-Int.,55(2015)p.2098 

有 2015 年 10 月 1 日 

26 上野浩光、他 

環境調和型製鉄プロセス技術開発

(COURSE50)の概況 

エネルギー学会誌  

有 2015 年 11 月 1 日 

27 鈴木公仁 

製鉄副生ガスからの水素製造技術  電気評論 

Page13(2015)6  
有 2015 年 6 月 10 日 
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28 斉間 等、他 
高炉ガスからの炭酸ガス回収用大規

模 PSA システムの構築 

日本混相流学会誌（分離・

混合技術特集号への寄稿）  
無 2016 年 1 月 10 日 

29 秋山友宏、他 

Reduction Rate and Crushing 

Strength of Carbon-Containing 

Pellet Prepared by Impregnation 

Method of COG Tar 

Fuel Processing 

Technology, 

142(1916)p.287 

有 2016 年 2 月 10 日 

30 林 幸、他 

Effects of 2CaO∙SiO2 and 2CaO∙

Al2O3∙SiO2 on Primary Slag 

Melting of Sinters in the Cohesive 

Zone of a Blast Furnace 

ISIJ-Int.,56(2016)p.220 有 2016 年 2 月 15 日 

31 
Koki Nishioka 

他 

Sustainable Aspects of CO2 

Ultimate Reduction in the 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project), Part 1: Hydrogen 

Reduction in the Blast Furnace 

Journal of Sustainable 

Metallurgy 

有 2016 年 5 月 26 日 

32 
Shigeaki 

Tonomura、 他 

Sustainable aspect of CO2 ultimate 

reduction in steelmaking process 

(COURSE50 project) 

Journal of Sustainable 

Metallurgy 
有 2016 年 5 月 26 日 

33 
Masami Onoda、

 他 

Sustainable aspect of CO2 ultimate 

reduction in steelmaking process 

(COURSE50 project) part 2 CO2 

capture 

Journal of Sustainable 

Metallurgy,2 

209-215(2016)[63] 
有 2016 年 5 月 26 日 

34 沼口遼平、他 

CO2 分離・回収技術の高度化  『電気評論』誌  第 626 号

（第 101 巻第 5 号）PP. 

50-51 

無 2016 年 5 月 30 日 

35 石渡夏雄 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

SCANMET V, 2016 

有 2016 年 6 月 13 日 

36 植木保昭、他 

微粉炭反応挙動に及ぼす可燃性ガス

吹き込みの影響  

日本学術振興会第 54委員会

6 月期本委員会  
無 2016 年 7 月 1 日 

37 

Shigeru Ueda, 

Tatsuya Kon, 

Takahiro Miki, 

Sun-Joong Kim, 

Hiroshi Nogami 

Effects of Al2O3 and MgO on 

softening, melting, and permeation 

properties of CaO-FeO-SiO2 on a 

coke bed 

Metallurgical and 

Materials Transactions, 

47B(2016)p.2371 有 2016 年 8 月 1 日 

38 原岡たかし 
ＰＳＡ法による高炉ガスからの炭酸

ガス分離技術の構築  

Adsorption News 誌 
無 

2016 年 10 月 31

日 



Ⅳ-2-8 

 

39 松崎洋市 

企業における量子化学計算  認定 NPO 法人量子化学研

究協会・機関誌「量子の世

界」2016 年秋号 

無 
2016 年 12 月 12

日 

40 紫垣伸行、他  
高温の板状凝固スラグ充填層からの

熱回収プロセス  

鉄と鋼, Vol.103 (2017), 

No.2, p.111-118 
有 2017 年 2 月 1 日 

41 林幹洋 

燃焼排ガスからの C02 回収、そして

有効利用へ  

自動車技術学会誌  

有 2017 年 2 月 1 日 

42 殿村 重彰 
環境調和型製鉄プロセス技術開発の

現状と今後  

日本学振振興会第 148 委員

会 
無 2017 年 5 月 17 日 

43 秋山友宏、他 

Preparation of 

Carbon-containing-pellet with High 

Strength and High Reactivity by 

Vapor Deposition of Tar to 

Cold-bonded Pellet 

Energy & Fuels 

有 2017 年 5 月 31 日 

44 紫垣伸行、他  

Effect of Gas Velocity Distribution 

on Heat Recovery Process in 

Packed Bed of Plate-Shaped Slag 

Energies 2017, 10, 755 有 2017 年 6 月 23 日 

45 紫垣伸行、他  
製鋼スラグからの顕熱回収技術の開

発 

JFE 技報, No.40 (2017), 

p.1-5 
無 2017 年 8 月 1 日 
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[対外発表] 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 タイトル 会議名 発表年月日  

1 斉間 等 
高炉ガス CO2 分離技術の現状と大規

模 PSA システムの開発 

名称：(株)情報技術センター・

セミナー講習会テキスト Page 

Ⅳ-1～49 

2013 年 4 月 23 日 

2 樋口謙一、他 

Possibility of decreasing CO2 

emissions by using hydrogen 

reduction in blast furnace 

BAC2013 (5th Baosteel 

Biennial Academic 

conference) 

2013 年 6 月 5 日 

3 﨑元尚土、他 
基質連結度によるコークス強度の推

算 

拡大版 E&E フォーラム 発表

形式：ポスター発表  
2013 年 6 月 24 日 

4 紫垣伸行、他 
Heat transfer characteristic in a 

slag heat recovery chamber 

The 8th Pacific Rim 

International Conference on 

Advanced Materials and 

Processing Proceedings of 

PRICM8, p769-776 

2013 年 8 月 8 日 

5 小澤純仁、他 
Development of a heat recovery 

system from steelmaking slag 

The 8th Pacific Rim 

International Conference on 

Advanced Materials and 

Processing 

Proceedings of PRICM8, 

p761-768 

2013 年 8 月 8 日 

6 山田秀尚、他 
CO2 分離回収材の反応（２） 2 級ヒ

ンダードアミン  
化学工学会第 45 回秋季大会 2013 年 9 月 16 日 

7 松崎眞六、他 
高炉への改質 COG吹き込みの効果の

検討 

日本鉄鋼協会 166 回講演大会 

CAMP-ISIJ, 26 (2013), 510. 
2013 年 9 月 17 日 

8 谷口雅紀、他 
H2-CO 混合ガスを用いた実・模擬焼

結鉱の還元速度の評価  

日本鉄鋼協会 166 回講演大会 

CAMP-ISIJ, 26 (2013), 754. 
2013 年 9 月 17 日 

9 奥山憲幸、他 

高炉の高水素化時のコークスの役割

－粘結材を用いた高強度コークスの

製造と反応後強度－  

日本鉄鋼協会 166 回講演大会 

CAMP-ISIJ, 26 (2013), 514. 
2013 年 9 月 17 日 

10 渡壁史朗、他 
COURSE50プロジェクトにおける試

験高炉での水素系ガス吹込み操業  

日本鉄鋼協会 166 回講演大会 

CAMP-ISIJ, 26 (2013), 518. 
2013 年 9 月 17 日 

11 石井 純、他 
高炉予熱ガス吹き込み時の伝熱挙動

の推定 

日本鉄鋼協会 166 回講演大会 

CAMP-ISIJ, 26 (2013), 824. 
2013 年 9 月 17 日 

12 茂木康弘、他 
物理吸着法による高炉ガスからの

CO2 分離 

日本鉄鋼協会 166 回講演大会  

26(2013)Vol.2，831 
2013 年 9 月 17 日 

13 鈴木公仁 

石炭乾留タールの水素変換用新規改

質触媒の開発－実ガスを用いたベン

チプラント試験－  

第 112 回触媒討論会 2013 年 9 月 18 日 



Ⅳ-2-10 

 

14 奥山憲幸、他 
コークス反応後強度に及ぼす高性能

粘結材（HPC）の効果（1） 

第 50 回石炭科学会議  

発表論文集  P.12-13 
2013 年 10 月 28 日 

15 宍戸貴洋、他 
コークス反応後強度に及ぼす高性能

粘結材（HPC）の効果（2） 

第 50 回石炭科学会議  

発表論文集  P.16-17 
2013 年 10 月 28 日 

16 熊谷治夫、他 
粘結材添加がコークス原料炭の軟化

溶融挙動に及ぼす影響(3) 
第 50 回石炭科学会議  2013 年 10 月 30 日 

17 斉間 等、他 

Development of PSA System for the 

recovery of Carbon Dioxide from 

Blast Furnace Gas 

第 12 回 日中石炭・Ｃ１化学シ

ンポジウム  

予稿集(CD) 講演番号 C203 

2013 年 10 月 30 日 

18 斉間 等、他 
Development of PSA System for the 

recovery of Carbon Dioxide from 

Blast Furnace Gas 

ＩＥＡ-ＧＨＧ/IETS Iron and 

Steel Industry CCUS and 

Process Integration 

Workshop 

2013 年 11 月 5 日 

19 斉間 等、他 
CO2 回収用大規模 PSA 分離システム

の構築－実機イメージの検討一  

石油学会・北九州大会  

講演要旨集 Page234 
2013 年 11 月 14 日 

20 原岡たかし、他 
PSA 法での高炉ガス分離操作におけ

る吸脱着挙動の検討  

第 27 回日本吸着学会・研究発

表会 

 講演要旨集 Page59 

2013 年 11 月 21 日 

21 鈴木公仁 
製鉄副生ガスからの水素製造技術開

発 

水素の製造と利用シンポジウ

ム 
2013 年 11 月 25 日 

22 斉間 等、他 
高炉ガスからの CO2/CO 回収用 PSA

システムの構築  

第２９回ゼオライト研究発表

会 

講演予稿集 Page59 

2013 年 11 月 27 日 

23 田 恵太、他 

Continuous slag solidification and 

heat recovery process as a new 

application of steelmaking slag - (2)  

Results of pilot-scale experiment 

9th Global Slag Conference 

and Exhibition 2013（ドバイ） 
2013 年 12 月 11 日 

24 萩原一真、他 

Continuous slag solidification and 

heat recovery process as a new 

application of steelmaking slag 

(1) Mechanical designing of the slag 

solidification and heat recovery 

pilot plant 

9th Global Slag Conference 

and Exhibition 2013（ドバイ） 
2013 年 12 月 12 日 

25 紫垣伸行、他  
Development of a new heat 

recovery system from steelmaking 

slag 

日本鉄鋼協会  第 167 回春季講

演大会 国際セッション  
2014 年 3 月 22 日 

26 茂木康弘 
PSA 法による高炉ガスからの炭酸ガ

スの回収 

日本エネルギー学会・科学・反

応システム分科会・触媒学会

GTX 研究会合同シンポジウム  

「炭酸ガスの分離・回収と再生

利用」当日配布資料 Page9～

23 

2014 年 1 月 24 日 

27 斉間 等 

高炉ガス CO2 分離技術とゼオライト

を用いた大規模ＰＳＡシステムの開

発 

サイエンス＆テクノロジー(株)

セミナー 
2014 年 3 月 10 日 
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28 松尾翔平、他 

剛体ばねモデルによる割裂引張試験

時における複雑な気孔構造を有する

コークスの破壊解析  

日本鉄鋼協会第 167 回講演大

会（学生ポスターセッション） 
2014 年 3 月 22 日 

29 
F. A. Chowdhury 

他 
Selection of Cyclic Amine 

Absorbents for CO2 Capture 

日本化学会第 94 春季年会

（2014） 
2014 年 3 月 27 日 

30 五十嵐正之 
Development of High Performance 

CO2 Capture Process 

第 13 回 CCUS(carbon 

Capture, Utilization & 

Storage)   

2014 年 4 月 29 日 

31 稲田隆信 
Recent Progress of practical BF 

operation in Japan and innovative 

trials for the future 

23rd blast furnace 

ironmaking course McMaster 

セミナー 

2014 年 5 月 16 日 

32 﨑元尚土、他 
画像解析による DI 測定時体積破壊要

因の解明 

第 23 回日本エネルギー学会大

会 
2014 年 7 月 19 日 

33 斉間 等、他 

高炉ガスからの炭酸ガス回収用 PSA

システムの開発（実機プロセスの検

討） 

第 23 回日本エネルギー学会・

大会 

発表番号 7-1-2 

2014 年 7 月 19 日 

34 原岡たかし、他 
PSA 法による高炉ガスからの CO2 分

離における水分の影響  

化学工学会 第 46 回秋季大会

講演会 

講演番号 E114 

2014 年 9 月 17 日 

35 紫垣伸行、他 
Environmentally Harmonized 

Steelmaking Process COURSE50 

European Steel Environment 

& Energy Congress (ESEC) 

2014 

2014 年 9 月 15 日 

36 紫垣伸行、他 
CO2 分離 PSA プロセスにおける吸着

剤特性影響  

第 28 回日本吸着学会研究発表

会 

 要旨集 2-19（p37） 

2014 年 10 月 24 日 

37 﨑元尚土、他 
画像解析によるコークス熱間反応後

強度の推算  

日本エネルギー学会 第 51 回

石炭科学会議  
2014 年 10 月 22 日 

38 吉田拓也、他 

Strength and Reactivity Control of 

Metallurgical Coke Using Coal 

Derived Caking Additive 

2014 International 

Pittsburgh Coal Conference  
2014 年 10 月 6 日 

39 
F. A. Chowdhury 
他 

SELECTION AND 

DEVELOPMENT OF SPECIFIC 

SYNTHETIC AMINE 

ABSORBENTS FOR CO2 

CAPTURE 

ICSST14 
2014 年 10 月 30 日

～11 月 1 日 

40 斉間 等、他 

DEVELOPMENT OF PSA SYSTEM 

FOR THE RECOVERY OF 

CARBON DIOXIDE FROM BLAST 

FURNACE GAS IN STEEL WORKS 

ICSST14  

発表番号：ＤＯ－０４  

2014 年 10 月 30 日

～11 月 1 日 

41 
F. A. Chowdhury 
他 

Development of Novel Synthetic 

Amine Absorbents for CO2 Capture 
GHGT-12 

2014 年 10 月 6 日～

10 月 9 日 
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42 中尾真一 CO2 分離回収技術の現状  
革新的環境技術シンポジウム

2014 
2014 年 12 月 17 日 

43 鷹觜利公、他 
画像解析法を用いたコークス熱間反

応後強度の評価  

第 15 回北海道エネルギー資

源環境研究発表会  
2015 年 1 月 27 日 

44 堺 康爾、他 

高性能粘結材（HPC）のコークス原

料炭軟化溶融挙動に及ぼす効果の

NMR による検討 

日本鉄鋼協会第 169 回講演大

会 

CAMP-ISIJ, 28 (2015), 7-8. 

2015 年 3 月 19 日 

45 望月友貴、他 

Reduction Behavior and Crushing 

Strength of Carbon-Containing 

Composites Prepared from COG 

Tar and Cold Bonded Pellets 

The 13th Japan-China 

Symposium on Coal and C1 

Chemistry 予稿集 

2015 年 8 月 31 日 

46 葛西栄輝、他 
カルシウムフェライトの被還元性に

及ぼす還元ガス組成の影響  

日本鉄鋼協会第 170 回講演大

会 
2015 年 9 月 1 日 

47 﨑元尚土、他 

Image analysis method for 

estimation of micro-strength of 

coke reacted by CO2, H2O and 

CO2+H2O. 

The 13th China-Japan 

Symposium on Coal and C1 

Chemistry 

平成 27 年 8 月 31-9

月 4 日 

48 西岡浩樹 
試験高炉に適用可能な高炉数学モデ

ルの開発 

日本鉄鋼協会  第 170 回講演大

会 

2015 年 9 月 16 日

(水) 

49 鈴木公仁 
高温 COG中タールの触媒ドライガス

化による水素製造技術開発  

日本鉄鋼協会第 170 回講演大

会 Page714 

2015 年 7 月 2 日

（木） 

50 望月友貴、他 

COG タールとコールドボンドペレ

ットから調整した炭素内装塊成鉱の

圧潰強度と反応性  

日本鉄鋼協会第 170 会講演大

会 
2015 年 9 月 16 日 

51 石渡夏生、他 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

Asia Steel International 

Conference 2015 (Asia Steel 

2015) 

2015 年 10 月 5 日

(月) 

52 坪内直人、他 
水素活用製鉄の実現を目指した炭素

内装塊成鉱の製造  

化学工学会エネルギー部会炭

素系資源利用分科会「第一回炭

素系資源の利用に関する勉強

会」概要集  

2015 年 9 月 16 日 

53 望月友貴、他 

Reduction Behavior and Crushing 

Strength of Carbon-Containing 

Iron Ore Sinters Prepared from 

COG Tar 

Asia Steel 2015 2015 年 10 月 5 日 

54 植木保昭、他  
微粉炭燃焼挙動に及ぼす水素系ガス

添加の影響  

日本鉄鋼協会第 170 回講演大

会 
2015 年 9 月 16 日 
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55 小澤純仁、他 

製鋼スラグ顕熱回収パイロットプラ

ント試験結果  

（COURSE50 製鋼スラグ顕熱回収

技術開発－6） 

日本鉄鋼協会第 170 回講演大

会 CAMP-ISIJ, 28 

(2015)-625. 

2015 年 9 月 17 日 

56 中尾憲治、他 

Ce/NiMgO+Al2O3 触媒を用いたコー

クス炉ガス中タールの水蒸気改質反

応 

第 116 回触媒討論会 P086 
2015 年 9 月 9 日 

57 植木保昭、他  
微粉炭燃焼挙動に及ぼす水素系ガス

添加の影響  

エコトピア科学に関する国際

シンポジウム 2015（ISETS 

'15） 

2015 年 11 月 27 日 

58 吉田拓也、他 

Coke strength and reactivity 

control in coal carbonization 

process using coal derived caking 

additive HPC 

International Conference on 

Coal Science & Technology 

2015 

平 成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

59 松尾翔平、他 
Fracture Analysis of Coke 

Considering with 

Three-dimensional Microstructure 

International Conference on 

Coal Science & Technology 

2015 

平 成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

60 熊谷治夫、他 

NMR Study on the effects of HPC 

addition on the thermoplasticity of 

non-coking or slightly-coking coals. 

]International Conference on 

Coal Science & Technology 

2015 

平 成 27 年 9 月

27-10 月 1 日 

61 山田秀尚、他 

Effects of CO2 absorption on the 

lower critical solution temperature 

phase separation in amine-H2O 

systems 

第 34 回溶液化学国際会議  
2015 年 8 月 30 日～

9 月 3 日 

62 石渡夏生、他 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

SCANMET V  2016 年 6 月 1 日 

63 望月友貴、他 
化学気相浸透法で調製した炭素内装

塊成鉱の強度と反応性  
石炭化学会議  2015 年 10 月 28 日 

64 望月友貴、他 

Reduction Behavior and Crushing 

Strength of Carbon-Containing 

Composites Prepared from COG 

Tar and Cold Bonded Pellets 

The 13th Japan-China 

Symposium on Coal and C1 

Chemistry PPT 資料 

2015 年 8 月 31 日 

65 多胡智貴、他  
シリカ膜を搭載した膜反応器を用い

た水性ガスシフト反応の検討  
化学工学会 第 47 回秋季大会 

2015 年 9 月 9 日～9

月 11 日 

66 三浦孝一、他 
重質油と低品位鉄鉱石のコプロセッ

シングにおける相互作用の機構  
2015 年度化学工学会秋季大会  2015 年 9 月 

67 
山田将聡、小林信

介、板谷義紀、他  

スパイラル管を用いる吸収式ヒート

ポンプの吸収液膜熱・物質伝達  
2015 年度化学工学会秋季大会  

2015年 9月 9日(水)

〜11 日(金) 

68 崎元尚人、他 
Estimation of hot strength by using 

image analysis 

International Conference on 

Coal Science & Technology 

2015 

2015 年 9 月 30 日 
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69 
 

蘆田隆一、他 

劣質な石炭からの低ガス化反応性コ

ークス製造方法  

2015 年度化学工学会秋季大

会、講演要旨集  M216 
2015 年 9 月 10 日 

70 崎元尚人、他 
Estimation of Coke Drum Index 

from Coke-Matrix Connectivity 

The 13th China-Japan 

Symposium on Coal and C1 

Chemistry，ポスター発表, 

Proceedings(USB), P68 

 

2015 年 9 月 1 日 

71 崎元尚人、他 
Relationship Between Coke-Matrix 

Connectivity and Pore Structure 

The 13th China-Japan 

Symposium on Coal and C1 

Chemistry，ポスター発表, 

Proceedings(USB), P69 

 

2015 年 9 月 1 日 

72 伊藤信明、他 

Catalyst bed reactor for online 

removal of coke from catalyst in 

reforming of coke oven gas 

AIChE 2015 spring meeting 

(Austin, TX) 

No.399351 

2015 年 4 月 27 日 

73 鈴木公仁、他 

Hydrogen amplification technology 
development using a by-product gas 

(hot COG (coke oven gas) in the 

steel making process 

6th International Conference 

on Hydrogen Production 

No.297 

2015 年 5 月 4 日 

74 久保亮太、他 
CO2-H2 混合ガスによるグラファイト

のガス化反応挙動  

 

日本鉄鋼協会  第 170 回秋季講

演大会 

2015 年 9 月 16 日 

75 武田昌平、他 
CO-CO2-H2 混合ガスによる多成分系

カルシウムフェライトの還元挙動  

日本鉄鋼協会  第 170 回秋季講

演大会 
2015 年 9 月 16 日 

76 崎元尚土 
各種反応ガスにおけるコークスの粉

化挙動と基質構造変化  
第 52 回石炭科学会議  2015 年 10 月 28 日 

77 三浦孝一 

低品位鉄鉱石と石炭由来炭素質から

の高還元性・高ガス化反応性コンポジ

ットの製造  

第 52 回石炭科学会議  2015 年 10 月 28 日 

78 熊谷治夫 
粘結材添加がコークス原料炭の軟化

溶融挙動に及ぼす影響 （４） 
第 52 回石炭科学会議  2015 年 10 月 28 日 

79 紫垣伸行、他 
13Xゼオライトの CO2-N2混合ガス吸

着特性 

第 29 回日本吸着学会研究発表

会 
2015 年 11 月 20 日 

80 矢田五郎、他 

Effect of Addition of Mixed Gas 

Including Hydrogen on 

Combustibility of Pulverized Coal 

エコトピア科学に関する国際

シンポジウム 2015（ISETS 

'15） 

2015 年 11 月 28 日 

81 中尾真一 
低炭素社会を目指す化学研究グルー

プの取り組み  
革新的環境技術シンポジウム  2015 年 12 月 18 日 

82 秋山友宏、他  
タールの気相蒸着法により調整した

炭素内装塊成鉱の圧潰強度と反応性  

日本鉄鋼協会第 171 回講演大

会 
2016 年 1 月 5 日 
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83 崎元尚土 コークス画像解析技術の深化  

日本学術振興会  石炭・炭素資

源利用技術 148 委員会 第 153

研究会 

2016 年 2 月 9 日 

84 多胡智貴、他 
シリカ膜を用いた膜反応器による高

炉ガス有効活用  
化学工学会 第 81 回年会 

2016 年 3 月 13～15

日 

85 水間有希乃、他 
高 Al2O3・高 MgO 焼結鉱の還元過程

におけるスラグ初期融液生成挙動  

日本鉄鋼協会 第 171 回春季

講演大会 
2016 年 3 月 25 日 

86 山口博生 
実機焼結鉱の還元実験における水素

添加の影響  

日本鉄鋼協会  第 171 回春季講

演大会 
2016 年 3 月 24 日 

87 奥山憲幸 HPC を用いたコークス製造 
JCOAL 技術開発委員会ワーキ

ンググループミーティング  
2016 年 3 月 11 日 

88 野内泰平 

Recent Progress of practical BF 

operation in Japan and innovative 

trials for the future 

McMaster セミナー 2016 年 5 月 8 日 

89 紫垣伸行 

Development of Large-scale 

CO2-PSA System for the Recovery 

of CO2 from Blast Furnace Gas 

12th International 

Conference on the 

Fundamentals of 

Adsorption(FOA12) 

2016 年 6 月 3 日 

90 鷹觜利公 
Influence of Gasification Regent on 

Gasification Kinetics of Coke 

8th International Freiberg 

Conference on IGCC & XtL 

Technologies 

2016 年 6 月 14 日 

91 内山未有 
Ni-MgO 系触媒の H2S による硫化過

程の追跡 

第 53 回化学関連支部合同九州

大会 
2016 年 7 月 2 日 

92 當房博幸、他 鉄鋼スラグの新規用途、新製造技術  
産業技術短期大学夏季特別講

座 
2016 年 8 月 23 日 

93 工藤真二 
事前微粉砕処理による褐炭由来成型

コークスの強度向上  
化学工学会  第 48 回秋季大会 2016 年 9 月 6 日 

94 工藤真二 
褐炭由来成型コークスの強度におよ

ぼす原料の性状  
化学工学会  第 48 回秋季大会 2016 年 9 月 6 日 

95 村上太一、他 

DISINTEGRATION MECHANISM 

OF CALCIUM FERRITE IN 

SINTER BY REDUCTION 

7th European Coke & 

Ironmaking Congress  

- ECIC 2016 

2016 年 9 月 12 日 

96 殿村重彰 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

7th European Coke & 

Ironmaking Congress 
2016 年 9 月 13 日 

97 竹内栄一 
酸化鉄塊成鉱の被還元性に及ぼす気

孔率の影響  

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 
2016 年 9 月 21 日 

98 鷲見郁宏 

鉄鋼業における排熱利用の開発例

(COURSE50 製鋼スラグ顕熱回収技

術開発) 

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 シンポジウム「鉄鋼未利用

熱エネルギーの有効活用」  

2016 年 9 月 21 日 
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99 石原真吾、他 
充填層軟化が通気性に及ぼす影響の

解析 

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 
2016 年 9 月 21 日 

100 小暮 聡、他 
還元炉によるシャフトガス吹き込み

効果の影響評価  

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 
2016 年 9 月 22 日 

101 蔡 帛原、他 
高温 X 回折による焼結鉱の被還元性

の評価 

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 
2016 年 9 月 22 日 

102 植田 滋、他 
雰囲気と還元による鉄鉱石軟化溶融

挙動への影響  

日本鉄鋼協会第 172 回講演大

会 
2016 年 9 月 22 日 

103 - 
CO2 を大幅削減する製鉄プロセス

（仮題） 
Highlighting JAPAN 2016 年 9 月 23 日 

104 後藤和也 

Development of CO2 Capture 

Technology by Chemical Absorption 

Systems 

Carbon Sequestration 

Leadership Forum (CSLF) 
2016 年 10 月 5 日 

105 熊谷治夫 
粘結材添加がコークス原料炭の軟化

溶融挙動に及ぼす影響(5) 

日本エネルギー学会 第 53 回

石炭科学会議  
2016 年 10 月 26 日 

106 崎元尚土 
各種反応ガスによるコークス光学組

織への影響  

日本エネルギー学会 第 53 回

石炭科学会議  
2016 年 10 月 26 日 

107 殿村重彰 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

Yagi Symposium 2016 年 11 月 8 日 

108 紫垣伸行 
NaX，NaY ゼオライトを用いた

CO2-PSA における原料ガス水分影響 

第 30 回日本吸着学会研究発表

会 
2016 年 11 月 10 日 

109 松崎洋市 量子化学計算の産業応用  
九州大学 吉澤研究室セミナ

ー 
2016 年 11 月 10 日 

110 

F. A. 

Chowdhury、山田

秀尚、他 

Results of RITE's Advanced Liquid 

Absorbents Developed for Low 

Temperature CO2 Capture 

GHGT-13 

2016 年 11 月 14 日 

111 殿村重彰 

CO2 Ultimate Reduction in 

Steelmaking Process (COURSE50 

Project) 

化学フェスタ  2016 年 11 月 14 日 

112 内山未有 
硫化過程における Ni-MgO 系触媒の

構造解析 
第 46 回石油・石油化学討論会  2016 年 11 月 17 日 

113 
斉間等、茂木康弘、

他 

多孔性物質の細孔内における炭酸ガ

ス拡散速度  

日本エネルギー学会西部支部

第１回学生・若手研究発表会  
2016 年 11 月 23 日 

114 田 恵太、他 
Development of heat recovery 

system from steelmaking slag 

日本鉄鋼協会  エコテクノロジ

ー若手研究フォーラム講演会  
2016 年 11 月 25 日 

115 宍戸貴洋 

Effect of high performance caking 

additive (HPC) on high-strength 

cokemaking with controlled 

reactivity 

The 1st Australia-Japan 

Symposium on Carbon 

Resource Utilisation 

2016 年 11 月 28 日 
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116 中尾真一 
化学吸収液 －CO2 削減技術の早期

実現を目指して－  

革新的環境技術シンポジウム

2016 
2016 年 12 月 7 日 

117 林幹洋 
省エネ型 CO2 化学吸収法の開発と実

用化（ESCAP®）状況について 
TIC セミナー 2016 年 12 月 16 日 

118 伊藤 彰 
水素エネルギー社会に向けた新日鐵

住金の取り組み  

関東地域ｴﾈﾙｷﾞｰ・温暖化対策推

進会 
2017 年 1 月 13 日 

119 山田秀尚、他 
下限臨界溶液温度型のアミン－水系

における CO2 吸収に関する研究  
化学工学会第 82 年会 2017 年 3 月 6 日 

120 

西廣一隼、前田敬

之、大野光一郎、

国友和也 

H2-CO 混合ガスによる炭素析出反応

に及ぼすガス組成・温度の影響  

日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 16 日 

121 林幹洋 炭酸ガスの地産地消モデル  
日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 16 日 

122 

本村優貴、 葛西栄

輝 、村上太一  、

丸岡大佑 

高水素雰囲気に適した焼結鉱組織造

り込みのための原料設計  

日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 17 日 

123 

丸岡大佑、俣岡昌

嗣郎、村上太一、

葛西栄輝 

4 元系カルシウムフェライトの被還

元性に及ぼす鉱物組成および雰囲気

の影響 

日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 17 日 

124 
西垣亮介、渡邊玄、

須佐匡裕、林 幸 

焼結鉱中の針状カルシウムフェライ

ト生成に及ぼす SiO2 賦存状態の影響 

日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 17 日 

125 
蔡帛原、渡邊玄、

須佐匡裕、林 幸 

高温Ｘ線回折による合成 SFCA の被

還元性の評価  

日本鉄鋼協会第 173 回講演大

会 
2017 年 3 月 17 日 

126 中尾憲治 

コークス炉ガス改質による水素増幅

技術の開発（ベンチプラントによる実

証試験） 

第 119 回触媒討論会 2017 年 3 月 21 日 

127 山田秀尚 

RITE’s Advanced CO2 Capture 

Technologies 

TCCS-9(The 9th Trondheim 

Conference on CO2 Capture, 

Transport and Storage) 
2017 年 6 月 14 日 

128 萩生 大介 

省エネ型 CO2 回収設備（ESCAP） 日中グリーンエキスポ 2017

（パネル展示）  

(開催場所：中国・北京国際展

覧中心２号館) 

2017 年 6 月 13 日 

129 殿村 重彰 

環境調和型製鉄プロセス技術開発の

現状と今後  

学振 148 

2017 年 4 月/30 日 

130 殿村 重彰 

環境調和型製鉄プロセス技術開発の

現状と今後  

学振 148・第 159 委員会 

2017 年 5 月 24 日 

131 
村上太一、葛西栄

輝 

高水素雰囲気で高被還元性を有する

焼結鉱の製造と評価  

日本鉄鋼協会  

2017 年 6 月 20 日 

132 
村上太一、葛西栄

輝 

固相反応により調製した 4 元系カル

シウムフェライトの被還元性に及ぼ

す雰囲気ガスの影響  

日本鉄鋼協会  

2017 年 5 月 19 日 

133 荒木 恭一 

Recent Development of 

Iron-making Technologies in 

Japan(Key note) 

Iron Ore 2017, Perth（豪州）

by the Australasian Institute 

of Mining and 
2017 年 7 月 24 日 
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Metallurgy(AusIMM) and 

CSIRO 

134 山口 博生 

針状カルシウムフェライトの生成に

及ぼす加熱温度、CaO 源及び Al2O3

濃度の影響  

日本鉄鋼協会  

2017 年 6 月 20 日 

135 紫垣 伸行 

Development of CO2 physical 

adsorption technology 

EMECR2017(1st 

International Conference on 

Energy and Material 

Efficiency and CO2 Reduction 

in the Steel Industry) 

2017 年 6 月 30 日 

136 松崎 洋市 

Development of CO2 chemical 

adsorption technology 

EMECR2017 

2017 年 6 月 30 日 

137 中尾 憲治 

Hydrogen amplification technology 

developement using coke oven gas 

(COG) 

EMECR2017 

2017 年 6 月 30 日 

138 笠井 昭人 

Optimum Design of the Complex 

Injection Lance for COURSE50 

Experimental Blast Furnace 

EMECR2017 

2017 年 6 月 30 日 

139 殿村 重彰 

環境調和型製鉄プロセス技術の開発

／水素還元活用製鉄プロセス

(STEP2) 

NEDO 環境部事業報告会 

2017 年 7 月 4 日 

(b)新聞・雑誌への掲載

番号 発表者 発表タイトル  掲載誌名 発表年月日  

1 斉間 等 
CO2 回収・貯留（CCS）大規模削減の切り

札コスト抑制で開発競争  

日経エコロジー・8 月号 

2013 年 8 月号 Page 54-56 
2013 年 7 月 8 日 

2 林 幹洋 
省エネ型二酸化炭素回収設備「ESCAP®」

の商業二号機の受注について  
ブレスリリース  2016 年 10 月 17 日 

3 加藤次裕 
プレスリリース原稿「化学吸収液の使用許

諾について」  
ブレスリリース  2016 年 10 月 21 日 

4 上野浩光 
水素還元製鉄・CO2 回収開発成果と課題を

聞く 
鉄鋼新聞 2017 年 1 月 4 日 
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(c)その他 

番号 発表者 発表タイトル  発表媒体 発表年月日  

1 菊池直樹、他 
低品位炭からの製鉄コークス用粘結

材製造技術（ハイパーコール）  

JCOAL CCT ロードマップ  第 3 版

（一般財団法人  石炭エネルギーセ

ンター技術開発委員会作成）の個別

技術紹介 

2014 年 1 月 16 日 

2 東井隆行 
RITE 化学研究グループの研究活動概

説 
RITE TODAY（RITE の年報） 2014 年 3 月 14 日 

3 鈴木公仁 
製鉄副生ガスからの水素製造技術開

発 

2014 年度 日鉄住金環境㈱  分析ソ

リューション事業本部技術報告会  
2014 年 7 月 3 日 

4 松崎洋市 量子化学計算の産業応用  大阪大学 「化学工学特別講義 II」 2014 年 11 月 27 日 

5 松崎洋市 
計算化学を活用した環境問題への取

り組み  
東北大学 「環境材料評価学特論」 2014 年 12 月 1 日 

6 中尾真一、他 
RITE 化学研究グループの研究活動概

説 
RITE TODAY（RITE の年報） 2015 年 3 月 13 日 

7 市川祐三 日本鉄鋼連盟の事業活動について  
米国鉄鋼協会（AISI）への鉄連事業

活動の説明資料  
2015 年 4 月 10 日 

8 小野 透  COURSE50 Status Report 
CO2 Breakthrough Programme 

13th Meeting of the Expert Group 
2015 年 6 月 15 日 

9 殿村重彰 
環境調和型製鉄プロセス技術開発  

(COURSE50 プロジェクト)の概要 
JCOAL:CCT ワークショップ 2015 2015 年 7 月 2 日 

10 松崎洋市 量子化学計算の産業応用  大阪大学 「化学工学特別講義 II」 2015 年 12 月 1 日 

11 菊池直樹 

ゼロエミッション石炭火力技術開発

プロジェクト クリーン・コール・テ

クノロジー推進事業 エネルギー需

給における石炭の役割と今後のＣＣ

Ｔ技術開発のあり方に関する検討  

NEDO 事業 25 年度成果報告書 2015 年 7 月 25 日 

12 
JFE ホール

ディングス 
COURSE50（JFE CSR報告書英語版） JFE グループ CSR 報告書 2014 2016 年 1 月 12 日 

13 加藤次裕、他 

CO2 分離・回収技術の高度化・実用化、

および水素エネルギー社会構築に向

けた無機膜、膜反応器開発への取り組

み 

RITE TODAY（RITE の年報） 2016 年 3 月 1 日 

14 中尾憲治 
環境技術を極める－水素増幅触媒技

術 
新日鐵住金社内報「鉄の絆」3 月号 2016 年 3 月 3 日 

15 松尾 翔平 数値シミュレーションを用いた高炉 平成 27 年度活動報告書、東北大学 2016 年 3 月 31 日 
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用コークスにおける強度支配因子の

解明 

流体科学研究所発行及び HP 上で公

開 

16 原 有輝 コークスの微細構造解析  
東北大学 マイクロシステム融合研

究開発センター 成果報告書 
2016 年 3 月 31 日 

17 中尾憲治 COURSE50 BP2 概要説明 北海製鉄内研修での BP2 設備見学 2016 年 4 月 28 日 

18  
環境調和型製鉄プロセス技術開発

(COURSE50) 
新日鐵住金・アニュアルレポート  2016 年 6 月 1 日 

19 松崎洋市 量子化学計算の産業応用  大阪大学 「化学工学特別講義 II」 2016 年 12 月 19 日 

20 前田洋平 

低炭素社会実行計画 2016 年度フォロ

ーアップ結果  総括編＜2015 年度実

績＞（速報版）  

鉄連ホームページ  2016 年 12 月 21 日 

21 前田洋平 
日本鉄鋼連盟の地球温暖化対策への

取組み 
鉄連ホームページ  2016 年 12 月 21 日 

22 茂木康弘、他 
環境調和型製鉄プロセス技術開発製

鉄プロセスにおける CO2 削減の取組 

JFE 研究所マスコミ見学会 パネ

ル展示 
2017 年 1 月 17 日 

23 鷲見郁宏 
JFE スチールの地球温暖化、エネルギ

ー環境問題への取組み  
秋田大学工学部講義  2017 年 1 月 20 日 

24 鷲見郁宏 
日本の鉄鋼業における地球温暖化と

エネルギー環境問題への取組み  

明治大学セミナー「日本における二

酸化炭素問題への取組み」  
2017 年 2 月 24 日 

25 村尾明紀 
環境調和型製鉄プロセス技術開発製

鉄プロセスにおける CO2 削減の取組 
学生インターンへの説明  2017 年 2 月 6 日 

26 
F. A. 

Chowdhury 

Development of novel liquid 

absorbents for efficient CO2 capture 

韓国 KCRC との CCS に関する技術

交流 
2017 年 2 月 21 日 

27 加藤次裕、他  
化学吸収法による CO2 分離・回収技

術開発 
RITE TODAY（RITE の年報） 2017 年 3 月 13 日 

28 後藤和也、他  平成 29 年度の RITE 研究計画 

（公財）地球環境産業技術研究機構 

平成 29 年度事業計画書（RITE ホー

ムページで公開）  

2017 年 4 月 30 日 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録 



研究評価委員会 

「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／ 

水素還元活用製鉄プロセス技術開発（STEP2）」（前倒し事後評価）分科会 

議事録（案） 

日 時：平成29年9月13日（水）10：00～17：15 

場 所：世界貿易センタービル3階 RoomA 会議室 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   日野 光兀 東北大学 名誉教授 

分科会長代理 伊藤 公久 早稲田大学 基幹理工学部 応用数理学科 教授 

委員 小野崎正樹 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 部長 

委員 小林 敬幸 名古屋大学 大学院工学研究科 化学システム工学専攻 准教授 

委員 前  一廣 京都大学 大学院工学研究科 化学工学専攻 教授 

委員 守富 寛 岐阜大学 大学院工学研究科 環境エネルギーシステム専攻 教授 

＜推進部署＞ 

坂内 俊洋 NEDO 環境部 部長

在間 信之 NEDO 環境部 統括研究員

西岡 映二(PM) NEDO 環境部 主査

中田 博之 NEDO 環境部 主査

＜実施者＞ 

荒木 恭一(PL)  新日鐵住金株式会社 製銑技術部 製銑技術部長 

長谷 和邦(副PL) JFEスチール株式会社 技術企画部 企画グループ グループリーダー 

殿村 重彰(PL補佐) 新日鐵住金株式会社 技術開発企画部 技術企画室 上席主幹 

石渡 夏生(副PL補佐) JFEスチール株式会社 製銑技術部 主任部員 

西岡 浩樹(SG1リーダ) 新日鐵住金株式会社 プロセス研究所 製銑研究部 上席主幹研究員 

堂野前 等(SG2リーダ) 新日鐵住金株式会社 先端技術研究所 環境基盤研究部 部長 

菊池 直樹(SG3リーダ) 株式会社神戸製鋼所 技術開発本部 機械研究所 専門部長 

鷲見 郁宏(SG4リーダ) JFEスチール株式会社 スチール研究所 環境プロセス研究部 部長 

末宗 義広(SG5リーダ) 新日鐵住金株式会社 プロセス研究所 プロセス技術部 部長 

宇治澤 優(SG6リーダ) 新日鐵住金株式会社 プロセス研究所 試験高炉プロジェクト推進部 部長 

＜評価事務局等＞ 

保坂 尚子 NEDO 評価部 部長

前澤 幸繁 NEDO 評価部 主査

中井 岳  NEDO 評価部 主任 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．プロジェクトの概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 

5.2 研究開発成果、成果の実用化に向けた取組及び見通し 

5.3 質疑応答 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.0 全体総括 

6.1 鉄鉱石還元への水素活用技術開発 

6.2 コークス炉ガス（COG）改質技術の開発

6.3 コークス改良技術開発 

6.4 高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

6.5 未利用排熱活用技術の開発 

6.6 試験高炉によるプロセス評価技術開発 

6.7 全体プロセスの評価・検討 

７．全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

１０．閉会

議事内容

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局）

・配布資料確認（事務局）

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。

・出席者の紹介（評価事務局、推進部署）

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題６.「プロジェクトの詳細説明」及び７.「全体を通

しての質疑」を非公開とした。 
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４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。

５．プロジェクトの概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 

推進部署より資料5-1に基づき説明が行われた。 

5.2研究開発成果、成果の実用化に向けた取組及び見通し 

実施者より資料5-2に基づき説明が行われた。 

5.3 質疑応答 

5.1及び5.2の説明の内容に対し、質疑応答が行われた。 

【日野分科会長】  どうもありがとうございました。 

それでは、技術の詳細につきましては、議題6で扱いますので、ここでは主に事業の位置付け・必要

性、マネジメントについて議論いたします。ただいまの2件の説明に対して、ご意見、ご質問をお願い

いたします。 

 どうぞ、小野崎委員。 

【小野崎委員】  エネ総研の小野崎です。最初、NEDOさんのほうのお話の中で、説明資料で7ページに、世

界での製鉄プロセスに関する技術開発ということでのお話がありましたけれども、この中で、それぞ

れにやはりCO2削減というのを目標にしているかと思うのです。今回は30％削減が目標となっています

が、世界の中では、具体的にはそのような目標あるのでしょうか。 

【西岡主査】  具体的には、大きく分けて2つあると思っています。端的に申しますと、CO2削減を何％と明

言しているというのもなかなか見当たらないというのが現状でございます。ただ、大きく分けて2つご

ざいます。 

 まず、前提条件でもご説明しましたとおり、既存の高炉、商用を目指したものに対するCO2削減とい

うのはかなり難しく、具体的な数字がない。その中で、COURSE50では30％削減というのは、かなりチャ

レンジングな数字だと考えております。

他方、直接還元法と言われる、かなり小規模のものにつきましては、そもそも石炭を使わないCO2フ

リーであるというところがメリットではありますが、商用的には小さい、天然ガス等を使うのでコス

トが高くなるというところを鑑みますと、実際の商用高炉においてビジネスベースで十分に運用でき

るという高炉に対して、30％というのはもう世界で唯一だと考えております。 

【小野崎委員】  ありがとうございました。 

 あともう1点よろしいでしょうか。24ページに、ULCOSとグリーン水素プロジェクトが示されており、

そこでは再生可能エネルギーを導入しようとしています。今回のプロジェクトの中では、いわゆる再

生可能エネルギーを導入するという発想は全然ないと思いますが、今回のスタートの段階での議論の

中で、再生可能エネルギーをうまく導入してCO2削減しようという、そのような方法は何か議論があっ

たのでしょうか。あるいは、もうあくまで再生可能エネルギー導入については、個々の製鉄所の問題

であり、今回のプロジェクトの中ではそういう方式はとらないというのが何か前提にあったのかどう

か、教えていただきたいのですが。 

【西岡主査】  ありがとうございます。その点につきましても、前提条件でご説明申し上げました。水素は

製鉄所から供給するというところを前提にしております。当時は、これをすることによって、十分にコ

ストメリットが担えるということを前提に、こういうような議論がされたと伺っております。

昨今、再生可能エネルギーを使ったものが、例えば、先ほどご説明したようなグリーン水素プロジ

ェクトは、再生可能エネルギーで水素をつくって、それを製鉄所に入れるというプロジェクトではご
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ざいますが、そこではコストの面、それと、水素をどういうふうに貯留するかという点で、まだまだ

課題が大きいと認識しております。引き続き、その動向も併せてウォッチしていきたいと思っており

ます。 

【小野崎委員】  ありがとうございました。 

【殿村PL補佐】  今の小野崎様のご質問に関しましては、午後のセッションで素材も用意しておりますの

で、そこで議論をさせてください。 

【日野分科会長】  今の関連ですが、グリーン水素プロジェクトというのが今質問ありましたが、先ほどの

何ページ目でしたか。 

【西岡主査】  7ページ目です。 

【日野分科会長】  7ページ目ですか。あの中のどこに入ってくるのですか。それとは全く関係ないのです

か。 

【西岡主査】  これとは別だと思います。 

【日野分科会長】  そして、これはどこで行っているプロジェクトですか。 

【西岡主査】  グリーン水素は、オーストリアがメインです。 

【日野分科会長】  オーストリア。 

【西岡主査】  それも、ほぼここ1年以内に始まったプロジェクトですので、直近のものです。 

【日野分科会長】  それは中断しているULCOSとは全く関係ないのでしょうか。 

【西岡主査】  また別のものです。2017年2月に、こういうプレスが発表されたというようなことです。た

だ、なかなか情報が入ってこないので、具体的にどういうことをやっているか、引き続き監視していき

たいと思います。 

【日野分科会長】  お互いには、ここのCOURSE50のプロジェクトチームと情報交換ないしはディスカッシ

ョンしたという実績はあるのですか。 

【西岡主査】  そこのあたりまでは、まだ行き着いておりません。まだ情報ベースではあるのですが、グリ

ーン水素プロジェクトと言いながらも、最終的なアウトプットとして、製鉄所に入れるというところ

は、我々のCOURSE50と一緒ですが、メインとしましては、再生可能エネルギーから電気を取り出す、こ

の部分ですね。電気を取り出すというところが一番のキーポイントと申しましょうか、それをどこに

使おうかというアプリケーションの一つとして、語弊があるかもしれませんが、その一例としてたま

また製鉄所だというニュアンスに受け取っております。引き続き、詳細な情報は監視していきたいと

思います。 

【日野分科会長】  そうすると、まだアイデア段階で、何の実験もやっていない段階ということですね。ど

うもありがとうございました。 

 それでは、どうぞ、小林委員、お願いします。 

【小林委員】  最初のNEDOさんからのご説明の12ページの件でございますけれども、全体で30％CO2の排出

量を削減するということですが、10％削減はインプット削減、それから、20％はCO2分離回収、合わせ

て30％。そのほかの70％に対して、どう最初に考えて、最後、30％削減という値の設定になったかとい

うご説明をお願いしたいと思います。要は、30％削減ということは、あと70％あるということですよ

ね。割合から言うと、もちろん30％のほうが小さいわけですけれども、あと70％に対して、どのような

対応を考えて、最終的に全体から30％削減するかという、その値になったかという流れですね。説明が

悪いでしょうか。 

【西岡主査】  ありがとうございます。おっしゃるとおり、100％出たうちの30％を削減して、70％という

のは、残念ながらそのまま放出というのが現状でございます。というのが、まず1つ目です。 

そして、その10％、20％をどういうふうに決めたかというご質問ですが。 
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【小林委員】  そうではなくて、あと70％に対しては、今後対応する可能性があるかとか、もちろん、今の

技術の実現に対してはこのままでいいと思いますけれども、あとさらに70％に対して、今どのように

NEDOさんはお考えか、あるいは、今後どのような技術をさらに加えていくかということが考えられて

いるかということについて、何かありましたらご説明をお願いしたいということです。 

【西岡主査】  今のところは、もう30％というのもかなりチャレンジングな値ですので、それを上回るとい

うところまでまだ行き着いていないという状況でございます。ただ、外部環境に応じて、そのニーズの

大きさに応じて、検討が必要と思います。 

【小林委員】  それに加えて、その70％はどこから主に出ているか。例えば、最後のCO2分離回収では、回

収率がどれぐらいであるかとか、およその値がわかると、全体の位置付けがよくわかると思いますが、

いかがでしょうか。 

【西岡主査】  現在、その資料について私は手持ちではないので、全体をまとめる際には、そのあたりも含

めて議論して、まとめていきたいと思っております。 

【殿村PL補佐】  今の点につきましても、また午後の場で少し補足させてください。 

【日野分科会長】  守富委員、どうぞ。 

【守富委員】  費用対効果のところですけれど、今の話とも関連すると思いますが、国内からの発生量全体

の14％の30％で、全体で言えば4％ぐらいかと思いますが、それに対して、スライド15/26の費用対効果

ですけれども、一応360億円の予算を投じたとして、費用対効果ありという計算をざっくりとされてい

るのですけれども、アウトカムで出しているときの年800億円の根拠は一体どこで、今、NEDOさんとし

ては、この一番下に書いている、金銭価値換算での540倍というのが、これは目標というのか、どの辺

のレベルのところがいい値で、これ以上あれば確かに費用対効果ありという判断をしているのかとい

うのが1つと、その計算根拠がよくわからないのですけど。 

 それと、鉄鋼さんが、具体的に自分たちで次のリプレースをかけるときに、こうしたシステムを導

入、CO2の回収システム、あるいは、水素のものを入れていきますよといったときの、改善にかかるプ

ラスアルファの負担といいますか、そうしたものは考慮されているのか、同じリプレース値段でそう

した改善が進むものなのか。それは、市場規模18兆円をどうやって見ているのかというのがよくわか

らなかったのですが、教えていただければと。 

【西岡主査】  3点ご質問あったかと思っております。 

 まず、この800億円が何かというのは、CO2削減によってコークスが減る分、原材料が減るという観

点で、年800億円ということで見込んでおります。 

 2つ目、最後の540倍というのが妥当かという、NEDO内のプロジェクトでの妥当性につきましては、

明確な基準というのは特にございません。 

 もう一つ、最後のご質問は、市場規模18兆円というのは、日本全国の粗鋼生産量の市場から算出し

ております。このCOURSE50の高炉が日本の高炉に全部適用された場合には、そこを出ずに、全体への

影響があるということで試算をしております。 

【守富委員】 それはアウトカムに入れていいのですか。 

【西岡主査】 こういうことで現在は仮定しております。 

【守富委員】 それは直接CO2と関わらない話じゃないですか。1のコークスのほうはわかる。800億円は理

解しましたけれども、18兆円は何か違うような気がしますが、そういうのを加算して計算してしまっ

ていいものかなというのは気になりました。いずれにしても、計算根拠をきちんと示していただけれ

ばいいかなと思います。 

【西岡主査】  はい。 

【守富委員】  それから、2つ目の質問ですけれども、こちらの評価のほうで、研究開発の実施体制の妥当
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性というところで幾つかあるのですけれども、例えば、大学、あるいは公的研究機関が企業等、開発を

支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に貢献したか、これはどうやって評価すれば

よろしいのですかね。やられたものが実際の事業にどれだけ貢献したかというのは、一応評価項目に

入っているのですけれども、これは、評価する側からはどうやって見たらいいのか。 

【西岡主査】  そのあたりは、非公開情報の部分もありますので、そのあたりでご説明する予定にしており

ます。 

【守富委員】  それから、最後ですけれども、スライドの25ですが、中間評価結果への対応ということで、

中間評価結果の中身はまだよく理解していないのですけれども、いずれにしても、ここにあります指

摘事項、マネジメントと、取組及び見通しというのがあるのですが、それに対して、対応方針を赤字で

修正がかかっているのはわかるのですけれども、これを修正したことによって何が変わったのかがよ

くわからない。中間評価でどこをどう指摘されて、その結果として、この文言に出ているのは、具体的

に何をされたのかがよくわからないのですが。 

【西岡主査】  例えば、こちら、最初の部分につきましては、先ほど資料5－2のところでもご説明があった

とおり、当初は、一例ですが、化学吸収と物理吸着をどういうふうに組み合わせればいいかというの

を、具体的なモデルを設定して試算したというのが該当すると思います。 

 2つ目のこちらの項目につきましては、ESCAPに代表される早期実用化に向けて、PRをしながら進め

ているというところで、加速をしたというところが反映ポイントだと考えております。 

【日野分科会長】 よろしいでしょうか。 

【守富委員】  もう少し見える格好にして欲しいなと。 

【西岡主査】  申しわけございません。 

【日野分科会長】 今の質問で求められているのは、ある意味で、これ、前倒しであっても事後評価なもの

ですから、方向をこのように修正しましたけれども、その結果、このような結果が得られましたので評

価してくださいというのが質問の意味だったのではないかと思うのですが、その辺は、どこか午後で

また説明あるのでしょうか。 

【殿村PL補佐】  この指摘事項にございます、オールジャパン体制の利点を利用して、要するに、具体的な

条件をきちんと検討せよというご指摘だと思いますけれども。それに対しましては、実は、国内製鉄所

全部のローカリティを全部具体的に検討するわけにはいかないという別の事情がございましたので、

それを、しかも、直近の情報というのはいろいろ語弊がありますので、少し古い、10年ほど前の状況を

用いまして、4つの代表的なカテゴリー、例えば、銑鋼バランスですとか、高炉の主要諸元である燃料

費とかの、4つのカテゴリーに分けまして、それをいわゆるカテゴライズされた製鉄所ということで、

それで検討はさせていただきました。つまり、オールジャパンの知見で、もう全ての製鉄所の諸元を全

部出して、その生のまま検討するというのは、いろいろ情報管理上の問題もありまして、それはできな

いという事がわかりまして、ちょっと古い情報をカテゴライズしてやるということはさせていただき

ました。 

ただ、それが今日の午後の資料で全部きれいに出ているかというと、それは抜けているところがあ

りますので、まことに申しわけありません。必要であれば、またそれを受けて対応させていただきた

いと思います。申しわけありません。 

【日野分科会長】  それから、最初の質問のところで、やはりコスト削減効果の最初のコークス減はわかっ

たのですが、市場規模とか、その辺が少し曖昧で、あるいは、設備投資分とか、今質問が出ましたけ

ど、運転費用分とか、その辺の詳細は午後出てくるのですか。それとも、全くこれで終わりなのでしょ

うか。それが質問だったような気がするのですけれども。それで初めて費用対効果が出てくるので、そ

こが曖昧模糊としていて、こういう数値を出していいのですかというのが質問の内容だと思うのです
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が。 

【西岡主査】  この数字につきましては、午後は多分出てこないです。違う観点のコスト評価はあるのです

が、市場規模等々の因数分解、各要素というのは、今日はご準備しておりません。申しわけございませ

ん。 

【守富委員】  いいですか。一番最初の各論の事業の位置付け・必要性の評価のところで、当該事業を実施

することによりもたらされる、期待される効果は、投じた研究開発費との比較において十分であるか

という評価をせよということですよね。NEDOさんとしては。それに見合う資料は、これしかない訳です

よね。これが曖昧ですから、十分ですと言っていいのか、NEDOさんはそう言っていますというのはいい

のですけれども、評価委員としては、それを見て、いいと言えば、よくわかりませんと言えばいいの

か。そこが、根拠があれば、こちらで、これはもっともらしい値だなというふうに判断できるのですけ

ど、そこの判断ができないので、これだけではまずくないですかというコメントですけれど。 

【西岡主査】  ありがとうございます。これは私の不手際でございます。正式に、このプロセスの中では、

一度、この会が終わった後、評価部を介しまして、質問を委員にいただくこともできますので、それは

もうその質問を受け取ったというふうに認識しますので、回答する際に、今のご質問に十分に答えら

れるような資料を準備したいと思います。よろしいでしょうか。 

【保坂部長】  ちょっと事務局のほうから補足させてください。投じた予算に対するプロジェクトの効果

というものは、経済効果のみならず、いろいろな環境効果ですとか社会的な効果というものがありま

す。今、推進部署のほうから提示しているのは、ある意味、自己で客観的に提示できる自己評価です。

それのみならず、先生方が、このプロジェクト全体の成果を見て、投じた予算に比して効果があったと

思われたなら、そこは評価をしていただければと思います。 

【日野分科会長】  評価するまでの間に追加資料として出しますというお話だったのですが、やはり一番

最初に謳い文句として、地球温暖化対策に対するCO2削減と謳っているわけですから、やはりその観点

からだけでもいいですけれども、アウトプットにプラスしか出していませんけど、守富委員からの質

問あったように、そこのマイナス要因も全部、一応現段階としては実際のプロセスではやっていない

訳ですから、見込みで結構ですけれども、こうなるでしょうというのはやはり示さないと、このプロジ

ェクトが最終的に合格ですか、不合格ですかと言われたときの、その判断基準はありませんので、ぜ

ひ、委員の方々に示していただければいいかと思います。よろしくお願いします。 

【西岡主査】 はい。 

【日野分科会長】 その他ございますか。それでは、前委員、お願いします。 

【前委員】 細かいことは多分昼からと思いますが。日本政府は、2050年に80％オフと言っていますよね。

それで、鉄鋼業は非常にCO2排出量が多いですから、それを推進する一つの技術的オプションとして、

やっていっているという位置付けはよくわかります。まず確認ですが、高炉で30％なので、製鉄所全体

としては20％と、そういうふうに考えているのですか。 

【殿村PL補佐】  いえいえ。 

【前委員】  全体で30％ですか。説明に7割がと書いてあったから、全体として30％なのですね。あと70％

は、もう細かいところばっかりで、絶対回収できない。だから、費用対効果を考えた場合に、高炉はす

ごく設備投資がかかるわけですよね。ほかも、僕は、転炉とかも、非常に回収しにくい熱がいっぱいあ

るのはわかっていますが、そういう回収しにくい熱を徹底して、例えば、熱回収技術だけをどんどんや

っていって、その中で、今よりも、例えば、高炉を改修しなくても30％回収できるというような戦略は

全くないのですか。全体像として、この位置付けをはっきりさせるために。今後相当費用を投資して

も、やっぱり高炉を改修しない限りは、30％のラインは超えないと。本当は、できたら50％超えてほし

いのですが。そのあたりのところに関して、この位置付けをはっきりさせるという意味で、ご回答いた
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だいたらありがたいなと思うのですけどね。先ほど小林委員から質問ありましたよね。70％分は、まだ

どこかからCO2が出ているわけですね。高炉からまだ当然出て、CO2原単位はまだまだですが、他からは

もう回収できないということですか。 

【殿村PL補佐】  ご質問の意味はよく理解できましたけれども、そのご回答は午後にさせていただけませ

んか。 

【前委員】 わかりました。 

【日野分科会長】  そのほか、ございませんか。それでは、伊藤委員、どうぞ。 

【伊藤分科会長代理】 ちょうどここの図で教えていただきたいのですけれど。革新的技術の開発・導入と

いうのは、これは具体的には何を指しているのでしょうか。ちょっと位置付けがわからないものです

から。 

【西岡主査】  私ども、全部を把握し切れているわけではないのですが、この革新的技術、ラインアップを

全部出すというのは、私には知見はないのですが。例えば、同じNEDOでやっている、今年から再開しま

したフェロコークスも、こちらの革新的技術開発の一部だというふうに伺っております。 

【伊藤分科会長代理】  フェロコークスは、そっちのコークス炉のほうじゃないのですか。 

【西岡主査】  こちらは、もうちょっと具体的な改良のほうがメインだと伺っております。フェロコークス

の位置付けは、この革新的技術の一部だというふうに伺っております。 

【伊藤分科会長代理】  鉄鋼連盟のまとめだと、その中に幾つかアイテムがあって、その中にCOURSE50がこ

れだけですよというふうに、それは出されているのですか。 

【西岡主査】 はい、書かれていますね。 

【伊藤分科会長代理】 それをただまとめ上げたので、こういう形になったということ。 

【西岡主査】 そうです。 

【伊藤分科会長代理】 わかりました。ありがとうございます。 

【西岡主査】 この中の、どうしてもエコソリューションというのは、もう海外に技術を導入したときの

CO2削減もここの中で入れましょうということなので、確かに、国外の高炉だけだと30％、それもこの

うちのこの部分だけですが、ほかの技術と同様に、海外に展開するというところをより加速していけ

ば、このエコソリューションのところにもカウントしていけると考えております。 

【伊藤分科会長代理】  わかりました。そこをきちんと強く説明されたほうが、通して見られるようには思

いますけれど。 

【西岡主査】  はい。ただ、こちらの資料というのは、鉄鋼連盟様の資料で、まだCOURSE50は、国内のエコ

プロセスの一つとしてまだラインアップされているだけですので、将来的には、フェーズⅢなりフェ

ーズⅣなりで、このエコソリューションのところに入れて、さらに導入が加速されまして、CO2削減と

いうのは増えるのかなと個人的には考えております。 

【伊藤分科会長代理】 ありがとうございます。 

【日野分科会長】 それでは、前委員、お願いします。 

【前委員】 これ、午後、最後に言おうと思ったのですが、今の間に言っておいたほうが、午後の最後に言

うべきことを言わなければならないから、いまだにきついこと言っていますけど。 

 僕は、水素エコノミーに関して、個人的には反対ですが、水素は安くなってくる可能性があるわけで

すね。モータリゼーションなどで、ひょっとしたら。わかりませんが。もし水素が安くなってきたとき

に、直接還元製鉄と今の高炉法と、多分、逆転するクロスラインが出てくる可能性というのがあると思

います。今から数年前と10年前とは全く世の中の状況が変わってきていますので、そこら辺のところ

は、CO2削減に関して、新規で改造するのがいいのか、一部、例えば、ナンバリングをアップして、小

型高効率化という技術開発を水素還元製鉄でやっていって、それをレイアウトしていくのがいいのか、
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また、CO2の貯留を考えると、分散型になり、最終的にはどこかに入れなければなりませんが。集めて

持っていくよりも、入れるサイトの近くで小さな製鉄所をつくる。そういうモデルも考え得るわけで

すね。本技術がこのような変化にどう対応していくのかというのは、全体感として見ておかれること

が必要かなと思いますね。 

僕の意見は間違っているかもしれませんけど、今日、公開の場での全体像として、10年、20年の中

では、いろんなオプションもやっぱり視野に入れて、本技術がどうシナリオのときでもいけるという

のを示していただければありがたいなと思いますけどね。 

【西岡主査】  ありがとうございます。おっしゃるとおりのご意見だと思っております。外部の環境ですと

か技術、プロジェクトは、どのようなものがあるかというのを踏まえながら、本プロジェクトの方向性

もハンドリングしていきたいと思っております。引き続きご助言、よろしくお願いします。 

【日野分科会長】  技術の詳細は非公開になるのですけれども、そこで議論することになりますが、実施者

から、後半に事業全体の成果の説明があったのですが、ここで何かお聞きしたいことがあれば、お願い

します。では、小林委員。 

【小林委員】 まず触媒についてでございますけれども、資料8/18のところです。SG2のものですけれども、

連続使用が24時間可能だということですけれども、この時間が経過して、まだ24時間しかもたないの

かというのが正直な印象でございますが、今後はどのような見通しをお持ちなのかというのが1点です。 

それから、12ページ目、SG4のコスト最適化計算の例でございますけれども、右の図を見ますと、化

学吸収を使わずに物理吸着だけ使うほうがいいと思われる図になっていますが、これについてはいか

がかということでございます。以上でございます。 

【殿村PL補佐】  まず8ページのほうですけれども、これは24時間経って、再生をしてまた使うということ

ですから、午後に出てまいりますけれども、ステップ2の目標は500時間対応ということを目指してお

りまして、それに対して、今、足元は100時間の評価までは出ておりまして、今、500時間を評価中とい

うことでございます。ただ、その500時間を達成するためには再生処理が必要ですので、再生までの時

間を24時間で見ているということでございます。 

【小林委員】  500時間というのは、それをもって満足というのは、その理由はどうですか。 

【殿村PL補佐】  もっと長時間ですが、第1ステップとして500時間ということで、とりあえず置いておりま

す。 

【小林委員】  あまりにも短すぎるということはないですか。 

【殿村PL補佐】  いわゆる一次評価としては、それでできると思っております。 

【小林委員】  そうでしょうけれども、最低限その10倍ぐらいはもたないと、何となく実用化ということは

見えないような気がしますけれども、それに対して、どのような展望があるかということは、いかがで

しょうか。 

【殿村PL補佐】  それは午前中の場の議論ではないと思いますので、午後の場にさせてください。 

【日野分科会長】  今の距離が延びていくと、物理吸着の割合を増やしていくと、コスト的にバランスとれ

るという意味ですね。 

【殿村PL補佐】  もっと平たく言いますと、距離が延びていきますと、パワー吸収のコストが上がりますか

ら。輸送距離が1.4、1.8と延びてくる。つまり、距離が延びてきますので、そうしますと、化学吸収の

場合には、長いパイプを引かなければならないとか、コストが上がってきますので、逆転してしまうと

いう、そういう意味です。 

【小林委員】  ちなみに、関連して、物理吸着のほうを大きくしますと、所内の熱利用率が変わってきます

よね。 

【殿村PL補佐】  物理吸着ですか。 
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【小林委員】  化学吸収の処理量を減らすと、所内で利用する熱利用量が減っていきますね。 

【殿村PL補佐】  ただ、それは今未利用ですから、別にそこは未利用が残っているままになりますけど。 

【小林委員】  そういう考えですか。使わなくてもいいという。 

【殿村PL補佐】 使わなくてもいいというか、使えてないという。使えてないのが改善されないという意味

です。 

【小林委員】  考え方次第かもしれませんけれども。 

【殿村PL補佐】  現実はそういうことです。 

【小林委員】  なるほど。わかりました。 

【日野分科会長】  そのほか、ございませんか。それでは、守富委員。 

【守富委員】  コメントですけれど、お願いと言ったほうがいいのかもしれませんが。スライド15の、非常

によくまとまっている全体プロジェクトの評価・検討ということで、前回、現場も見せていただきまし

て、よくやっているなという印象は持っていますけれども。非常に目途感という言葉が多くて、3月ま

でに到達するとか、可能ですとか、紋切り調といいますか、できるできないというところをきちんと示

したほうが、午後の説明で多分あるのかなとは思いますが、いきそうですという表現のほうが、目途感

というのがどうも気になって、いかなくてもいってもいいような表現をされると、評価が非常にしづ

らいなと。今はここだけれども、3月までには必ず到達しますよと。そこは、そういう説明の仕方をし

ていただいたほうが、はっきり評価しやすいのかなというお願いです。 

【日野分科会長】  よろしいですか。その他、ございませんか。小林委員、何かございますか。どうぞ。 

【小林委員】  13ページでございますが、非公開の資料にありますが、例えば、マイクロ熱交換器を開発す

るとか、それから、その後のスラグ回収の、スラグ回収はよくわかるのですけれども、このマイクロ熱

交換器をなぜ開発しなければいけないか。なぜこういうタイプでなければいけないか。全体のプロセ

スをこのように決めて、その中に、こういうタイプでないと達成できないという説明がここにはない

ものですから、突然、高効率低温熱交換器の開発、マイクロ熱交換器とありますが、こういった、ここ

まで非常に難しい技術の開発をしなければいけないということは、どこにその根拠があるのかという

ことですね。 

 これだけピッチが小さくて、このような構造ですと、運用が非常に難しいですよね。メンテナンス

も大変だとかいうこともあると思いますけれども、なぜここまでこのようなものを開発しなければい

けないか。鉄鋼関係を考えると、もう少し耐久性があって、少し大きめでもしっかりと目標値が出る

ような開発をするほうがいいのではないかという考えもありますが、まず全体のシステムと、それか

ら、それに対して、このようなものが必要だという、その根拠、それを教えていただけるとありがた

いです。 

【殿村PL補佐】  13ページの右上のグラフがございますが、横軸に熱容量流量比を取ってありまして、縦軸

に高温側の温度効率を取っておりますけれども、ここに緑色で書いてありますCOURSE50目標値に対し

て、青いマイクロ熱交換器というのは上に来てございまして、赤で書いてある既存フィンチューブは

下のほうになっている。したがって、既存チューブでは温度効率が足りませんので、我々がCO2分離回

収を未利用排熱で実行しようとしております、所全体で20％の削減というのが、この赤い既存フィン

チューブを使っていたのでは達成できないので、逆に、このCOURSE50目標値というのは、20％を、今ア

ベイラブルな所内の残っている未利用排熱で20％やるためには、この効率がないと、66％ないとでき

ませんということで、目標設定をしております。 

【日野分科会長】  小野崎委員、どうぞ。 

【小野崎委員】  今の関連でちょっと教えていただきたいのが、ここでの高温側温度効率の定義をお示し

していただいたほうがいいかなと思うのですけれども。 
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【殿村PL補佐】  それも午後のパートで。 

【小野崎委員】  ただ、こういうふうに数字を出されていて、定義なしに図があるというのは、何ともしっ

くりこないなという感じはいたします。もちろん、午後でも結構ですけれど。 

【日野分科会長】  それでは、午後説明してください。 

 その他、ございませんか。大部分、詳細は午後になってしまいますので、現在、この全体像として何

か聞いておきたいことがあれば、ご意見を出していただきたいのですが。よろしいでしょうか。それで

は、ありがとうございました。ほかにもご意見、ご質問等あると思いますが、予定の時間がそろそろ参

りますので、ここで終了したいと思います。 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明

 省略

７．全体を通しての質疑

省略

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

【日野分科会長】  それでは、8．まとめ・講評に移りたいと思います。守富先生。 

【守富委員】  総評として、議事録にぜひ残しておきたいなということで、総じてよくやっているという印

象を持ちました。ですから、ぜひ、次のステップに移っていただきたいなという思いはあるのですけれ

ども、ただ、そこのバックグラウンド的な予算配置、それから、目標等々、それと、これまでやってき

たステップ1、2の成果等がもう少し見える格好できちんと出していただければ、やること自身は全然

否定するものではありませんけれども、ぜひ、やっていただきたい。それをするためのきちんとした説

明と、それから、費用対効果的なところを明示、明確にしていただきたいと思っています。 

【日野分科会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、以下、前先生から順番に行って、私が最後に講評したいと思います。 

【前委員】  今日は一日ご苦労さまでした。僕がいろんなプロジェクトの評価とかをやってきた経験から

いきますと、非常によくできていると思います。短期間に試験炉ベースでここまで操業をきちんとや

るというのは、やはり相当よくできていると僕は評価しています。 

 その1つは、今、合併して3社になってしまいましたけれど、いわゆる昔の鉄鋼5社がきちんと連携さ

れて、情報交換しながら、オールジャパンでやっているところにあると思います。ですから、このアイ

テムは、設備投資額が半端ではないので、オールジャパンでやって行くしかないと思いますね。1社で

どうこうというのは絶対無理だと思いますので。共通高炉を持てれば、システムのシェアはその後分

けるというぐらいのつもりであっても、このパターンのプロジェクトは共通でやって行っていただく

べきかと思います。 

 というのは、自動車産業にしろ、電子産業にしろ、部材はプラスチックに変わりつつありますけれ

ども、やっぱり薄板とか、大きな厚板もそうですが、やはり産業のベースですよね。世界の製鉄をこ

の20年、30年引っ張ってきたのは日本なわけですから、そこのインセンティブをきちんと守りつつ、

環境調和になっていくという戦略が必要です。見方を変えれば、CO2を削減するのが第一義というの

は、ナンセンスで、製鉄業がつぶれたらCO2出ない。だから、それは望む形かという話ですよ。ですか
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ら、強い技術力を培うということをベースに、次のフェーズの技術強化のためにも、ぜひ、オールジ

ャパンで、今後も、人材育成も含めて、進めていただきたいと思っております。 

 以上です。 

【日野分科会長】  小林委員、どうぞ。 

【小林委員】  大変な成果を上げられて、まずもって敬意を表します。総合的には、ぜひ、次のフェーズに

進んでいただきたいというのが率直な意見でございます。 

今回の成果をまとめるに当たって、幾つか意見を申し上げましたけれども、まず全体の整理をきち

んとしていただきたいというのが、まず1点です。というのは、相互の成果の連携をしっかり取って、

よりいい形で整理できるところが何点かございましたので。例えば、先ほど申し上げましたけれども、

未利用熱回収の熱交換器の性能と、それから、CO2化学吸収回収の温度低下の関係とか、そういったと

ころが何点かございましたので、そこをもう一度リーダー中心に再評価をしていただいて、きちんと

した成果として見せていただくといいと思います。 

 それから、やはり気になるのは、コークス炉ガスの補償についてです。高炉に入れる、それでCO2を

削減するというのはよくわかりましたが、当然、今現在、コークス炉ガスを使って発電するとかいろ

いろされているわけですから、それをどうするのかと伺いましたが、まだ私はよく理解できませんで

した。つまり、所内の5％ぐらいのエネルギーを、結局、こちらで使って、こちらでまた使うというの

を横すべりで使っているだけじゃないかというふうに思われないような、最終的な説明にしていただ

きたいというのが2点目。 

 それから、これも何度も言いましたけれども、CO2を30％削減、では、70％に対してどう考えるかと

いうこともきちんと考えていただいて、所内のCO2のおよそのフロー、どこが減って、どこがどう流れ

て、結果的に全体で30％減ったというような絵を描いていただくと、サンキーダイアグラムとは言い

ませんけれども、何かそういったわかりやすい絵で最後まとめていただくといいと思っています。 

それから、当然のことながら、各個別技術のスピルオーバーというのも当然図られると思いますが、

例えば、マイクロ熱交換器ですと、今回は非常に厳しい条件で使われるということですので、耐久性

云々ということを私も申し上げましたけれども、非常に今は厳しいかもしれませんが、逆に、他の産

業で使えるところはもっとたくさんあると思います。CO2を半減しようという動きも沢山あるわけで

すから、そちらに対して、ぜひ、スピルオーバーできるような体制をとっていただくと、この成果と

いうのも日本全体に波及していく可能性があるのではないかと思っています。 

 あと、個別のことですが、フェーズⅡに向かうに当たって、やっぱり水素の特徴というのは、熱拡

散率が通常の窒素とか酸素に比べて、多分、10倍ぐらいありますよね。その挙動というのは、まだよ

くわからないといいますか、途中でありましたが、ペクレ数を幾つに置くかということが一番キーだ

というようなこともちらっと書かれていましたけれども、そこはスケールアップする上で非常に重要

なところだと思いますので、そこについては、ぜひ、慎重に対応されて、フェーズⅡに対する懸念と

いいますか、予測される想定外にはならないような、こういったことが起きるかもしれないというこ

とを、ぜひ、しっかりと挙げていただいて、そのために次の予算が欲しいというような説明をできる

ように努力していただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【日野分科会長】  それでは、小野崎委員。 

【小野崎委員】  4番目になるとだんだん言うことがなくなってきてというところはありますけれども。ち

ょっと繰り返しになる点はあるかと思いますけれども、私の意見を述べさせていただきます。 

 全体としては非常に大きな成果があったと思っていますし、目標値に対しても、ほぼ満足するよう

な結果が出て、すばらしいプロジェクトになっていると思っております。 
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 特に試験高炉の運転、今までに3回実施されて、しかるべきデータを取り、それ以上に、また安全に

そのような運転ができてきたということは、日本の鉄鋼業としてすごい力があるということをつくづ

く感じました。なかなかこれだけのプロジェクトを、特に試験高炉のようなものを運転していくとい

うことの苦労は私自身も身にしみて感じており、今回のようなことをやれたということは、それ自身

がすごい底力があるなということを感じます。 

 それ以外についても、ハイパーコールしかり、CO2回収やそれ以外のものについても着実な成果が出

て、目標値をほとんどがクリアしているということはすばらしいことだと思います。 

ただ、幾つか気になった、課題と言うとなんですけれども、小林先生もおっしゃっていましたが、

それぞれの技術の連携、何となくSG1、2、3、4という、こういう番号で区切られて、それぞれの連携

がどうとれているのか気になります。例えば、COG改質にしても、最終的に水素をどう使うのか、ある

いは、COGをそのまま高炉に入れてしまうのか、そういうようなところでのちょっと気になる点があっ

たかと思いますし、あと、先ほどの熱の輸送、あるいは、熱交換器についても、どんな条件で、どの

部分をどう使うという、そういうような中で、最も適切な機器の選定があるのかなと思います。マイ

クロ熱交換器がその唯一の答えとは思わないし、熱輸送についても、当然、高温であれば、300度ぐら

いとか、そういう温度であれば熱媒油のほうがいいかもしれないし、その辺は、もう少しきれいに仕

分けができるのかなと思っていますし、今、いろいろな形で試験されて、ある答えを持っておられて

も、条件に応じては、それ以外の答えもつくれるのかなという、その辺を気にかけていただきたいな

と思っています。 

 あと、費用対効果については、倍率が多ければいいというものでは決してないと思いますので、倍

率はもっと低くていいと思いますから、着実な数字で計算根拠がわかるような形で示していただけれ

ば、もう全く問題ないと思っています。その点、よろしくお願いいたします。 

それから、将来に向けて、フェーズⅡの話ですけれども、確かに高炉数学モデルによるシミュレー

ションは、かなりの精度でできるのかなと思いますし、このシミュレーションの技術、世界で冠たる

ものであると信じております。うまく利用して、次のステップに進んでいただければと思います。 

 あと、前先生が、もっと年数を短くできるのではないかと。これ、気合いを入れて短くなるものじゃ

ないなと思います。あまり無理をせずに、着実にステップを踏んでいっていただいていいのかなとい

うのが、感覚的ですが、私の意見です。 

それから、実は、先週、私、スウェーデンに行って来まして、そこでステップワイズ(STEP WISE)プ

ロジェクトというのを、スウェーデンの鉄鋼会社、あとオランダの研究機関であるECNなどがやってい

て、そのパイロットプラントの開所式、ちょうどお披露目のときに立ち会ったのですね。この技術は何

かというと、高炉ガスを昇圧して、COシフトをし、さらに、COシフトとPSAを組み合わせて、水素とCO2

に分けるものです。こんなことも欧州の鉄鋼業界ではやっているなということを見て、ああ、やっぱり

水素を使いたいのかな、それから、CO2も回収したいのかなというのをしみじみ感じましたので、ちょ

っとその辺も参考にしていただければと思います。 

それから、鉄鋼業界では2050年80％削減にどう対応するのかなというのが気にはなっているのです

けれども、このプロジェクトの中だけということではなくて、皆さんで2050年に向けての方策も併せ

てどこかで考えていっていただければと思います。 

 以上です。 

【伊藤分科会長代理】  ご報告を伺って、非常にいい成果が出ているなと思ったのが主たる感想です。 

 特に、これだけの短い時間に試験高炉を立ち上げて、非常に安定した操業で、様々な有益なデータ

が出たことには、驚きと敬意を表します。すばらしい結果だと思います。 

これがうまくフェーズⅡにつながって、さらにこの試験高炉を活用して、新しい知見が得られるこ
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とを期待します。今、現行の商業用炉の5,000m3クラスの高炉シミュレーターがあって、試験高炉では

速度定数とかは、それ専用に測っておられると思います。もちろん、すぐに計算できるわけではない

のですけど、現行の高炉シミュレーターで、例えば、コークス原単位が下がったとき、また例えば、

水素を活用したときに、計算上どうなるか、どんなことが起きるかというフィージビリティはやって

おかれて、その上で、このような問題点があるから、これを克服しなければならないというのが現状

でも予測できると思います。ただし、その予測は現行のモデルであって、その予測どおりにはならな

いであろう。だからこそ、シミュレーターもよくしていかなければいけないこと、また、予想される

トラブルに対して、それがどう起き得るのかということを、試験高炉の新たなミッションとして取り

入れると、非常に説得力のあるプランができると思います。 

それから、2つ目ですけど、フェーズⅡになって、実炉を目指すとすると、多くのプロジェクトはス

ケールアップというビジョンがあるのですけれども、意外と地味だけれども重要なのが、未利用排熱

の利用で、これがきちんと回らないと、このプロセス自体が回らなくなってしまうと思います。今の

ところの予定を拝見しますと、熱交換が主体ということで、それは非常にいい選択だとは思うのです

けれども、これがスケールアップしたときに追随できるように、具体的にどんな熱源を対象として、

どのぐらいのスペックが必要かというところを洗い出して、実際の高炉に目を取られがちなのですが、

プロジェクトとしては非常に重要な未利用熱のところ、これをきちんと現実化できるような、そうい

うプランをしていただけたらいいのではないかと思います。 

 以上です。 

【日野分科会長】  どうもありがとうございました。 

それでは、最後に、私の講評を述べさせていただきます。 

 今日、朝一番最初に自己紹介のときお話ししましたが、このフェーズⅠの評価分科会長として3年目

の最初のときからスタートして、ついに最後までお付き合いさせていただきました。ということで、ス

タートしてからの10年間の全部を見させていただきました。初めに基礎研究、主に大学の実験室から

スタートして、最後に試験高炉を君津につくって成果を出したところまでを見させていただき非常に

感銘を受けております。すばらしい成果を挙げたのではないかと思います。 

 そういう意味で、私もこのプロジェクトにずっと関わってきました。初めに事業の位置付けの説明

があり、世界中で製鉄プロセスに関する技術開発が進行中であるという説明がありました。当時、ULCOS

が非常に先行するような形で始まっていたのですが、今や、最後に説明がありましたように、もう日本

だけがこれを強く推進してきて、すばらしい結果を出したということを私は非常に評価してしかるべ

きものではないかと思っております。 

 私もさっき述べましたが、アメリカ、ヨーロッパの流れとして、alternative iron makingで、高炉

に代わる技術開発というのが、特にアメリカを中心にして、いろいろ議論されていますが、間違いな

く、鉄をつくるという意味では、高炉操業が今後も20年以上中心になって動いていくことは間違いあ

りません。Cool Earth-エネルギー革新技術計画を、洞爺湖サミットで打ち上げて紹介しました。そし

て、ここまで本当に我々はやり通したのだということを世界中に大いに自慢して発表していただきた

いと思います。ここまで本当にやり通したというのは、さっき申しましたように、日本だけですので、

世界中で地球温暖化がすごい問題になって、この対策をどうするかというのは、今後も中心課題とし

て間違いなく進んでいくはずです。CO2排出抑制目標30％という目途はつけましたということを実証し

たわけですので、ぜひ、フェーズⅡに移っていただいて、事業化も実機化も可能なのだということを世

界に示して頂きたい。あと20年以上、30年以上、製鉄の方法として、高炉操業法が中心になってきます

ので、それを実証して、日本こそは製鉄のリーダーなのということをぜひ世界に示していただきたい

と希望します。 
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 午前中、公開のところでも費用対効果の話がありました。いろいろ皆さんからも意見が出て、もう少

しきっちり定量化しないといけないのではないかというお話がありました。確かに、CO2吸収塔とか、

いろんな設備投資する必要はありますが、高炉のリプレース時期に合わせて、費用対効果の見積もり

さえしっかりしていれば、新規増設設備投資はある意味で吸収できると思います。そうすると、あと、

費用対効果のところへ入ってないのは運転費ですね。CO2吸収塔の運転費をメインにすると、トン当た

り2,000円という話はありましたけれども、それも入れれば、費用対効果のあの数字はもっと現実的な

話になってきて、ちょうど1か、ちょっと小さいぐらいの話になるのではないかと思います。それでも、

現状の生産コストでCO2を30％削減できて、地球温暖化に我々はきっちり貢献できる技術を開発しまし

たということを、ぜひ、世界中に売り込んでいただきたい。世界中が途中で頓挫してしまったようなこ

とを、我々はやり通したのだということを、是非、声を高くして打ち上げて欲しいと思います。 

 今後どうするかといったときに、また炭素税の話が持ち上がってくると思うのですが、そうすれば、

我々のこの技術というのは、ものすごく優位性を持ってくるわけです。費用対効果は、それこそ何十、

何百倍と、そんなところまで行くものですから、是非ともフェーズⅡに移って、実機化ということを

証明していただければ、私としては評価委員会の分科会長を10年間務めた喜びがあります。ぜひ、こ

れに向けて、次のステップスへと進んで頂きたいと思います。 

以上が私の講評でございます。どうもありがとうございました。 

 推進部長及びPLから一言いただければありがたいと思います。 

【坂内部長】  今日は大変長い時間、午前中から今にかけて、大変お疲れさまでございました。 

今ほど講評でいただきましたとおり、個々の技術要素の研究開発については、非常に高いご評価を

いただいたと、大変ご理解いただいたと認識しておりますが、一方で、費用対効果を含め、外への見

せ方、あるいは、整理の仕方、こういったところを非常に適切に課題を指摘いただいたと認識してお

ります。 

 特に、このCOURSE50、非常に規模の大きな事業でございまして、また、長期にわたる事業でござい

ますので、そういった点において、外からもいろんな見方をされるというところでございます。こう

いったところにしっかりと説明して、ご理解いただき、最終的には、日野委員長おっしゃるとおり、

世界に売り込んでいく、この有用性を訴えていく、こういったところまで行き着くためには、少なく

とも今日いただいた指摘、費用対効果ですとか、あるいは、サブグループ間の整理、連携、こういっ

たところはしっかりと詰めていくべき問題と、今日は認識を新たにさせていただきました。 

フェーズⅡに向けて、未利用熱の取り扱い等、今日ご指摘いただいた点も、よくよく戦略的に、特

に予算確保もにらみながら、戦略的に組み立てていって、より効果的に進めていこうと、今日認識を

新たにさせていただきました。本当にありがとうございました。 

【日野分科会長】  それでは、荒木PL、お願いします。 

【荒木PL】  今日はお忙しい中、一日我々の報告を聞いていただきまして、また、非常に我々にとっては、

これまでの研究の苦労を吹き飛ばしていただけるような最後のコメントをいただきまして、本当に感

謝申し上げます。 

ただ、会議の中でもご指摘いただいたとおり、まだまだ我々として、きちっと最後の整理をやらな

ければいけないところも残っていますし、委員の方に言っていただいたとおり、次のフェーズⅡに向

けて、しっかりと計画をつくって、この技術を我々日本の鉄鋼業として、きちっと次につながるよう

に進めて参りたいと思っていますので、引き続き、委員の先生方をはじめ、関係の皆様のご支援をお

願いしたいと思っています。本当に今日はありがとうございました。 

【日野分科会長】  議題8をここで終了いたします。 
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９．今後の予定 

１０．閉会
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参考資料 1-16 



参考資料２ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置

N E D O 

評価報告書(案)確定

理 事 長 

報告

国 民 

評価結果公開

分 科 会 Ａ

研究評価委員会

評価結果の事業等への反映
推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的

評価の目的は「技術評価実施規程」において

● 業務の高度化等の自己改革を促進する

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する

としている。

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。

２．評価者

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者

● 産業界の専門家、有識者

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。

これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。

なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。

３．評価対象

「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開発（STEP2）」
を評価対象とした。

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。
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４．評価方法

分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。

５．評価項目・評価基準

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO
が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。

評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。



「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術開

発（STEP2）」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業の目的の妥当性

・ 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国

際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

・ 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) ＮＥＤＯの事業としての妥当性

・ 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO

の関与が必要とされた事業か。

・ 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標であったか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・ 開発スケジュール（実績）及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）は妥当であ

ったか。

・ 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されていたか。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・ 実施者は技術力及び事業化能力を発揮したか。

・ 指揮命令系統及び責任体制は、有効に機能したか。

・ 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携は有

効に機能したか。

・ 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は

企業の取組に貢献したか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・ 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応したか。

・ 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、

必要に応じて適切に対応したか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・ 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・ 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用したか。
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３．研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・ 成果は、最終目標を達成したか。

・ 最終目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、最終目標達成までの

課題及び課題解決の方針を明確にしている等、研究開発成果として肯定的に評価でき

るか。

・ 投入された研究開発費に見合った成果を得たか。

・ 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、

積極的に評価する。

・ 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

・ 成果が将来における市場の大幅な拡大又は市場の創造につながると期待できる場合、

積極的に評価する。

(2) 成果の普及

・ 論文等の対外的な発表を、実用化の戦略に沿って適切に行ったか。

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化の

戦略に沿って適切に行ったか。

・ 一般に向けて、情報を発信したか。

(3) 知的財産権等の確保に向けた取組

・ 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化の戦略に沿って国内外で適切に行っ

たか。

４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・ 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・ 実用化に向けて、引き続き、誰がどのように研究開発に取り組むのか明確にしてい

るか。

・ 想定する製品・サービス等に基づき、課題及びマイルストーンを明確にしているか。

(3) 成果の実用化の見通し

・ 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等を把握しているか。

・ 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、

積極的に評価する。

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されるこ

とをいう。 
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 「プロジェクト」の事後評価に係る標準的評価項目・基準 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。

・「4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。

・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。

「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。

1. 事業の位置付け・必要性について

(1) 事業の目的の妥当性

・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。

・上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。

(2) NEDO の事業としての妥当性

・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れた事業か。

・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。

2. 研究開発マネジメントについて

(1) 研究開発目標の妥当性

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、適切な目標であったか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・開発スケジュール（実績）及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）は妥当であったか。

・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されていたか。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・実施者は技術力及び事業化能力を発揮したか。

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。
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・指揮命令系統及び責任体制は、有効に機能したか。

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携は有効に機能した

か。【該当しない場合、この条項を削除】

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みは有効に機能したか。

【該当しない場合、この条項を削除】

・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は企業の取組に

貢献したか。【該当しない場合、この条項を削除】

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応したか。

・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応したか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用したか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】

3. 研究開発成果について

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・成果は、最終目標を達成したか。

・最終目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、最終目標達成までの課題及び課題解

決の方針を明確にしている等、研究開発成果として肯定的に評価できるか。

・投入された研究開発費に見合った成果を得たか。

・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。

・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

・成果が将来における市場の大幅な拡大又は市場の創造につながると期待できる場合、積極的に評価

する。

(2) 成果の普及

・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行ったか。

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・事業化の戦略に沿

って適切に行ったか。

・一般に向けて、情報を発信したか。

(3) 知的財産権等の確保に向けた取組

・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行ったか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、国際標準化に向けた見通しはあるか。【該当しない場合、
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この条項を削除】 

4. 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

・実用化・事業化に取り組む者が明確か。

・実用化・事業化の計画及びマイルストーンは明確か。

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

・産業技術として適用可能性は明確か。

・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致しているか。

・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。

・量産化技術を確立する見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

4. 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合】

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・実用化に向けて、引き続き、誰がどのように研究開発に取り組むのか明確にしているか。

・想定する製品・サービス等に基づき、課題及びマイルストーンを明確にしているか。

(3) 成果の実用化の見通し

・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等を把握しているか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・整備した知的基盤・標準の維持管理・活用推進等の計画は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組

・知的基盤・標準を供給・維持するための体制を整備しているか、又は、整備の見通しはあるか。

・実用化に向けて、引き続き研究開発が必要な場合、誰がどのように取り組むのか明確にしているか。

【該当しない場合、この条項を削除】

(3) 成果の実用化の見通し

・整備した知的基盤について、利用されているか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。



参考資料３ 評価結果の反映について



「環境調和型製鉄プロセス技術の開発／水素還元活用製鉄プロセス技術（STEP2）」（前倒し事後評価）の評価結果の反映に

ついて 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

①費用対効果の算出は、今後本事業成果が実用化できるか

の判断基準となるものなので、もっと厳格に行うべきであ

る。

②製鉄所全体のエネルギー収支を慎重に検討し、プロセス

成立性を明確に示すことが必要。（現行高炉と Course50 高
炉の熱物質収支の比較図を示すこと。）

③基本特許だけでなく周辺特許も積極的に出願することが

望まれる。

④プロセスの実用化に向けた開発において、20％CO2 の回

収に必要な熱エネルギーの確保が最も重要である。熱回収

プロセスの実用化に積極的に取り組む必要がある。

①基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「本事業の実現

化を図るために、本事業適用時の市場規模、コークス投入量

低減によるコスト削減など経済的効果を詳細に検討する」

を追加する。

②基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「また、商用高

炉と Course50 高炉の熱物質収支を比較し、プロセスの成

立性・妥当性を検討する」を追記する。

③基本計画の全体プロセスの評価・検討に、「その際に技術

優位性の確保を図るように強固な特許網を構築するために

知的財産マップを作成し、基本特許を中心とした抜け漏れ

のない周辺特許出願を効果的に進める。」を追記する。

④基本計画の未利用排熱活用技術の開発に、「本技術の水平

展開を図り、他分野への早期実用化に取り組む」を追記す

る。
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本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集
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NEDO 評価部 

部長 保坂 尚子 

担当 前澤 幸繁 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

ミューザ川崎セントラルタワー20F

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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